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本報告では、「直面する世界的な物価上昇にどのように対応すべきか」、「人口減少が本格化
する中で今後、雇用面でどのような対応が求められるのか」、「長期にわたり伸び悩んできた投
資活動を拡大していくためには何が必要か」という問題意識から、経済財政を巡る短期、中長
期の課題について現状の把握と論点の整理を試みた。それらを踏まえて、特に重要なメッセー
ジは次の通りである。

●デフレ脱却に向けて継続的・安定的な賃上げが今こそ求められる
我が国経済は感染症の影響により戦後最大の落ち込みを経験したが、2021年秋以降、ウィ

ズコロナの考え方の下、経済社会活動の正常化が進んでいる。2022年に入りオミクロン株の
感染が拡大したものの、メリハリの利いた対策を講じたことにより、経済への影響はこれまで
よりも小さなものとなった。このように感染症による危機を乗り越えつつあったところで、我
が国経済は、感染症からの世界経済の同時回復、ウクライナ情勢などを背景とした原材料価格
の高騰に伴う世界的な物価上昇と海外への所得流出という課題に直面している。

現時点で物価上昇は主に原油価格等の上昇に起因する輸入インフレにとどまっており、消費
者物価上昇率や期待物価上昇率も欧米と比較して著しく高い状況ではない。景気は、企業収益
が高水準にあり、個人消費や設備投資は上向くなど持ち直しの動きが続いている。こうしたこ
とから、我が国経済はスタグフレーションと呼ばれる状況にはない。

需給ギャップが依然としてマイナスにとどまるなどマクロ経済環境からみた我が国の物価上
昇圧力は欧米と比べてむしろ弱い状況にある。上述した通り、海外への所得流出に伴う景気へ
の下押しも受けている。我が国経済がスタグフレーションに陥らないようにするためにも、デ
フレ脱却に向けた取組を強化すべき局面にある。今こそ継続的・安定的な賃上げと官民連携で
の計画的投資等を通じた需給ギャップの着実な縮小を進め、賃金と物価がともに上昇していく
経済を実現する必要がある。

●一人当たり賃金の伸び悩みは成長と分配の両面での課題を示唆
我が国の実質GDPは約30年間、緩やかな増加にとどまってきたが、人口減少と完全週休二

日制の普及や非正規雇用者の増加等による一人当たり労働時間の減少の影響を大きく受けてい
る。労働時間当たりの実質GDPは主要先進国と遜色のない伸びとなっており、日本経済の成
長力について過度に悲観的になることはない。ただし、2013年以降、デフレ状況ではなくなっ
たにもかかわらず、投資活動は引き続き低調にとどまり、他の主要先進国との資本の伸びの差
はさらに拡大している。この間、企業の投資先が国内から海外にシフトしてきたのは確かだ
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が、内外をあわせてみても企業の投資活動は慎重にとどまってきたといわざるを得ない。ま
た、賃金は人への投資ではなく、コストと捉えられる傾向が強く、人への投資も十分ではな
かった。成長に向けた国内への投資が十分に行われてこなかったという点が成長面での最大の
課題である。

分配面での課題も大きい。一人当たり名目賃金は物価上昇率と労働生産性の伸びに見合って
上昇していくことが想定されるが、デフレ状況となった2000年以降、名目賃金上昇率は物価
上昇率と同程度か下回る傾向にあった。こうした中で時間当たり実質賃金の伸びは実質労働生
産性をおおむね下回って推移しており、成長の成果は労働者に十分に分配されてこなかった。
長引くデフレの下で、企業は賃金決定に当たって労働生産性や物価動向をほとんど考慮しなく
なっており、名目賃金上昇率と物価上昇率、労働生産性という本来、関係の深い変数のバラン
スを保つメカニズムが十分に機能しなくなっている。賃金引上げに向けた社会的雰囲気を醸成
していくとともに、経済や物価動向等に関するデータやエビデンスを踏まえ、適正な賃金引上
げの在り方を官民で検討していくことが必要である。

●経済あっての財政。経済を立て直し、財政健全化に取り組むことが重要
感染症という危機を克服するため、累次の経済対策等を策定した結果、債務残高対GDP比

は大きく高まった。一方、政府の経済支援を通じて家計所得が維持されたことや企業収益の二
極化が生じる中で利益計上法人の利益総額が増加したことなどを背景に、名目成長率が大幅な
マイナスとなる中で税収はむしろ増加することとなった。

感染拡大前の財政動向を振り返ると、デフレ状況ではなくなった2013年以降、名目GDPの
拡大は税収増を通じて基礎的財政収支の改善に寄与し、さらに分母の拡大を通じて債務残高対
GDP比の安定化につながってきた。着実な歳出改革の取組に加えて、経済成長が財政の改善
に果たした役割が大きかった。感染症下での危機対応、感染拡大前の財政動向のいずれをみて
も、経済あっての財政であり、経済をしっかり立て直し、そして財政健全化を進めていくこと
が重要であることが確認できる。

今後、成長力を高めていくためには、民間投資を拡大するとともに、人口減少が本格化する
中で労働力を確保し、その質を向上していくことが必要である。長期にわたり低迷してきた民
間投資を喚起するためには、民間の予見可能性を高めつつ、民間投資の呼び水となる財政支出
を効果的・効率的に活用していくことが求められる。労働分野の取組には、予防・健康づくり
の推進や勤労者皆保険の実現など社会保障制度が果たす役割も大きい。経済と財政、社会保障
に関する取組はそれぞれが相互に影響を及ぼすものであることから、一体的に推進していく必
要がある。

●少子高齢化と人口減少の本格化を見据えた働き方の見直しと人への投資が必要
2013年以降、少子高齢化と人口減少の下でも女性や高齢者をはじめとする多様な人材の労
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働参加が進み、雇用は大きく増加した。こうした成果もあって、近年は人口減少による経済へ
の下押し圧力は大きく顕在化しなかったが、今後、人口減少や少子高齢化が本格化する中、マ
ンアワーベースの労働投入量（一人当たり労働時間×就業者数）は、労働参加が一定程度進ん
だとしても年率0.6～1.1％程度減少する可能性がある。働き方改革等により労働参加を促し、
労働の量を確保するとともに、人への投資の強化等を通じ労働の質を高めていくことなどによ
り、時間当たり労働生産性を引き上げていくことが一層重要となる。

労働の量の減少を緩和するためには、女性や高齢者をはじめ、働く意欲を持ちながら十分に
就業できていない者の労働参加を促していくことが重要である。人口の1割弱程度を占める不
本意非正規雇用者、失業者、就業希望者に加え、就業時間の増加を希望する短時間就業者、就
業時間を調整している者などに対しても、制度の見直しや就労支援を通じ、活躍を促していく
ことが求められる。賃金の上昇を伴う転職は若年層を中心にみられ、感染症下で正規雇用の転
職希望者も増加している。転職や副業・兼業の拡大を通じて、既に就労している様々な年齢層
の活躍の場を広げていくことも待ったなしの課題である。

働き方が多様化する中で労働の質を高めていくためには、性別や雇用形態、学歴等の労働者
の属性によって給与や処遇が決まるのではなく、同一労働同一賃金の考え方の下、能力や成果
に応じて賃金が支払われ、誰もが教育訓練を受けられる環境を整備していく必要がある。こう
した視点でみると、我が国の労働市場には多くの課題が残されている。我が国の男女間の賃金
格差は縮小してきたものの、依然として諸外国と比べて大きい。男女間の賃金格差の背景に
は、①女性の方が正規雇用、高い職位のシェアが少ないこと、正規の平均勤続年数が短いこと、
②女性の方が正規雇用での就業や年齢の上昇による賃金増加の程度が小さいことなどがある。
非正規雇用に就いた背景をみると、労働者の能力ではなく学歴という属性による影響が大き
い。また、第三次産業で比較的割合の高い短時間労働という就労形態が非正規雇用という雇用
形態につながっている可能性もあり、正社員の多様で柔軟な働き方を広げていく必要がある。

リカレント教育やリスキリングの重要性は高まっており、企業や政府による社会人の学びへ
の支援がより一層活用されることが期待される。企業は指導する人材や時間の不足、労働者は
時間や費用負担等が学び直しの課題となっている。また、OFF－JTの受講割合をみると、雇
用形態や最終学歴で差がみられる状況が続いている。学校卒業後の初職における非正規雇用の
割合は高まっているが、初職が非正規の者は現職も非正規である割合が大きく、非正規雇用が
固定化する傾向もうかがえる。我が国における人への投資は総じて、働き方や労働者の属性の
多様化に十分に対応できておらず、その見直しと強化は急務である。

●予見可能性の向上とボトルネックの解消を通じ、民間投資を喚起していくことが重要
我が国企業の投資活動は海外への投資割合が高まっているものの、期待成長率の低下や長引

くデフレ下での保守的な経営の広がりなどを背景に、全体として慎重に推移してきた。長年に
わたり低迷してきた民間投資を喚起していくためには、社会課題の解決に向けた取組自体を付
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加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民が協働して重点的な投資と規制・制度改革
を中長期的かつ計画的に推進していく必要がある。その際、本報告の分析からは以下の点が特
に重要である。

第一に、予見可能性の向上を伴う形で民間企業の需要見通しに影響を与えていくことであ
る。業種別の期待成長率と設備投資見通しの間には相関関係があり、デジタル化や脱炭素化は
幅広い産業の需要構造に変化をもたらす可能性がある。実際、感染拡大以降、デジタル化が進
んだ企業ほど同業他社と比べて業績が良好に推移しており、デジタル化は企業の競争力確保に
とってさらに重要性を増している。こうした状況は次に述べるボトルネックの解消とあいまっ
てデジタル投資の加速につながることが期待される。一方、企業の脱炭素に向けた取組は現時
点で一部に限定されており、民間投資の喚起に向けて企業の予見可能性をさらに高めていくこ
とが求められる。2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、我が国を含め各国は過去に
ないペースで温室効果ガスの排出量を削減する必要がある。また、ロシアによるウクライナ侵
略以降、原油価格が高水準で不安定に推移しており、エネルギー消費効率の改善の重要性は一
層高まっている。相対的に高い水準にある我が国の環境分野の企業競争力について、補助金と
排出量基準・排出量取引制度などを組み合わせた規制・支援一体型の投資促進策によりさらに
強化し、脱炭素に向けて拡大する世界的な需要を積極的に取り込んでいくことが期待される。

第二に、投資拡大に向けたボトルネックの解消である。脱炭素化の推進に当たりノウハウと
人材の不足を障害として認識する企業が多い。デジタル化を推進する場合にもそのための人材
不足の解消が課題となっている。我が国のIT人材の競争力は全体として諸外国と比べて低い
ほか、IT人材がIT企業に偏在しており、非IT企業においてデジタル化を進めるための人材の
不足が深刻となっている。我が国は技術の収益化に課題を抱えているが、ここでも人材がボト
ルネックとなっている。オープンイノベーションには研究人材の国際交流や産学官での連携が
カギを握るが、その担い手となる高度な研究人材を十分に育成できていない。また、スタート
アップの育成強化はこれまでも我が国の課題とされてきたが、GDPに占めるベンチャーキャ
ピタルの投資規模でみる限り、諸外国との差は近年拡大している。この点においても人への投
資や労働移動の促進が重要である。これらの民間投資やその収益化を担う高度人材の育成に向
けた人への投資を強化し、その強化がグリーン投資やデジタル投資の実行の原動力となること
でさらに投資が拡大していく好循環の実現を目指す必要がある。
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付表1－1　感染症下での主な家計支援策

事業 予算 時期 対象 金額等
全
世
帯

特別定額給付金 12.88兆円 2020年4月
基準日（2020年4月27日）に
おいて、住民基本台帳に記録され
ている者

一人当たり10万円

子
育
て
世
帯

子育て世帯への
臨時特別給付金 1,654億円 2020年4月 児童手当（本則給付）受給者 児童一人当たり1万円

低所得のひとり
親世帯への臨時
特別給付金

1,365億円 2020年6月 児童扶養手当受給者等

基本給付：一世帯5万円、第2子
以降一人につき3万円
追加給付：一世帯5万円（収入が
減少した児童扶養手当受給世帯等
への給付）

低所得のひとり
親世帯への臨時
特別給付金（基
本給付の再支給）

737億円 2020年12月 児童扶養手当受給者等 上記の基本給付と同じ

低所得の子育て
世帯に対する
子育て世帯生活
支援特別給付金

2,175億円 2021年3月

①�児童扶養手当受給者等（低所得
のひとり親世帯）

②�2021年4月分の児童手当受給
者等で、2021年度分の住民税
均等割が非課税の子育て世帯 
（その他低所得の子育て世帯）

児童一人当たり5万円

子育て世帯への
臨時特別給付 1.95兆円 2021年11月

0歳～高校3年生の児童（注1）の
養育者（児童の養育者の年収が
960万円以上（注2）の世帯を除く）
注1）�2003年4月2日から2022

年3月31日までの間に出
生した児童。

注2）�扶養親族等が児童2人と年
収103万円以下の配偶者の
場合の目安。

児童一人当たり10万円相当

低所得の子育て
世帯に対する
子育て世帯生活
支援特別給付金

2,043億円 2022年4月

①�児童扶養手当受給者等（低所得
のひとり親世帯）

②�①以外の2022年度分の住民税
均等割が非課税の子育て世帯
（その他低所得の子育て世帯）

児童一人当たり5万円

学
生

学生支援
緊急給付金 531億円 2020年5月 収入が大幅に減少した学生 学生一人当たり10万円

（非課税世帯20万円）
学生支援
緊急給付金 675億円 2021年12月 収入が大幅に減少した学生 学生一人当たり10万円

生
活
困
窮
者

緊急小口資金・
総合支援資金の
特例貸付

2.1兆円 2020年3月 コロナの影響を受け、収入が減少
し、生活が困窮した世帯

（小口）最大20万円
（総合）初回：最大60万円（20
万円×3か月）、延長：最大60万
円（同上）再貸付：最大60万円
（同上）
※�償還時に、なお所得減少が続く
住民税非課税世帯等の償還を免除

生活困窮者
自立支援金 1,526億円 2021年5月 緊急小口資金等の特例貸付を借り

終わった等の一定の生活困窮者

最大60万円
単身世帯：6万円、2人世帯：8万
円、3人以上世帯：10万円×3か月
※再給付あり

住居確保給付金
の特例措置

944億円
の内数 2020年4月

コロナの影響による休業等に伴う
収入減少等により住居を失う恐れ
が生じている者

家賃額（住宅扶助特別基準額を上
限）、原則3か月（最長9か月）
※�特例措置として再支給（9か月に
加え3か月）が可能
※�東京都特別区の場合（月額）単身
世帯53,700円、2人世帯64,000
円、3人世帯69,800円

住民税非課税
世帯等に対する
臨時特別給付金

1.54兆円 2021年12月
世帯全員の2021年度分又は2022
年度分の住民税均等割が非課税で
ある世帯（同様の事情にある家計
急変世帯も含む）

一世帯当たり10万円

（備考）1．内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省資料により作成。
2．「時期」は、予算成立月又は予備費使用の決定月。
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付表1－2　感染症下での住宅取得支援策

概要

住宅ローン�
減税制度

毎年の住宅ローン残高の一定割合を所得税等から控除する制度。消費税率10％が適用される住宅取得等を
行った場合、控除する期間を13年間とする特例措置は一定の期間内に契約すれば令和4年12月末までの
入居が対象となるよう延長された。なお、住宅ローン減税制度は、令和4年度税制改正において、控除率
や控除期間等を見直すとともに、環境性能に応じた借入限度額の上乗せ措置を講じた上で、適用期限が4
年間延長された。

すまい給付金 都道府県民税の所得割額に応じて最大50万円を給付。一定の期間内に契約すれば令和4年12月末までの
入居が対象。

住宅取得等資金
に係る贈与税の�
非課税措置

直系尊属から住宅の新築・取得等のための資金の贈与を受けた場合において、その資金のうち一定の金額
について贈与税を非課税とする制度。

グリーン住宅
ポイント制度

高い省エネ性能を有する住宅を取得する者等に対して、商品や追加工事と交換できるポイントを発行。
例：ZEH（持家）を新築する場合：40万ポイント（原則）

こどもみらい
住宅支援事業

子育て世帯や若年夫婦世帯による高い省エネ性能を有する新築住宅の取得や住宅の省エネ改修等に対して
補助。
例：ZEHを新築する場合：100万円

（備考）国土交通省資料により作成。
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付表1－3　各主要国の主な経済支援策の内容

①雇用支援策
施策名 施策内容

アメリカ

人件費融資（PPP）

中小企業の従業員給与を融資により保護するプログラム。条件を満たせば全部
または一部が返済免除。
・1回目申請：従業員数500名以下の事業者が対象で人件費2.5か月分を融資。
・�2回目融資：従業員数300名以下の事業者が対象で人件費2.5か月分、飲
食・宿泊業は人件費3.5か月分（上限200万ドル）を融資。

中小企業の税額控除
従業員500人未満の企業等を対象に、子供の世話等を理由に休暇を取得した
職員に対し、賃金の一定割合を支払うことを雇用主に義務付けるとともに、企
業に対しその金額分を税額控除（子供の世話等の場合上限2,000ドル）。

英国 一時休業従業員給与の部分給付�
（CJRS）

一時休業対象の従業員の未就労時間分の基本給について、政府が補てん。政府
補てん比率は、当初は人件費の80％（月最大2,500ポンド）、20年9月以降
は政府補てんの割合を段階的に引下げ。学校や育児施設の休業により在宅する
子供の世話のため仕事ができない従業員も対象。

ドイツ

従業員休業手当の拡充
従業員操業短縮手当※を拡充。従来よりも支給要件を緩和し、給付額の増額等
を実施。補填割合は段階的に見直し。
※�従来は、雇用者が解雇の代替として従業員の労働時間を短縮する場合に、操
業短縮に伴う賃金減少分の60％を補償。

中小企業の人件費給付
年間売上高が7.5億ユーロ以下の企業等を対象に、経済活動再開の過程で雇用
を増やし、従業員の操業短縮からの復帰等を行う事業者に対して、増加した人
件費の一部を支給。

フランス
従業員休業手当の拡充

従業員休業手当補助※を拡充。従業員に支払われる休業手当の政府補てん額を
従来より増額。補てん割合は段階的に見直し。
※�経済情勢等に起因する操業短縮等を理由に雇用主が労働時間の削減等を行っ
た場合、従業員が手当てを受け取れる制度。従来は、企業による従業員に対
する保証は額面給与の70％、政府補てんは1時間当たり7.74ユーロ（従業
員250人未満）又は7.23ユーロ（従業員250人以上）。

長期従業員休業手当補助 長期的な活動縮小に直面する企業が一時休業対の従業員に支払った手当に対す
る政府補てん。

日本 雇用調整助成金の特例措置
特例措置により雇用調整助成金の助成率を10／10、上限額を1日15,000円
まで引き上げ。
※�事業活動の縮小を余儀なくされた事業者が従業員に休業手当等を支払う場
合、政府が事業者に対し助成金を支給。

②事業者支援策
施策名 施策内容

アメリカ

小企業向け低利融資及び返済�
不要の給付金（EIDL・EIDLA）

新型コロナウイルスが原因で事業に損害が発生している小企業への低利融資及
び返済不要の救済金。

飲食店向け給付（RRF）
レストラン、バー等（上場企業及び21以上の店舗を所有する企業等は除く）
に対し、人件費、家賃、住宅ローンの支払い等のため、19年と20年の総収入
の差額（1企業当たり最大1,000万ドルかつ1店舗当たり最大500万ドル）を
給付。

施設運営事業者向け給付�
（SVOG）

ライブ会場運営者、美術館、映画館等（従業員500人以上の企業等は除く）
に対し、人件費、家賃、住宅ローンの支払等のため、19年の総収入の45％
（最大1,000万ドル）を給付。

英国

小規模事業者向け給付 課税評価額に応じ1万ポンドまたは2.5万ポンドを給付。

休業措置対象事業者向け給付 地域別休業措置又はイングランドでの休業措置対象事業者向けに、事業用不動産
の課税評価額に応じ、支援金を給付。給付対象者及び給付額は段階的に見直し。

自営業者向け給付（SEISS） 営業利益が年5万ポンド以下の自営業者で感染症の影響により売上が減少した
者に対し、給付金を支給。給付額は段階的に見直し。

ドイツ

小規模事業者向け給付 従業員5（10）人以下の事業者に3か月最大9,000（15,000）ユーロを一括
給付。

固定費給付
年間売上高が7.5億ユーロ以下の企業等を対象に、売上が一定比率以上減少し
た事業者に対し、固定費の一定割合を給付。給付対象者、給付額は段階的に見
直し。
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フランス

企業・自営業者等向け給付�
（連帯基金）

休業措置対象事業者または売り上げが一定以上減少した事業者に対し、前年か
らの売上減少額に応じて給付金を支給。制限措置の導入状況に応じ、対象業
種、給付要件、給付額を段階的に見直し。

社会保険料支払減免
従業員250人未満の飲食・宿泊業当で休業中又は売上が50％以上減少してい
る事業者と休業措置の対象となっている従業員50人未満の事業者について、
社会保険料の支払を減免。

日本
持続化給付金

売上が前年同月比50％以上減少した事業者に対し、減収額に応じ給付金を支
給（中堅・中小企業及び小規模事業者は上限200万円、フリーランスを含む
個人事業者は上限100万円）。

時短協力金 休業又は営業時間短縮要請に応じた飲食店や大規模施設等に対し、都道府県が
売上減少額に応じて1日最大20万円の協力金を支給。

（備考）各国政府公表資料を基に作成。
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付図1－1　感染動向と国内の行動規制の変遷

（人、７日間移動平均）
新規感染者数（10万人あたり）

（1）感染動向

（月）
（年）

（月）
（年）

（備考）１．WHO、Our World in Data、厚生労働省「オープンデータ」により作成。
２．新規感染者数、新規死亡者数について、いずれの国も7/1時点。
３．ワクチン接種完了率は、既定の回数を接種した者の割合。英国は6/22、米国は6/28、フランス、日本は

6/30、ドイツは7/1時点。
４．重症者数について、英国は5/28、米国は6/29、 フランス、ドイツは7/1、日本は7/3時点。
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付図1－1（2）　2021年以降における国内の行動制限の変遷
2021年
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（備考）１．内閣官房資料により作成。
２．緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の終了日と他の都道府県の措置の開始日が重なる場合は、終了日

を表内で記載。
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付図1－2　学習塾の売上高と子を持つ共働き世帯数

（2019年比、％）
（1）学習塾の売上高 （2）7～12歳の末子を持つ共働き世帯数

（期）
（年）

（月）
（年）

（備考）１．経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」、総務省「労働力調査（詳細集計）」により作成。
２．（1）の数値の不連続については、公表のリンク係数を用いて調整している。
３．（2）の「共働き世帯」とは、夫婦と子供から成る世帯のうち、夫が就業者で妻も就業者（休業者含む）の

世帯を示す。
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付図1－3　実質経済成長率見通し（今後5年間）
（％）

（備考）１．内閣府「企業行動に関するアンケート調査」（2022年3月1日公表）により作成。
２．上場企業による回答。
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付図1－4　規模別・業種別の疑似交易条件

（1）製造業

（2）非製造業

（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
２．販売価格DI ･ 仕入価格DIは、3か月前と比べて各価格が「上昇」したと回答した企業の割合から、「下落」

したと回答した企業の割合を差し引いたもの。
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付図1－5　春季労使交渉における賃上げ率

（備考）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答集計結果」により作成。
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付図1－6　2013年以降の源泉所得税収の変化
（2012年からの変化幅、％ポイント）

（備考）国税庁「統計年報」により作成。
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付表2－1　労働投入量の今後のシナリオ（簡易試算の前提）

前提

人口
2022年以降、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」の推計値から算
出した変化率に沿って推移。推計値として、①出生中位・死亡中位の値を参照するのが中位シナリオで、
②出生低位・死亡中位の値を参照するのが低位シナリオ。

就業率

2023年に中長期的なトレンド（2シナリオ）に回帰すると仮定（2021～2023年は線形に推移）。本試
算における中長期的なトレンドは、2040年までは、労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計―労働
力需給モデル（2018年度版）による将来推計―」における予測就業率（2020～40年の就業率を5年刻
みで予測）を線形補完した上で、2019年における就業率（実績値）の上振れ分を上乗せした水準で推移
し、2041年以降は横ばいで推移するものとしている。予測就業率として、①「経済成長実現・労働参加
シナリオ」の値を参照するのが中位シナリオで、②「ゼロ成長・労働参加現状シナリオ」の値を参照する
のが低位シナリオ。

一人当たり
就業時間

いずれのシナリオでも、2023年に感染拡大前（2019年）の水準を回復し、以降横ばいで推移（2021～
2023年は線形に推移）。
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付表2－2　所得税及び個人住民税の限界税率

1991年
課税所得 0万円～ 160万円～ 300万円～ 550万円～ 600万円～ 1,000万円～ 2,000万円～
所得税 10％ 20％ 30％ 40％ 50％
住民税 5％ 10％ 15％
合計 15％ 20％ 30％ 35％ 45％ 55％ 65％

1995年
課税所得 0万円～ 200万円～ 330万円～ 700万円～ 900万円～ 1,800万円～ 3,000万円～
所得税 10％ 20％ 30％ 40％ 50％
住民税 5％ 10％ 15％
合計 15％ 20％ 30％ 35％ 45％ 55％ 65％

1999年
課税所得 0万円～ 200万円～ 330万円～ 700万円～ 900万円～ 1,800万円～
所得税 10％ 20％ 30％ 37％
住民税 5％ 10％ 13％
合計 15％ 20％ 30％ 33％ 43％ 50％

2007年
課税所得 0万円～ 195万円～ 330万円～ 695万円～ 900万円～ 1,800万円～
所得税 5％ 10％ 20％ 23％ 33％ 40％
住民税 10％
合計 15％ 20％ 30％ 33％ 43％ 50％

2015年
課税所得 0万円～ 195万円～ 330万円～ 695万円～ 900万円～ 1,800万円～ 4,000万円～
所得税 5％ 10％ 20％ 23％ 33％ 40％ 45％
住民税 10％
合計 15％ 20％ 30％ 33％ 43％ 50％ 55％

（備考）財務省財務総合研究所「財政金融統計月報」より作成。
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付図2－1　世帯主の所得の中央値の分布（再分配前）

（万円） （万円）
①全世帯 ②単身世帯

25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～69
（歳）

（万円） （万円）
③夫婦のみ世帯 ④夫婦と子世帯

（万円）
⑤ひとり親世帯

（備考）１．総務省「全国家計構造調査」、「全国消費実態
調査」により作成。

２．各調査の個票を内閣府にて集計して作成。夫
婦と子世帯、ひとり親世帯はそれぞれ、末子
の年齢が18歳以下の場合について集計。

３．ひとり親世帯の60歳以上の階級は集計数が極
めて少ないため示していない。

25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～69
（歳）

0

200

400

600

800

1,000

1994年

2019年

0

200

400

600

800

1,000

1994年

2019年

25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～69
（歳）

25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～69
（歳）

0

200

400

600

800

1,000

0

200

400

600

800

1,000
1994年1994年

2019年

2019年

25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～69
（歳）

0

200

400

600

800

1,000

1994年

2019年

付
図・付
表

付図・付表

283



付図2－2　出生年代別の25～29歳時点での実質賃金額
（万円）

1956～60年生 1961～65年生 1966～70年生 1971～75年生 1976～80年生 1981～85年生

200

220

240

260

280

300

320

180

男性

女性

（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「消費者物価指数」により作成。
２．賃金額は、一般労働者の所定内給与額を2020年基準の消費者物価（持ち家の帰属家賃を除く総合）で実質

化。出生年代ごとの25 ～ 29歳時点の賃金額。
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付図2－3　就業者に占める属性別割合の推移
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（備考）１．総務省「就業構造基本調査」により作成。

２．個票を内閣府において集計し、作成。
３．就業者は就業構造基本調査における有業者の数値を使用。
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付図2－4　属性別非正規就業者割合の推移
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（備考）１．総務省「就業構造基本調査」により作成。

２．個票を内閣府において集計し、作成。
３．就業者は就業構造基本調査における有業者の数値を使用。

5
10
15
20
25
30
35
40
45

0

第３次産業

第２次産業

第１次産業

10

20

30

40

50

60

その他

世帯主

配偶者

単身

高校卒
小中学校卒

その他

大学・大学院卒

（％）
②35～ 54歳

1982 87 92 97 2002 07 12 17（年）

（％）
②35～ 54歳

0
1982 87 92 97 2002 07 12 17（年）

高校卒

小中学校卒

その他

大学・大学院卒

第３次産業

第２次産業

第１次産業

5
10
15
20
25
30
35
40
45

10

20

30

40

50

60

（％）
②35～ 54歳

0
10
20
30
40
50
60
70

1982 87 92 97 2002 07 12 17（年）

その他

世帯主

配偶者

単身

5
10
15
20
25
30
35
40
45

女性

男性
5
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
60
65

女性

男性

286



付図2－5　出生年代別にみた非正規就業者割合の推移

（1982年差寄与、％ポイント）

（％）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査」により作成。
２．個票を内閣府において集計し、作成。
３．就業者は就業構造基本調査における有業者の数値を使用。
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（2）出生年代別にみた各年齢階級時点での非正規雇用者割合
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付図2－6　世帯類型別にみた所得分布（再分配前と再分配後の比較）
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⑤高齢者世帯（60歳以上）
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（％） （％）
①単身世帯（60歳未満） ②夫婦のみ世帯（60歳未満）

（％） （％）
③夫婦と子世帯（60歳未満） ④ひとり親世帯（60歳未満）

（％）
⑤高齢者世帯（60歳以上）

（備考）１．総務省「全国家計構造調査」、「全国消費実態
調査」により作成。

２．各調査の個票を内閣府において集計し、作成。
３．夫婦と子、ひとり親世帯はそれぞれ、末子の

年齢が18歳以下の場合について集計。
４．世帯類型別の分布は、各世帯類型に占める構

成比をみている。

0

再分配前
（中央値：338万円）

再分配前
（中央値：650万円）

再分配後
（中央値：278万円）

再分配前
（中央値：260万円）

再分配後
（中央値：286万円）

再分配後
（中央値：548万円）

0

再分配前
（中央値：660万円）

再分配後
（中央値：560万円）

再分配前
（中央値：110万円）

再分配後
（中央値：348万円）

0

（2）1994年

5

10

15

20

5

10

15

20

25

0

5

10

15

20

30

25

00

5

10

15

20

25

35

30

10

20

30

40

50

60

0 ～ 200 ～ 400 ～ 600 ～ 800 ～ 1,000 ～
（万円）

0～ 200 ～ 400 ～ 600 ～ 800 ～ 1,000 ～
（万円）

0～ 200 ～ 400 ～ 600 ～ 800 ～ 1,000 ～
（万円）

0～ 200 ～ 400 ～ 600 ～ 800 ～ 1,000 ～
（万円）

0～ 200 ～ 400 ～ 600 ～ 800 ～ 1,000 ～
（万円）

付
図・付
表

付図・付表

289



付 注



付注1－1　緊急事態宣言等の発出や重症化リスクの変化と年齢別消費について

1．概要
カード支出データを用いて、緊急事態宣言等の発出や感染症の重症化リスクの変化が

年齢別のサービス消費に与える影響を分析した。

2．データ
厚生労働省「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」（令和4年7月1日

時点）、株式会社ナウキャスト、株式会社ジェイシービー「JCB消費NOW」

3．推計方法
（1）推計対象

2020年10月から2022年5月上旬までを対象とし、都道府県別、年齢別、半月次のパネ
ルデータを構築した。都道府県については、人口250万人以上の13都道府県を対象とし
た。年齢については、25～39歳、40～59歳、60～74歳の3区分とした1。

（2）推計式

Ci,j,t=�β0j dj+∑
j

β1j（Ii,t×dj）+∑
j

β2j（I*t×dj）+∑
j

β3j（S*i,t×dj）�

+∑
j
∑

p

β4pj（SOEpi,t×dj）+∑
j
∑

p

β5pj（PPMpi,t×dj）+ui+εi,j,t

ここで、Ci,j,tは都道府県i、年齢j、期間tにおけるサービス消費額、djは年齢jで1をと
るダミー変数、Ii,tは都道府県i、期間tにおける新規感染者数、I*tは期間tにおける全国の
新規感染者数、S*i,tは期間tにおける重症化指標、SOEpi,tは都道府県i、期間tにおける、
p回目の緊急事態宣言の発出状況、PPMpi,tは都道府県i、期間tにおけるp回目のまん延防
止等重点措置の実施状況、uiは各都道府県の固定効果、εi,j,tは誤差項2。

（3）変数の定義と使用データ等
・サービス消費額

「JCB消費NOW」におけるサービス消費（2016～18年同期比）。公表されている計数
は5歳刻みであるため、推計対象の各年齢区分に該当する年齢区分の計数を平均した。

（1）	感染者数は人口の多い都道府県に偏在しているため、人口の多い都道府県を対象に推計を行った。また、
25歳以下や75歳以上については消費に関する計数が公表されていない都道府県もあるため、推計対象は含めてい
ない。

（2）	サービス消費は感染状況に影響を与え得るため、内生性の問題が生じている可能性がある。しかし、こう
した効果が発現するまでには一定の時間がかかると想定され、半月次の推計において、この逆の因果は無視できる
と考えた。また、感染者数について1期ラグを用いた推計や全国の感染者数のみを用いた推計も行ったが、結果は
定性的には変わらない。
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ただし、2016年から2019年にかけては年齢階層ごとに異なる傾きの上方トレンドが観察
されるため、この影響を取り除くために、2019年度平均値との比を取ることで水準を調
整した。

・新規感染者数
「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」における全国及び都道府県

別の新規感染者数を半月ごとに合計した。推計に当たっては逆双曲線正弦関数によって
変換した値を用いた3。

・重症化割合
「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」における全国の期間中重症

者数の平均を、当該期間の1週間前に当たる期間中新規感染者数の合計で除した。推計
に当たっては対数に変換した値を用いた。

・緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の発出・実施状況
緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が発出・実施されていた日数。

4．推計結果
変数 係数

年代ダミー
（25～39歳） 0 （基準）
（40～59歳） -0.168 （2.533）
（60～75歳） -0.802 （2.948）

感染者数
（25～39歳） -0.264 （0.400）
（40～59歳） -0.038 （0.369）
（60～75歳） 0.135 （0.345）

全国の感染者数
（25～39歳） -3.329*** （0.409）
（40～59歳） -3.561*** （0.404）
（60～75歳） -3.661*** （0.373）

重症化指標
（25～39歳） -5.388*** （0.394）
（40～59歳） -4.586*** （0.291）
（60～75歳） -4.077*** （0.213）

緊急事態宣言�
（2021年1月～）

（25～39歳） -0.748*** （0.041）
（40～59歳） -0.676*** （0.029）
（60～75歳） -0.541*** （0.030）

緊急事態宣言�
（2021年4月～）

（25～39歳） -0.330*** （0.048）
（40～59歳） -0.427*** （0.046）
（60～75歳） -0.415*** （0.048）

まん延防止等重点措置�
（2021年4月～）

（25～39歳） -0.271*** （0.078）
（40～59歳） -0.369*** （0.057）
（60～75歳） -0.363*** （0.053）

（3）	本来、対数変換を行うのが適当であるが、新規感染者数はゼロとなることもあるため、逆双曲線正弦関数
を用いることとした。
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変数 係数

まん延防止等重点措置�
（2022年1月～）

（25～39歳） 0.013 （0.071）
（40～59歳） 0.034 （0.046）
（60～75歳） 0.105 （0.066）

都道府県固定効果 Yes

観測数 1,599

※　�***、**、*は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示す。�
括弧内はcluster robust standard error。
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付注1－2　歓楽街の夜間人流と新規感染者数の増加率について

1．概要
Inoue et al.（2022）を参考に、歓楽街における夜間人流が新規感染者数の増加率に与

える影響についてLocal Projectionの手法を用いて分析した。

2．データ
内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室「新型コロナウイルス感染症対策」

（令和4年7月1日時点）、デジタル庁「新型コロナワクチンの接種状況」（令和4年7月1日
時点）、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」、厚生労働省「デー
タからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」（令和4年7月1日時点）、気象庁「過
去の気象データ」（令和4年7月1日時点）

3．推計方法
（1）推計対象

2020年10月から2022年6月までを対象とし、都道府県別、週次のパネルデータを構築
した。都道府県については、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京
都府、大阪府、兵庫県、福岡県の10都道府県を対象とした4。

（2）推計式
予測期間h（ここではh=1,2,3,4,5）のそれぞれについて、以下の式を推計する。

Ii,t+h－Ii,t=�β1
h mi,t+β2

h（mi,t×vi,t
h ）+∑

j

β2hwi,t+∑
p

β3p
h SOEpi,t+∑

p

β4p
h PPMpi,t�

+β5
h ∆Ii,t+β6

h ∆I*i,t+β7
h ci,t

h +β8
h vi,t

h +ui
h +ut

h +εi,t
h

ここで、Ii,tは都道府県i、t週における新規感染者数、I*i,tはt週における都道府県外の
新規感染者数、mi,tは歓楽街の夜間人流、wi,tは天候に関する変数のベクトル、SOEpi,tは
都道府県i、t週における、p回目の緊急事態宣言の発出状況、PPMpi,tは都道府県i、t週
におけるp回目のまん延防止等重点措置の実施状況、ci,t

h は累積感染者割合、vi,t
h はワクチ

ン接種割合、ui
hは各都道府県の固定効果、ut

hは各週の固定効果、εi,t
h は誤差項5, 6。

（3）変数の定義と使用データ等

（4）	感染者数は人口の多い都道府県に偏在しているため、比較的感染者数の多かった都道府県を対象に推計を
行った。

（5）	人流の増減と感染者数は双方向の因果関係が想定されるが、ここで分析しているのは当期の人流が翌週以
降の感染者数にラグをもって与える影響であり、内生性の問題はないと考えた。

（6）	 Inoue et al.（2022）においては、まん延防止等重点措置の実施を考慮していなかったが、特に2022年にお
いてはまん延防止等重点措置がアナウンスメント等において重要な役割を果たしていると考えられることから、こ
こでは説明変数に加えた。
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・新規感染者数
「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」における全国及び都道府県

別の新規感染者数を週ごとに合計した。推計に当たっては対数変換した値を用いた。
・歓楽街の夜間人流

「新型コロナウイルス感染症対策」における各都道府県の歓楽街人出（21時と28時の
差）。推計に当たっては、2019暦年平均が1となるように標準化した上で、対数変換した
値を用いた7。

・天候に関する変数
「過去の気象データ」において各都道府県庁所在地で最高気温30度以上（真夏日）の

日数、最低気温0度未満（冬日）の日数、0mmより多い降水量が観測された日数8。
・緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の発出・実施状況

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が発出・実施されていた日数。
・累積感染者割合

「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－」における各都道府県の新規
感染者数を用いて以下の変換を施した。ただし、Nは「住民基本台帳に基づく人口、人
口動態及び世帯数」から取得した各都道府県の人口。

ci,t
h =h log（1－

t

∑
j=0

Ii,j  ⁄  N）
・ワクチン接種割合

「新型コロナワクチンの接種状況」における各都道府県のワクチン接種（2回目）実施
回数（Vi,j）を用いて以下の変換を施した。

vi,t
h =h log（1－σ

t－2

∑
j=0

Vi,j  ⁄  N）
ただし、σは発症予防効果でInoue et al.（2022）と同様0.895とした。

4．推計結果
変数 h=1 h=2 h=3 h=4 h=5

mi,t
0.193**

（0.070）
0.479**

（0.173）
0.735**

（0.282）
0.909**

（0.378）
0.971*

（0.457）

mi,t×vi,t
h 0.277*

（0.145）
0.266*

（0.118）
0.229*

（0.104）
0.198*

（0.107）
0.171*

（0.104）

（7）	 Inoue et al. （2022）においては、Google Inc.「COVID-19 Community Mobility Reports」における人流デー
タを用いていたが、感染拡大対策として飲食店を中心とした人流の抑制が強調されていたことを踏まえ、歓楽街の
夜間人流の影響をみることとした。

（8）	 Inoue et al. （2022）においては、真夏日・真冬日の合計日数、降雨量を天候に関する変数として用いてい
たが、真冬日は関東以西においてかなり限定的であるため、冬日に変更した。その上で、真夏日と冬日の影響は異
なる可能性があるため、変数を分割した。また、降雨については、ここでは、降雨量ではなく降雨の有無の影響を
みることとした。

注
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変数 h=1 h=2 h=3 h=4 h=5

wi,t

真夏日 0.006
（0.008）

0.008
（0.016）

0.028
（0.020）

0.018
（0.023）

0.026
（0.026）

冬日 -0.008
（0.010）

-0.012
（0.021）

-0.018
（0.028）

-0.018
（0.034）

-0.018
（0.036）

降雨 -0.001
（0.003）

0.001
（0.011）

-0.012
（0.019）

-0.018
（0.023）

-0.019
（0.023）

SOE2i,t

（21年1月～）
-0.013

（0.010）
-0.028

（0.022）
-0.044

（0.037）
-0.056

（0.049）
-0.066

（0.059）
SOE3i,t

（21年4月～）
-0.035***

（0.009）
-0.072***

（0.021）
-0.103**

（0.037）
-0.129**

（0.056）
-0.141*

（0.076）
PPM1i,t

（21年4月～）
-0.012*

（0.006）
-0.027**

（0.011）
-0.040*

（0.019）
-0.052

（0.034）
-0.058

（0.052）
PPM2i,t

（22年1月～）
-0.003

（0.006）
0.003

（0.006）
-0.003

（0.009）
-0.001

（0.016）
-0.001

（0.021）

∆Ii,t
-0.090

（0.079）
-0.229**

（0.086）
-0.280***

（0.083）
-0.436***

（0.114）
-0.427**

（0.154）

∆I*i,t
-2.964***

（0.787）
-4.541***

（1.068）
-4.222***

（1.268）
-4.628**

（1.545）
-4.408*

（1.998）

ci,t
h 1.787**

（0.688）
2.092**

（0.746）
2.082**

（0.847）
2.091**

（0.887）
1.962*

（0.875）

vi,t
h 0.035

（0.245）
0.014

（0.236）
-0.007

（0.223）
-0.011

（0.201）
0.000

（0.180）

固定効果 都道府県
週

都道府県
週

都道府県
週

都道府県
週

都道府県
週

観測数 900 890 880 870 860

※　�***、**、*は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示す。�
括弧内はcluster robust standard error。
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付注1－3　交易利得の要因分解について

1．概要
交易利得の変化率∆Tを為替要因∆TExchangeとその他価格要因（資源価格等）∆TOtherの2

つへ分解するため、交易利得Tに含まれる輸出入デフレーターPiを、為替要因Eiと為替
要因を除いたデフレーターPiに分解する。

2．計算方法
交易利得はニュメレール・デフレーターPを用いて下記のように表される。

T = 
XN－MN

P  － （XN

PX
 － 

MN

PM）
これにP =（XN＋MN）/（XN/Px＋MN/PM）を代入すると、

T = （ 2
1

XN + 
1

MN）（ 1
PM

 － 
1

PX）
ここで、Pi = Ei×Pi（i = X, M）とすると、

T = （ 2
1

XN + 
1

MN）（ 1
EM×PM

 － 
1

EX×PX
）

よって、

∆TExchange = （ 2
1

XN + 
1

MN）（－ 
1

EM
 × 

∆EM

EM
 + 

1
EX

 × 
∆EX

EX ）

∆TOther = （ 2
1

XN + 
1

MN）（－ 
1

PM
 × 

∆PM

PM
 + 

1
PX

 × 
∆PX

PX ）
とすることで、∆Tは

∆T=∆TExchange+∆TOther+交絡項
と分解できる。

T：交易利得、TExchange：為替要因、TOther：その他価格要因（資源価格等）、
XN：名目輸出、MN：名目輸入、P：ニュメレール・デフレーター�

（（XN＋MN）/（XN/Px＋MN/PM））、Pi：円ベースの輸出入デフレーター、�
Ei：為替要因、Pi：為替要因を除いたデフレーター

付
注
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3．備考
輸出物価指数についての為替要因EXは、円ベースの輸出物価指数を輸出物価指数の

ウェイトで加重平均した国内企業物価で除して求めている。これは、輸出する製品の価
格と、その製品を国内で販売した場合の価格との相対価格を表しており、企業の価格転
嫁動向を加味した名目実効為替レートと言い換えることができる。また、輸入物価指数
についての為替要因EMは、円ベースの輸入物価指数を契約通貨ベースの同指数で除し
て求めた。
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付注2－1　Blinder-Oaxaca分解を用いた、男女間賃金格差の要因について

1．概要
近年の男女間賃金格差が、どのような要因により説明されるのかについて、Blinder-

Oaxaca分解を用いて分析を行った。

2．データ
2016年から2021年までのリクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」9の個

票を用いた。

3．推計方法
本分析では、雇用形態別の雇用者のデータを用いて、時給を目的変数とするモデルを

男女別に推計し、それらを踏まえたBlinder-Oaxaca分解10を行う。なお、今回は雇用形
態別の分析を行っているが、時給については非正規雇用労働者のみ直接取得可能な項目
である。このため、正規雇用労働者の時給については、年収を、実際に労働した月数と
12月の平均的な週当たり就業時間を用いて試算した年間労働時間を用いて除した値を用
いた。

推計モデルは、
W=α+Xβ+Y(γ+Dδ)+Dζ+ηt+ϵ

とした。ただし、Wは賃金を、Xは企業規模と学歴を、Yは年齢、60歳以上ダミー及び
勤続年数を、Dは雇用形態ダミーを、ηtは年固定効果項をそれぞれ表す。

上記のモデルを性別に推計した後、女性の平均値W F及び男性の平均値WMの差 
（ΔW=WF－WM）について、以下の通りBlinder-Oaxaca分解を行った。

ΔW=（ZF－ZM）ξM+ZF（ξF－ξM）
ただし、Wi=αi+Xiβi+Yi（γi+Diδi）+Diζi+ηit+ϵi=Z iξi+ηit+ϵi（i=M, F）

（9）	 調査前年1年間の個人の就業状態、所得、生活実態などを、毎年追跡し、全国の就業・非就業の実態とその変化
を明らかにすることを目的とする調査。

（10）	Blinder-Oaxaca分解は、Oaxaca（1973）とBlinder（1973）において提案された手法で、賃金等の平均値
について、例えば男女といった2群間の差を、①2群間の属性別構成の差（以下、構成効果という）と②2群間の
属性別効果の差（以下、構造効果という）により分解するものである。

注
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4．年固定効果モデルの推計結果
Blinder-Oaxaca分解に先立って行った、年固定効果モデルの結果は以下のとおりである。

男性 女性
（Intercept） 6.67169 6.76338

[6.58853, 6.75484] [6.70620, 6.82055]
年齢 0.00193 0.0004

[-0.00023, 0.00409] [-0.00094, 0.00173]
60歳以上ダミー（ref.60歳未満） -0.03131 -0.00388

[-0.10746, 0.04483] [-0.04771, 0.03996]
勤続年数 0.00378 0.00135

[0.00061, 0.00695] [-0.00080, 0.00350]
企業規模（ref.30人未満）

30～99人 0.05702 0.03646
[0.03708, 0.07695] [0.01355, 0.05936]

100～499人 0.13281 0.08814
[0.11388, 0.15174] [0.06561, 0.11067]

500～999人 0.18347 0.14982
[0.15900, 0.20794] [0.11730, 0.18234]

1000人以上 0.31183 0.18341
[0.29354, 0.33012] [0.16055, 0.20626]

公務 0.31663 0.2512
[0.29361, 0.33965] [0.21371, 0.28869]

学歴（ref.小学校/中学校/高校卒業）
短大/専門学校等卒 0.09104 0.12768

[0.07882, 0.10325] [0.11129, 0.14408]
大卒以上 0.27965 0.39003

[0.25673, 0.30257] [0.33221, 0.44785]
雇用形態ダミー（ref.非正規雇用） 0.42197 0.25202

[0.33511, 0.50883] [0.18462, 0.31943]
職位（ref.役職なし）

係長・主任相当 0.14665 0.13275
[0.13248, 0.16082] [0.10383, 0.16166]

課長相当 0.24585 0.32529
[0.22489, 0.26681] [0.26884, 0.38174]

部長相当 0.39498 0.30195
[0.36451, 0.42545] [0.21922, 0.38469]

社長相当 0.30332 0.18934
[0.19148, 0.41516] [-0.01628, 0.39496]

雇用形態ダミーとの交差項
年齢 0.00089 0.00185

[-0.00142, 0.00320] [0.00011, 0.00359]
60歳以上ダミー -0.12208 -0.20019

[-0.20426, -0.03990] [-0.26622, -0.13417]
勤続年数 0.00627 0.00838

[0.00301, 0.00954] [0.00587, 0.01089]
Num.Obs. 21081 10705

[]内は95％信頼区間
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付注2－2　Blinder-Oaxaca分解を用いた、非正規雇用増加要因について

1．概要
若年層（22～34歳）が非正規雇用として就業することが、どのような要因により説明

されるのかについて、Blinder-Oaxaca分解を用いて分析を行った。その際、若年層の動
向を評価する観点から、比較対象として35～54歳についても同様の分析を行った。

2．データ
1982年から2017年までの総務省「就業構造基本調査」個票データを用いて検証した。

3．推計方法
本分析では、就業状態が非正規雇用である場合に1を、正規雇用である場合に0をとる

ダミー変数を被説明変数としたロジスティック回帰モデルに対し、Blinder-Oaxaca分
解11を行う。

なお、Oaxaca（1973）とBlinder（1973）において提案されたBlinder-Oaxaca分解を
行うためにはモデルが線形であることが前提となっているが、ロジスティック回帰モデ
ルは非線形なモデルとなっている。そのため、ここでは、推計されたロジスティック回
帰モデルについて、適切な式変形を行うことで、モデルを線形に変換した後に、
Blinder-Oaxaca分解を行っている。

具体的な式変形の手順は、説明変数をx、被説明変数をyとして、

y=
exβ

1+exβ

より、

y
1－y=

（ exβ

1+exβ）
（ 1

1+exβ）
=exβ

が得られる。ここで、両辺の対数をとると、

log （ y
1－y） =xβ

となる。この時、上式の左辺は対数オッズを表している。

（11）	Blinder-Oaxaca分解は、Oaxaca（1973）とBlinder（1973）において提案された手法で、賃金等の平均値
について、例えば男女といった2群間の差を、①2群間の属性別構成の差（以下、構成効果という）と②2群間の
属性別効果の差（以下、構造効果という）により分解するものである。

注
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以上の変形を踏まえ、Y=log（ y
1－y）と置き、Y=xβについて、1982年の調査サンプ

ルと、1987年～2017年の調査サンプル間の非正規雇用就業確率の対数オッズについて、
Blinder-Oaxaca分解を行うと、

ΔYt=（Xt － X1982）β1982 +Xt（βt－β1982）
ただし、tは1987年から2017年まで5年刻みの値

となる。ここで、ΔYtはt年と1982年の非正規雇用就業割合対数オッズの平均値の差を、
Xは説明変数の平均値を、βは推計されたパラメータをそれぞれ表す。また、（Xt－
X1982）β1982はt年と1982年の属性の構成要因の変化を表し、Xt（βt－β1982）はt年と1982年
の属性の構造要因の変化を表す。
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4．ロジスティック回帰モデルの推計結果
Blinder-Oaxaca分解に先立って行った、ロジスティック回帰モデルの結果は以下のと

おりである。

表1．22～34歳を対象としたロジスティック回帰モデルの結果
1982年 1987年 1992年 1997年 2002年 2007年 2012年 2017年

（Intercept） -0.74 -0.13 -0.91 0.33 1.54 1.1 1.06 0.09
[-1.05, -0.44] [-0.39, 0.12] [-1.17, -0.66] [0.10, 0.56] [1.32, 1.75] [0.91, 1.29] [0.89, 1.23] [-0.12, 0.29]

年齢 0.03 0.02 0.04 0.01 -0.03 -0.02 0 0.03
[0.03, 0.04] [0.02, 0.03] [0.04, 0.05] [0.00, 0.01] [-0.03, -0.02] [-0.02, -0.02] [-0.00, 0.01] [0.02, 0.03]

学歴（ref.中学卒業）
高校卒業 -0.83 -0.9 -1 -1.01 -0.89 -0.72 -0.88 -0.79

[-0.88, -0.78] [-0.97, -0.84] [-1.07, -0.93] [-1.07, -0.94] [-0.94, -0.83] [-0.79, -0.66] [-0.95, -0.82] [-0.87, -0.71]
大学・大学院卒業 -1.16 -1.42 -1.73 -1.57 -1.5 -1.57 -1.81 -1.83

[-1.24, -1.09] [-1.50, -1.33] [-1.81, -1.64] [-1.65, -1.50] [-1.57, -1.44] [-1.64, -1.50] [-1.88, -1.74] [-1.91, -1.74]
その他 -1.13 -1.3 -1.42 -1.49 -1.43 -1.27 -1.47 -1.34

[-1.20, -1.06] [-1.38, -1.22] [-1.50, -1.35] [-1.55, -1.42] [-1.49, -1.36] [-1.34, -1.21] [-1.54, -1.40] [-1.42, -1.26]
世帯（ref.単身世帯）

世帯主 -0.28 -0.42 -0.47 -0.4 -0.43 -0.6 -0.56 -0.71
[-0.37, -0.20] [-0.51, -0.32] [-0.56, -0.38] [-0.47, -0.33] [-0.50, -0.37] [-0.67, -0.54] [-0.62, -0.49] [-0.79, -0.63]

世帯主の配偶者 1.17 1.09 1.25 1.23 1 0.86 0.97 0.81
[1.09, 1.25] [1.01, 1.18] [1.17, 1.32] [1.17, 1.29] [0.94, 1.06] [0.80, 0.92] [0.91, 1.03] [0.74, 0.88]

その他 0.17 0.1 -0.02 0.21 0.31 0.25 0.5 0.37
[0.10, 0.24] [0.03, 0.18] [-0.08, 0.04] [0.16, 0.26] [0.26, 0.36] [0.20, 0.30] [0.45, 0.55] [0.31, 0.43]

性別（ref.女性）
男性 -1.36 -1.42 -1.48 -1.38 -1.2 -1.11 -0.94 -0.92

[-1.41, -1.30] [-1.47, -1.37] [-1.53, -1.43] [-1.42, -1.33] [-1.23, -1.16] [-1.14, -1.07] [-0.97, -0.90] [-0.96, -0.88]
産業（ref.第1次産業）

第2次産業 -1.07 -1.2 -1.02 -1.3 -0.91 -0.23 -1.02 -0.8
[-1.32, -0.81] [-1.38, -1.01] [-1.21, -0.81] [-1.49, -1.12] [-1.07, -0.74] [-0.37, -0.09] [-1.13, -0.91] [-0.93, -0.66]

第3次産業 -1.27 -1.02 -0.61 -0.71 -0.39 -0.09 -0.56 -0.41
[-1.53, -1.01] [-1.21, -0.84] [-0.81, -0.41] [-0.89, -0.52] [-0.56, -0.23] [-0.23, 0.05] [-0.66, -0.45] [-0.54, -0.28]

Num.Obs. 126949 110713 136197 141893 122779 111722 104772 83587

[]内は95％信頼区間 付
注

付注
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表2．35～54歳を対象としたロジスティック回帰モデルの結果
1982年 1987年 1992年 1997年 2002年 2007年 2012年 2017年

（Intercept） 1.02 1.56 1.08 1.42 1.72 1.27 1.37 0.86
[0.80, 1.24] [1.39, 1.74] [0.92, 1.25] [1.24, 1.59] [1.56, 1.88] [1.12, 1.42] [1.24, 1.50] [0.71, 1.01]

年齢 -0.02 -0.02 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 0 0
[-0.02, -0.01] [-0.02, -0.02] [-0.02, -0.01] [-0.02, -0.02] [-0.01, -0.01] [-0.01, -0.01] [-0.00, 0.00] [0.00, 0.01]

学歴（ref.中学卒業）
高校卒業 -0.41 -0.34 -0.26 -0.32 -0.51 -0.6 -0.77 -0.64

[-0.44, -0.38] [-0.37, -0.31] [-0.29, -0.23] [-0.35, -0.29] [-0.54, -0.47] [-0.65, -0.55] [-0.83, -0.72] [-0.70, -0.58]
大学・大学院卒業 -1.11 -0.89 -0.66 -0.72 -0.93 -1.03 -1.2 -1

[-1.19, -1.02] [-0.95, -0.83] [-0.71, -0.61] [-0.76, -0.67] [-0.98, -0.88] [-1.08, -0.97] [-1.25, -1.15] [-1.06, -0.95]
その他 -1.78 -1.58 -1.35 -1.33 -1.49 -1.6 -1.73 -1.49

[-1.89, -1.68] [-1.66, -1.50] [-1.41, -1.28] [-1.38, -1.27] [-1.55, -1.44] [-1.66, -1.54] [-1.79, -1.68] [-1.55, -1.43]
世帯（ref.単身世帯）

世帯主 -0.18 -0.17 -0.3 -0.21 -0.27 -0.4 -0.43 -0.53
[-0.26, -0.11] [-0.24, -0.10] [-0.36, -0.24] [-0.26, -0.15] [-0.32, -0.22] [-0.45, -0.35] [-0.47, -0.38] [-0.57, -0.48]

世帯主の配偶者 0.59 0.6 0.62 0.68 0.59 0.54 0.67 0.77
[0.52, 0.66] [0.53, 0.67] [0.57, 0.68] [0.63, 0.73] [0.54, 0.64] [0.49, 0.59] [0.63, 0.72] [0.73, 0.82]

その他 -0.23 -0.27 -0.26 -0.15 -0.09 -0.06 0.16 0.22
[-0.31, -0.15] [-0.35, -0.20] [-0.32, -0.19] [-0.21, -0.09] [-0.14, -0.04] [-0.11, -0.01] [0.12, 0.21] [0.17, 0.26]

性別（ref.女性）
男性 -1.71 -2.13 -2.31 -2.51 -2.23 -2.08 -1.94 -1.84

[-1.76, -1.65] [-2.17, -2.08] [-2.35, -2.27] [-2.55, -2.46] [-2.26, -2.19] [-2.12, -2.05] [-1.97, -1.91] [-1.87, -1.81]
産業（ref.第1次産業）

第2次産業 -0.8 -0.98 -0.85 -0.95 -0.93 -0.35 -0.78 -0.66
[-0.98, -0.63] [-1.09, -0.87] [-0.96, -0.74] [-1.07, -0.83] [-1.03, -0.82] [-0.44, -0.25] [-0.86, -0.70] [-0.76, -0.56]

第3次産業 -1 -1.04 -0.7 -0.71 -0.66 -0.13 -0.44 -0.39
[-1.17, -0.83] [-1.15, -0.93] [-0.81, -0.59] [-0.83, -0.59] [-0.77, -0.55] [-0.22, -0.04] [-0.52, -0.35] [-0.48, -0.29]

Num.Obs. 162393 179180 228739 219148 200287 197315 216173 201687

[]内は95％信頼区間
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付注2－3　雇用形態別にみた学び直しの効果

1．概要
社会人の学び直しが賃金に与える影響を評価するために、ＯＦＦ－ＪＴのみを実施、

自己啓発のみを実施そしてＯＦＦ－ＪＴと自己啓発を両方実施した場合に賃金がどのよ
うに変化するのかについて雇用形態別に検証した。

2．データ
2016～21年に実施された、リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」の

個票を用いた。

3．推計方法
調査対象の期間中において、ＯＦＦ－ＪＴのみを行ったサンプル、自己啓発のみを

行ったサンプル、そして両方ともに行ったサンプルそれぞれについて、継続実施年数ご
とのダミー変数を作成して、雇用形態ごとに分析した。具体的な推計式は、

W=α+Xβ+Yδ+μ+ψ+ϵ
とした。ただし、Wは賃金を表し、Xは年齢、年齢の二乗項、現職の勤続年数、12月の
週平均就業時間を含む。また、Yは同年数連続して訓練していない場合に0をとる、各
訓練の継続年数ごとのダミーを指す。μは個人の時間不変な固定効果を、ψは年ごとの
固定効果をそれぞれ表す。

付
注

付注
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4．学び直しの内容別・雇用形態別に行った固定効果モデルの推計結果
ＯＦＦ－ＪＴのみ実施 自己啓発のみ実施 ＯＦＦ－ＪＴと自己啓発を両方実施

正規雇用 非正規雇用 正規雇用 非正規雇用 正規雇用 非正規雇用
訓練継続年数

1年目 0.0026 0.032 0.0033 0.0124 0.026 0.0306
[-0.0109, 0.0162] [0.0034, 0.0607] [-0.0067, 0.0133] [-0.0072, 0.0320] [0.0130, 0.0390] [-0.0034, 0.0646]

2年目 0.0297 0.0738 0.0033 0.0459 0.0567 0.0682
[0.0039, 0.0555] [0.0202, 0.1273] [-0.0124, 0.0190] [0.0152, 0.0766] [0.0391, 0.0743] [0.0206, 0.1157]

3年目 0.0586 0.0743 -0.0029 0.0336 0.0671 0.1387
[0.0224, 0.0949] [-0.0238, 0.1724] [-0.0241, 0.0182] [-0.0094, 0.0766] [0.0463, 0.0879] [0.0806, 0.1968]

4年目 0.0229 0.0103 -0.0166 0.0474 0.0631 0.0735
[-0.0418, 0.0875] [-0.2221, 0.2427] [-0.0554, 0.0222] [-0.0157, 0.1104] [0.0347, 0.0914] [-0.0053, 0.1522]

年齢 0.0924 0.1623 0.08 0.1894 0.1005 0.1792
[0.0538, 0.1309] [0.0841, 0.2406] [0.0447, 0.1153] [0.1209, 0.2580] [0.0633, 0.1378] [0.1042, 0.2543]

年齢（二乗） -0.001 -0.0014 -0.0009 -0.0014 -0.001 -0.0014
[-0.0011, -0.0008] [-0.0016, -0.0013] [-0.0010, -0.0008] [-0.0016, -0.0013] [-0.0011, -0.0009] [-0.0016, -0.0013]

現職の勤続年数 0.0062 0.0063 0.0065 0.0068 0.0062 0.0062
[0.0047, 0.0076] [0.0047, 0.0079] [0.0052, 0.0077] [0.0053, 0.0083] [0.0049, 0.0075] [0.0046, 0.0078]

週平均就業時間 0.0015 0.0114 0.0014 0.012 0.0016 0.0118
[0.0009, 0.0021] [0.0102, 0.0125] [0.0009, 0.0019] [0.0109, 0.0131] [0.0010, 0.0021] [0.0106, 0.0130]

Num.Obs. 71961 50373 82968 57167 81192 51506

※［］内は95％信頼区間
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付注2－4　公的な受益と負担の試算

1．概要
世帯ごとの公的な受益（年金や社会保障給付、医療・介護・教育・保育の現物給付）

と負担（所得税や住民税、社会保険料、消費税）について、総務省「全国消費実態調
査」「全国家計構造調査」の個票を用いて算出する。なお、個票から得られる情報はこ
うした試算を行う上で必ずしも十分ではなく、一定の仮定の下で算出した試算値である
ことから、結果については幅をもってみる必要がある。

2．データ
総務省「全国消費実態調査」、「全国家計構造調査」12、「家計調査」、文部科学省「地方

教育費調査」、「学校基本調査」、「私立学校の財務状況に関する調査報告書」、日本私立
学校振興・共済事業団私学経営情報センター私学情報室「今日の私学財政」、全国保育
団体連合会「保育白書」

3．推計方法
・年金

「全国家計構造調査」における「公的年金・恩給」を用いた。
・年金以外の現金給付等

1994年については、「全国消費実態調査」における「その他の年間収入」、2019年
については、「全国家計構造調査」における「社会保障給付金」及び「その他の年
間収入」の和を用いた。なお、この中には、生活保護、児童手当、育児休業給付、
失業給付、教育訓練給付等が含まれる。

・所得税・住民税
「全国家計構造調査」における世帯員の収入や世帯構成等に基づいて課税額を算出。

・年金保険料
「全国家計構造調査」における世帯員の年齢や就業形態等に基づき、各世帯員の

加入する年金制度を判定して算出。
・健康保険料

「全国家計構造調査」における世帯員の年齢や就業形態等に基づき、各世帯員の
加入する健康保険制度を判定して算出。なお、介護保険料は健康保険料に含まれる。

（12）	「全国消費実態調査」は2019年調査より「全国家計構造調査」に名称が変更されているため、1994年の結
果については「全国消費実態調査」、2019年の結果については「全国家計構造調査」を用いているが、以下では
両調査をまとめて「全国家計構造調査」と表記する。

注

付
注

付注
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・医療サービス
「全国家計構造調査」における医療費支出額と、各世帯員の加入する健康保険制

度（健康保険料の試算に際して判定）ごとに決まる自己負担率に基づいて算出。
・介護サービス

「全国家計構造調査」における介護サービス支出額と自己負担率に基づいて算出。
・教育サービス

「全国家計構造調査」における世帯員の在学状況と、在学者一人当たりの教育
サービス額に基づいて算出。在学者一人当たりの教育サービス額は、1994年につい
ては、「地方教育費調査」、「私立学校の財務状況に関する調査報告書」、「学校基本
調査」、2019年については、「地方教育費調査」、「今日の私学財政」、「学校基本調
査」に基づき、学校の消費的支出から授業料等による収入を差し引いて求めた。

・保育サービス
「全国家計構造調査」における世帯員の保育所入所者数と、入所者一人当たりの

保育サービス額に基づいて算出。入所者一人当たりの保育サービス額は、「保育白
書」に掲載されている保育単価から収入等によって決まる自己負担額を控除して求
めた。

・消費税
「全国家計構造調査」における調査対象月の消費額に基づいて算出。なお、調査

対象月の消費額を年間の消費額に換算する際には「家計調査」を用いた。
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付注3－1　IT資本比率が労働生産性に及ぼす効果の推計

1．概要
企業のIT化が労働生産性に与える影響について、企業の財務情報を活用して期間別

に推計した。

2．データ
経済産業省「企業活動基本調査」の調査票情報（2006～19年度）

3．推計方法
IT資本（ソフトウェア）、非IT資本、労働を生産要素とする以下のようなコブ・ダグ

ラス型の生産関数を考える。

Yt = AtKα
s,tKβ

o,tLγ
t

Ytは産出量（付加価値）、AtはTFP、Ks,tはIT資本（ソフトウェア）、Ko,tは非IT資本、
Ltは労働人口である。両辺をLtで割ると、

Yt

Lt
 = AtKα

s,tKβ
o,tLγ

t
-1

となる。生産関数が一次同次（規模に関して収穫一定）、すなわちα+β+γ=1である
とすると、β=1－α－γより、

Yt

Lt
 = AtKα

s,tKo,t
1-α-γLγ

t
-1

= At Kα
s,tK-α

o,tKo,t
1-γLt

γ-1

= At （Ks,t

Ko,t）
α

（Ko,t

Lt ）
1-γ

となり、両辺について対数をとると以下の関数を得る。

ln（Yt

Lt ）= ln（At）+αln（Ks,t

Ko,t）+（1-γ）ln（Ko,t

Lt ）
Yt

Lt
 は労働生産性、

Ks,t

Ko,t
 はIT資本比率、

Ko,t

Lt
 は非IT資本装備率である。

本稿では、IT資本比率が労働生産性に与える影響の変化をみるため、上記式に基づ
き、2期間（2006～2012年度と2013～2019年度）に分けた推計を行った。実際の推計式
は、産業×年ダミーλj,tと企業固定効果ηiを考慮した以下のモデルである。

ln（Yi,t

Li,t ） = const + αln（ Ks,i,t

Ko,i,t ） + （1－γ）ln（Ko,i,t

Li,t ） + λj,t + ηi + εi,t

付
注
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付注3－1　表1　推計に用いた変数

変数 算出式
労働生産性 （営業利益＋賃借料＋給与総額＋減価償却費＋租税公課）÷従業者数合計
IT資本比率 ソフトウェアストック÷（固定資産－ソフトウェア）
非IT資本装備率 （固定資産－ソフトウェア）÷従業者数合計

付注3－1　表2　推計結果

説明変数 2006～2012年度 2013～2019年度
IT資本比率 0.0155*** （0.0018） 0.0168*** （0.0014）
非IT資本装備率 0.2121*** （0.0120） 0.1577*** （0.0088）
Observations 117,902 134,507
Within R² 0.04095 0.03386

（備考）1．経済産業省「企業活動基本調査」により作成。
　　　 2．被説明変数は労働生産性（対数値）。
　　　 3．説明変数は対数値。
　　　 4．***は1％水準で有意であることを示す。
　　　 5．括弧内の数値はクラスター頑健標準誤差を表す。
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付注3－2　環境政策がGDP・貿易収支に及ぼす効果の推計

1．概要
環境政策がGDPと貿易収支に与える影響について、各国のパネルデータをもとに固

定効果モデルによって推計した。

2．データ
OECD Stat.の国際パネルデータ（1990～2020年。環境政策指数は1990～2015年。）

3．推計方法
（1）環境政策が実質GDPに与える影響の推計

環境政策がエネルギーの対外依存度が高い国の実質GDPに与える影響について検証
するため、固定効果モデルによる推計を行った。エネルギー輸入国は、環境政策指数が
取得可能なOECD加盟国のうち、「エネルギー輸入量/エネルギー消費量」の割合が1990
年から2015年までの平均でみて50％を超える国をとして定義した。推計式は以下のとお
りである。

Δln（Yi,t

Li,t ） = Δln（Ki,t

Li,t ）+ Δenvi,t + λj,t + ηi

Yi,t

Li,t
 は一人あたり実質GDP、

Ki,t

Li,t
 は一人あたり実質資本ストック、Δenvi,t は環境政策

指数、λj,t 年ダミー、ηi は固定効果である。

（2）環境政策が貿易収支に与える影響の推計
環境政策がエネルギーの対外依存度が高い国の貿易収支に与える影響について検証す

るため、固定効果モデルによる推計を行った。推計式は以下のとおり。

ΔNXi,t = Δln（Yi,t） + Δtermsi,t + Δenvi,t + λj,t + ηi

NXi,t は貿易収支、Yi,t 名目GDP、termsi,t は交易条件、envi,t は環境政策指数、λj,t 年ダ
ミー、ηi は固定効果である。

付
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付注3－2　表1　推計に用いた変数

変数 算出式

一人当たり実質GDP 実質GDP／就業者数
※実質GDPはドルベース

一人当たり名目GDP 名目GDP／就業者数
※名目GDPはドルベース

一人当たり実質資本ストック 実質固定資本ストック／就業者数
※実質固定資本ストックは、住居除く純固定資本ストック

交易条件 OECDの交易条件指数を使用

付注3－2　表2　推計結果
（1）各環境政策手段が実質GDPに与える影響の推計
・環境税

被説明変数
t期の一人当たり実質GDP成長率

説
明
変
数

t期の一人当たり 
実質資本ストック成長率

0.9646***
（0.0351）

0.9528***
（0.0334）

0.9466***
（0.0323）

0.6958***
（0.1489）

0.6989***
（0.1458）

0.6949***
（0.1457）

t期の環境税指数の前年差 -0.0026
（0.0062） ― ― ― ― ―

t-1期の環境税指数の年差 ― -0.0062
（0.0067） ― ― ― ―

t-2期の環境税指数の年差 ― ― -0.0055
（0.0064） ― ― ―

t-3期の環境税指数の年差 ― ― ― -0.0043
（0.0069） ― ―

t-4期の環境税指数の年差 ― ― ― ― 0.0034
（0.0079） ―

t-5期の環境税指数の年差 ― ― ― ― ― -0.0015
（0.0078）

Observations 211 222 233 244 255 260
Within R2 0.84633 0.84731 0.84125 0.70857 0.70972 0.70474
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・排出量取引制度

被説明変数
t期の一人当たり実質GDP成長率

説
明
変
数

t期の一人当たり 
実質資本ストック成長率

0.9631***
（0.0348）

0.9526***
（0.0328）

0.9472***
（0.0329）

0.6972***
（0.1473）

0.7009***
（0.1445）

0.6997***
（0.1444）

t期の排出量取引制度指数の前年差 0.0015
（0.0034） ― ― ― ― ―

t-1期の排出量取引制度指数の前年差 ― -0.0020
（0.0033） ― ― ― ―

t-2期の排出量取引制度指数の前年差 ― ― -0.0004
（0.0039） ― ― ―

t-3期の排出量取引制度指数の前年差 ― ― ― 0.0034
（0.0066） ― ―

t-4期の排出量取引制度指数の前年差 ― ― ― ― -0.0064
（0.0058） ―

t-5期の排出量取引制度指数の前年差 ― ― ― ― ― -0.0057
（0.0077）

Observations 212 224 236 248 260 269
Within R2 0.84748 0.85107 0.84604 0.7141 0.71481 0.70446

・固定価格買取制度

被説明変数
t期の一人当たり実質GDP成長率

説
明
変
数

t期の一人当たり 
実質資本ストック成長率

0.9646***
（0.0328）

0.9549***
（0.0328）

0.9479***
（0.0318）

0.6988***
（0.1475）

0.7029***
（0.1461）

0.6973***
（0.1443）

t期の固定価格買取制度指数の 
前年差

-0.0006
（0.0018） ― ― ― ― ―

t-1期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― -0.0005

（0.0014） ― ― ― ―

t-2期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― 0.0003

（0.0012） ― ― ―

t-3期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― -0.0007

（0.0023） ― ―

t-4期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― ― -0.0004

（0.0022） ―

t-5期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― ― ― 0.0002

（0.0016）
Observations 216 228 240 252 264 273

Within R2 0.84781 0.84851 0.84303 0.71103 0.70979 0.70304
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・排出量基準

被説明変数
t期の一人当たり実質GDP成長率

説
明
変
数

t期の一人当たり 
実質資本ストック成長率

0.9627***
（0.0337）

0.9544***
（0.0327）

0.9485***
（0.0317）

0.6990***
（0.1479）

0.7025***
（0.1456）

0.6973***
（0.1442）

t期の排出量基準指数の前年差 -0.0002
（0.0023） ― ― ― ― ―

t-1期の排出量基準指数の前年差 ― 0.0003
（0.0022） ― ― ― ―

t-2期の排出量基準指数の前年差 ― ― -0.0017
（0.0027） ― ― ―

t-3期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― 0.0002
（0.0022） ― ―

t-4期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― ― -0.0003
（0.0027） ―

t-5期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― ― ― 0.0034
（0.0037）

Observations 216 228 240 252 264 273
Within R2 0.84769 0.84842 0.84327 0.71084 0.70973 0.70419

・R＆D補助金

被説明変数
t期の一人当たり実質GDP成長率

説
明
変
数

t期の一人当たり 
実質資本ストック成長率

0.9634***
（0.0337）

0.9522***
（0.0321）

0.9445***
（0.0331）

0.6993***
（0.1470）

0.7020***
（0.1456）

0.6979***
（0.1449）

t期のR&D補助金指数の前年差 -0.0008
（0.0021） ― ― ― ― ―

t-1期のR&D補助金指数の前年差 ― 0.0040*
（0.0022） ― ― ― ―

t-2期のR&D補助金指数の前年差 ― ― -0.0012
（0.0020） ― ― ―

t-3期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― 0.0003
（0.0033） ― ―

t-4期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― ― 0.0014
（0.0027） ―

t-5期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― ― ― -0.0016
（0.0026）

Observations 216 228 240 252 264 273
Within R2 0.8478 0.85121 0.84321 0.71085 0.71002 0.70343
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（2）環境政策が貿易収支に与える影響の推計
・環境税

被説明変数
t期の貿易収支

説
明
変
数

t期の交易条件 231.5
（213.8）

219.7
（219.0）

210.4
（219.4）

185.7
（230.5）

227.7
（247.8）

238.6
（262.8）

t期の名目GDP成長率 -35,163.2**
（16,607.2）

-29,534.3*
（17,521.1）

-27,950.7
（17,651.5）

-18,742.4
（20,292.2）

-16,161.8
（22,575.6）

-14,945.0
（22,159.7）

t期の環境税指数の前年差 -3,619.0
（4,609.1） ― ― ― ― ―

t-1期の環境税指数の前年差 ― -13.85
（4,618.9） ― ― ― ―

t-2期の環境税指数の前年差 ― ― 1,590.6
（3,572.2） ― ― ―

t-3期の環境税指数の前年差 ― ― ― 5,970.9*
（3,418.0） ― ―

t-4期の環境税指数の前年差 ― ― ― ― 825.5
（3,812.0） ―

t-5期の環境税指数の前年差 ― ― ― ― ― 4,424.5
（4,076.1）

Observations 268 280 291 302 312 322
Within R2 0.03523 0.02362 0.02142 0.01749 0.01128 0.01332

・排出量取引制度

被説明変数
t期の貿易収支

説
明
変
数

t期の交易条件 239.5
（214.1）

210.0
（217.1）

209.7
（217.7）

164.5
（217.4）

217.0
（241.7）

228.8
（259.4）

t期の名目GDP成長率 -35,990.1**
（16,506.9）

-31,038.8*
（17,011.5）

-29,902.4*
（17,498.8）

-27,072.3
（19,721.0）

-17,885.0
（22,715.5）

-16,431.8
（22,358.0）

t期の排出権取引制度指数の前年差 2,756.9
（2,459.2） ― ― ― ― ―

t-1期の排出権取引制度指数の前年差 ― -2,059.7
（2,446.3） ― ― ― ―

t-2期の排出権取引制度指数の前年差 ― ― 2,282.8
（3,132.8） ― ― ―

t-3期の排出権取引制度指数の前年差 ― ― ― 8,209.7**
（3,570.4） ― ―

t-4期の排出権取引制度指数の前年差 ― ― ― ― -5,794.1
（4,083.1） ―

t-5期の排出権取引制度指数の前年差 ― ― ― ― ― -3,014.3
（3,377.5）

Observations 274 287 299 311 322 333
Within R2 0.03847 0.02668 0.02504 0.04854 0.02899 0.0148
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・固定価格買取制度

被説明変数
t期の貿易収支

説
明
変
数

t期の交易条件 229.8
（211.7）

203.4
（210.4）

208.6
（220.3）

186.1
（227.0）

223.4
（246.1）

230.4
（262.8）

t期の名目GDP成長率 -36,517.2**
（16,570.0）

-30,118.4*
（17,135.2）

-28,901.7*
（17,446.5）

-19,458.5
（19,849.7）

-16,327.5
（22,183.1）

-14,671.0
（22,123.3）

t期の固定価格買取制度指数の 
前年差

-931.7
（954.3） ― ― ― ― ―

t-1期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― -1,517.2

（1,072.3） ― ― ― ―

t-2期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― 165.3

（841.5） ― ― ―

t-3期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― 296.7

（1,278.3） ― ―

t-4期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― ― 172.8

（1,106.9） ―

t-5期の固定価格買取制度指数の 
前年差 ― ― ― ― ― -202.5

（981.0）
Observations 278 291 303 315 326 337

Within R2 0.03666 0.03218 0.0216 0.01202 0.01097 0.01016

・排出量基準

被説明変数
t期の貿易収支

説
明
変
数

t期の交易条件 234.5
（213.1）

216.6
（216.8）

209.1
（216.0）

190.2
（231.3）

221.8
（246.7）

201.3
（262.1）

t期の名目GDP成長率 -36,288.1**
（16,484.1）

-29,771.4*
（17,460.5）

-28,858.7
（17,485.1）

-20,133.7
（19,663.6）

-16,181.3
（22,322.4）

-15,169.8
（22,312.0）

t期の排出量基準指数の前年差 -409.5
（1,929.1） ― ― ― ― ―

t-1期の排出量基準指数の前年差 ― -170.2
（1,437.0） ― ― ― ―

t-2期の排出量基準指数の前年差 ― ― -1,012.4
（2,172.3） ― ― ―

t-3期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― -2,365.0
（1,693.9） ― ―

t-4期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― ― -245.2
（2,230.4） ―

t-5期の排出量基準指数の前年差 ― ― ― ― ― 5,992.6**
（2,820.9）

Observations 278 291 303 315 326 337
Within R2 0.03372 0.02394 0.02223 0.01538 0.01091 0.03323
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・R＆D補助金

被説明変数
t期の貿易収支

説
明
変
数

t期の交易条件 215.7
（199.5）

200.6
（213.7）

190.4
（219.5）

184.5
（236.4）

242.0
（234.7）

244.7
（260.0）

t期の名目GDP成長率 -36,870.0**
（16,366.2）

-28,318.0
（17,304.5）

-30,874.2*
（16,563.5）

-19,647.3
（19,825.1）

-15,938.6
（22,226.9）

-15,828.4
（21,601.5）

t期のR&D補助金指数の前年差 -3,957.7
（4,006.2） ― ― ― ― ―

t-1期のR&D補助金指数の前年差 ― -2,686.9
（2,117.6） ― ― ― ―

t-2期のR&D補助金指数の前年差 ― ― -2,813.9
（2,067.8） ― ― ―

t-3期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― 290.2
（1,757.7） ― ―

t-4期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― ― 3,339.8
（3,477.2） ―

t-5期のR&D補助金指数の前年差 ― ― ― ― ― 3,351.7
（2,422.6）

Observations 278 291 303 315 326 337
Within R2 0.05036 0.03148 0.02975 0.01181 0.02154 0.0209

（備考）1．OECD.Stat、世界銀行により作成。
2．***、**、*はそれぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示す。
3．推計期間は1990年から2020年。括弧内の数字はクラスター頑健性標準誤差。

付注3－2　表3　推計対象国

推計 対象国
（1）�各環境政策手段が実質GDPに与える 

影響の推計 オーストリア、ベルギー、フィンランド、ドイツ、ギリシア、 
ハンガリー、アイルランド、イタリア、日本、韓国、ポルトガル、
スロバキア、スロベニア、スペイン、スイス、トルコ（2）�環境政策が貿易収支に与える 

影響の推計

付
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付注3－3　デジタル投資の量と質に教育訓練投資が及ぼす効果の推計

1．概要
IT投資（ソフトウェア投資）の「量」及び「質」と教育訓練投資との関係について

分析を行った。定式化の背景など詳しい内容については鈴木・久保（2022）を参照。

2．データ
経済産業省「企業活動基本調査」の調査票情報（2013～2019年度）

3．推計方法
（1）IT投資の量と教育訓練投資の関係

無形資産投資のキャッシュフロー感応度を推計した森川（2015）の定式化を参考に、
説明変数の中に教育訓練ストックを組み込んだソフトウェア投資関数を推計した。推計
式は以下の通りである。

Ii,t

Ki,t-1
 = α + β1 

CFi,t

Ki,t-1
 + β2∆Si,t + β3 

Trainingi,t

Ki,t-1
 + λj,t + ηi + εi,t

ただし、Ii,t はソフトウェア投資、Ki,t-1 は期首（前期末）の総固定資産、CFi,t はキャッ
シュフロー、∆Si,t は売上高伸び率（2年平均）、Trainingi,t は教育訓練ストック、λj,t は
産業×年次ダミー、ηi は企業固定効果である。

（2）IT投資の質と教育訓練投資の関係
企業の無形資産投資が労働生産性に与える効果を検証した森川（2018）の定式化を参

考に、企業の教育訓練投資の積極度に応じて、ソフトウェア投資が労働生産性を押し上
げる効果が異なるのかを推計した。先行研究にはない新たな試みとして、教育訓練投資
の積極度に応じて、企業を3グループに分ける（上位グループ、中位グループ、下位グ
ループ）。そして、このダミー変数とソフトウェアストック額の交差項の係数を推計す
ることで、3グループの間で、ソフトウェア投資が労働生産性に及ぼす効果が異なるの
かを計測する。実際に推計する式は以下の通りである。

ln（LPi,t） �= �α + βln（Trainingi,t） + γ1Dum1i×ln（Softwarei,t） +  
γ2Dum2i×ln（Softwarei,t） + γ3 Dum3i×ln（Softwarei,t） +  
δln（Tangiblei,t） + θln（RDi,t） + μln（Advi,t） + ρParti,t +λj,t + ηi + εi,t

ただし、LPi,t は労働生産性、Trainingi,t は従業者一人当たり教育訓練ストック、
Dum1i～Dum3i はそれぞれ上位～下位グループに属する場合に1をとるダミー変数、
Softwarei,t は従業者一人当たりソフトウェアストック、Trainingi,t は従業者一人当たり
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有形固定資産ストック、RDi,t は従業者一人当たり研究開発ストック、Advi,t は従業者一
人当たり広告宣伝ストック、Parti,tはパート比率、λj,t は産業×年ダミー、ηiは企業固定
効果である。なお、ソフトウェア以外の有形・無形固定資産ストックは資本装備率、
パート比率は労働者の労働時間と質の違いによる影響をそれぞれコントロールするため
の変数である。

次に、上位～下位グループの具体的な分類方法を説明する。今回は、2013年度から
2019年度にかけての従業者一人当たり教育訓練ストックの伸び率によって、企業を3グ
ループに分ける方法を採用した。具体的には、2013年度から2019年度にかけての従業者
一人当たり教育訓練ストックの伸び率が66パーセンタイル超の企業を「上位グループ

（年平均増加率の中央値：＋18.2％）」、33パーセンタイル超～66パーセンタイル以下の
企業を「中位グループ（同：＋2.4％）」、33パーセンタイル以下の企業を「下位グルー
プ（同：▲12.4％）」に分類した。

付注3－3　表1　推計に用いた変数

変数 算出式
ソフトウェア投資 当期のソフトウェアストック－前期のソフトウェアストック
キャッシュフロー 当期純利益＋減価償却費
総固定資産 有形固定資産＋無形固定資産
労働生産性 （営業利益＋賃借料＋給与総額＋減価償却費＋租税公課）÷従業者数合計
従業者一人当たり
賃金 給与総額÷従業者数合計

従業者一人当たり
教育訓練ストック

恒久棚卸法により作成した能力開発費のストック系列（5年間の累積値。減耗率は森川
（2018）にならい40％とした）÷従業者数合計

従業者一人当たり
ソフトウェアストック ソフトウェアストック÷従業者数合計

従業者一人当たり
有形固定資産ストック 有形固定資産ストック÷従業者数合計

従業者一人当たり
研究開発ストック

恒久棚卸法により作成した自社研究開発費のストック系列（5年間の累積値。減耗率は森
川（2018）にならい20％とした）÷従業者数合計

従業者一人当たり
広告宣伝ストック

恒久棚卸法により作成した広告宣伝費のストック系列（5年間の累積値。減耗率は森川
（2018）にならい60％とした）÷従業者数合計

パート比率 正社員正職員以外従業者数÷従業者数合計

付
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付注3－3　表2　推計結果（IT投資の量と教育訓練投資の関係）

説明変数
キャッシュフロー 0.016***（0.002）
売上高増加率（2年平均） -0.0001（0.003）
教育訓練ストック 0.059***（0.020）
観測数 124,692
Within R² 0.011

（備考）1．被説明変数はソフトウェア投資（期首の総固定資産比）。
2．キャッシュフロー、教育訓練ストックは期首の総固定資産比。
3．�*は10％水準、**は5％水準、***は1％水準で有意であることを

示す。
4．括弧内の数値はクラスター頑健標準誤差を表す。

付注3－3　表3　推計結果（IT投資の質と教育訓練投資の関係）

説明変数
教育訓練ストック 0.0112***（0.0040）
ソフトウェアストック×上位グループダミー 0.0201***（0.0070）
ソフトウェアストック×中位グループダミー 0.0037（0.0052）
ソフトウェアストック×下位グループダミー 0.0083（0.0052）
有形固定資産ストック 0.0949***（0.0131）
研究開発ストック 0.0064（0.0050）
広告宣伝ストック 0.0197***（0.0046）
パート比率 -0.1023**（0.0456）
観測数 15,949
Within R² 0.02105

（備考）1．被説明変数は労働生産性（対数値）。
2．�パート比率以外の説明変数は全て従業者一人当たり（対数値）。
3．�教育訓練投資の積極度による企業のグループ分けは、データ

開始期（2013年度）からデータ終期（2019年度）にかけての
教育訓練ストックの伸び率により3分割した。「上位グループ」
の教育訓練ストックの伸び率の中央値は年率＋18.2％、「中位
グループ」は同＋2.4％、「下位グループ」は同▲12.4％。

4．�*は10％水準、**は5％水準、***は1％水準で有意であることを
示す。

5．括弧内の数値はクラスター頑健標準誤差を表す。
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付注3－4　ロジットモデルによる脱炭素方針策定の決定要因の推計

1．概要
ロジットモデルの推計により、従業員への教育研修やIT資本蓄積が脱炭素化対応に

与える影響ついて分析を行った。

2．データ
内閣府「カーボン・ニュートラルが企業活動に及ぼす影響について」の調査票情報

（2021年度）及び各回答企業に紐づいた財務情報（帝国データバンク集計、2020年度）。
本アンケート調査の概要については鈴木ほか（2022a）を参照。

3．推計方法
脱炭素化対応の有無（脱炭素化対応を実施している場合に1、実施していない場合に0

をとるダミー変数）を被説明変数、企業の一人当たり教育研修費、一人当たりソフト
ウェアストック（いずれも対数値）、その他属性（規模、株式公開の有無、業種、業績

（利益率））を説明変数とするロジットモデルを推定し、同モデルから得られる限界効果
を推計した。

付注3－4　表1　推計に用いた変数

変数 内容（算出式）
一人当たり教育研修費 教育研修費÷従業員数
一人当たりソフトウェアストック ソフトウェア÷従業員数
企業規模ダミー 資本金が1億円以上の場合に1をとるダミー変数
上場ダミー 株式公開を行っている場合に1をとるダミー変数
業種ダミー 製造業の場合に1をとるダミー変数
売上高営業利益率 営業利益÷営業収益
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付注3－4　表2　推計結果（表のタイトルとなっている対応への有無が被説明変数）
「事業に影響を与える気候変動リスク・機会を把握している」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -2.708 ***

（0.475）
一人当たりソフトウェアストック（対数値） 0.105 0.000

（0.099） （0.000）
一人当たり教育研修費（対数値） 0.124 0.004

（0.101） （0.002）
企業規模ダミー 0.244 0.027

（0.393） （0.043）
上場ダミー 1.202 0.131

（1.502） （0.163）
業種ダミー -0.283 -0.031

（0.469） （0.051）
売上高営業利益率 1.418 0.155

（2.697） （0.294）
サンプルサイズ 360

「TCFD提言に沿ったシナリオ分析、情報開示を行っている」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -5.817 ***

（1.316）
一人当たりソフトウェアストック（対数値） 0.117 0.000

（0.226） （0.000）
一人当たり教育研修費（対数値） 0.475 * 0.001

（0.281） （0.000）
企業規模ダミー 0.276 0.006

（0.889） （0.018）
上場ダミー 3.308 * 0.066

（1.843） （0.039）
業種ダミー 0.062 0.001

（1.115） （0.022）
売上高営業利益率 -3.047 -0.060

（4.758） （0.096）
サンプルサイズ 360
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「自社の排出量を算定している」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -3.185 ***

（0.477）
一人当たりソフトウェアストック（対数値） 0.223 ** 0.001

（0.095） （0.000）
一人当たり教育研修費（対数値） 0.100 0.004

（0.091） （0.003）
企業規模ダミー 0.409 0.051

（0.354） （0.044）
上場ダミー 0.737 0.091

（1.538） （0.190）
業種ダミー 1.048 *** 0.130

（0.347） （0.042）
売上高営業利益率 1.043 0.129

（2.440） （0.302）
サンプルサイズ 360

「排出削減目標を設定している」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -3.097 ***

（0.500）
一人当たりソフトウェア§ストック（対数値） 0.176 * 0.001

（0.102） （0.000）
一人当たり教育研修費§（対数値） 0.037 0.001

（0.096） （0.003）
企業規模ダミー 0.739 ** 0.077

（0.373） （0.039）
上場ダミー 1.026 0.106

（1.521） （0.157）
業種ダミー 0.998 *** 0.103

（0.373） （0.039）
売上高営業利益率 -1.535 -0.159

（2.437） （0.252）
サンプルサイズ 360
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「排出削減計画（ロードマップ）を策定している」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -4.235 ***

（0.707）
一人当たりソフトウェア§ストック（対数値） 0.203 0.000

（0.134） （0.000）
一人当たり教育研修費§（対数値） 0.174 0.003

（0.138） （0.001）
企業規模ダミー 0.508 0.030

（0.494） （0.030）
上場ダミー 1.751 0.104

（1.609） （0.095）
業種ダミー 0.956 * 0.057

（0.496） （0.030）
売上高営業利益率 -1.532 -0.091

（3.265） （0.194）
サンプルサイズ 360

「排出削減計画を実行している」

ロジットモデル 限界効果
定数項 -3.335 ***

（0.547）
一人当たりソフトウェア
ストック（対数値）

0.228 ** 0.001
（0.112） （0.000）

一人当たり教育研修費
（対数値）

-0.002 0.000
（0.104） （0.004）

企業規模ダミー 0.335 0.029
（0.429） （0.037）

上場ダミー 1.437 0.124
（1.555） （0.134）

業種ダミー 0.914 ** 0.079
（0.406） （0.036）

売上高営業利益率 -2.004 -0.173
（2.597） （0.224）

サンプルサイズ 360

（備考）1．*は10％水準、**は5％水準、***は1％水準で有意であることを示す。
2．括弧内の数値は標準誤差を表す。
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付注3－5　IT資本とエネルギー消費量の関係について

1．概要
ここでは、産業別パネルデータを構築し、IT資本の蓄積とエネルギー消費の関係を

確認する。

2．データ
内閣府「国民経済計算」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、日本銀行「企業

物価指数」

3．推計方法
（1）推計式

・一国全体のマクロデータによる推計
Et = β0 + β1Yt + β2Pt + β3ITt + β4nonITt + εt

ここで、Et はエネルギー消費量、Yt は生産水準、Pt はエネルギー相対価格、ITt は
IT資本の賦存量、nonITt は非IT資本の賦存量。これらの変数はすべて対数をとった。
εtは誤差項。

ただし、国民経済計算の経済活動別分類における「公務」は除いて推計を行った。
・産業別パネルデータによる推計

Ei,t = β1Yi,t + β2Pi,t + β3ITi,t + β4nonITi,t + ui + εi,t

表記は一国全体のマクロデータによる推計に倣った。ui は産業の固定効果。また、
頑健性を確認する観点から、各年度の固定効果を加えた推計も行った。

なお、産業は国民経済計算の経済活動別分類の中分類に依った。ただし、「公務」
は除いて推計を行った。

（2）変数の定義と使用データ等
・エネルギー消費量

「総合エネルギー統計」における企業・事業所他による最終消費量。
・生産水準

「国民経済計算」における実質国内総生産。ただし、経済活動別の生産水準につい
ては年度単位の計数が公表されていないため、吉田（2022）において示された四半期
別の計数を利用して年度の計数を作成した。

・エネルギー相対価格
「企業物価指数」における電力の価格を、「国民経済計算」における経済活動別の

GDPデフレーターで除した。
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・IT資本
「国民経済計算」の「固定資本ストックマトリックス（実質：連鎖方式）」におけ

る、情報通信機器及びコンピュータソフトウェアの計数。なお、年度単位での計数が
公表されていないため、暦年末の計数を利用した13。

・非IT資本
「国民経済計算」の「固定資本ストックマトリックス（実質：連鎖方式）」におけ

る、固定資産合計から住宅及びIT資本を除いた。なお、年度単位での計数が公表さ
れていないため、暦年末の計数を利用した。

（3）推計期間
1994～2020年度

4．推計結果

変数
（1）
一国

マクロ

（2）
全産業
パネル

（3）
製造業
パネル

（4）
非製造業
パネル

（5）
全産業
パネル

（6）
製造業
パネル

（7）
非製造業
パネル

Yt
0.832*

（0.462）
0.531***

（0.154）
0.500***

（0.125）
0.549*

（0.280）
0.546***

（0.157）
0.486**

（0.169）
0.527

（0.299）

ITt
-0.306***

（0.103）
-0.073

（0.082）
-0.174**

（0.065）
0.009

（0.131）
-0.123

（0.138）
-0.249

（0.158）
-0.028

（0.165）

nonITt
0.847

（0.496）
0.231

（0.227）
0.342

（0.227）
0.116

（0.372）
0.221

（0.246）
0.339

（0.317）
0.124

（0.366）

Pt
-0.473***

（0.163）
-0.398***

（0.115）
-0.402***

（0.117）
-0.243

（0.224）
-0.416***

（0.140）
-0.386**

（0.143）
-0.172

（0.265）

定数項 -8.090
（6.253） ― ― ― ― ― ―

産業
固定効果 ― Yes Yes Yes Yes Yes Yes

時間
固定効果 ― No No No Yes Yes Yes

期間 1994～2020年度

※***、**、*は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示す。
括弧内は（1）についてはラグ1期を仮定したNewey West standard error、（2）～（7）はcluster 
robust standard error。

なお、第2－3－5図においては（1）（3）（4）を図示している。

（13）　頑健性を確認するため、例えば前年の暦年末の計数を利用して推計を行ったが結果は大きく変わらなかった。注
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付注3－6　居住地の差が電子商取引利用率に及ぼす効果の推計

1．概要
電子商取引利用の有無を被説明変数、世帯の属性（世帯主の年齢、世帯年収、共働き

の有無等）を説明変数とするプロビットモデルを推定し、同モデルから得られる各変数
の限界効果を推計。

2．データ
総務省「家計消費状況調査」の個票データにより作成。推計対象期間は、2018年1月

から2019年12月。

3．推計方法
電子商取引利用の有無（電子商取引利用世帯を1、非利用世帯を0とするダミー変数）

を被説明変数、以下の世帯属性を説明変数とするプロビットモデルを推定した。

（推計に用いた説明変数）

変数 説明

世帯主年齢ダミー

世帯主の年齢。
以下の年齢区分に従うダミー変数。
　世帯主の年齢15歳以上40歳未満
　同40歳以上60歳未満
　同60歳以上

世帯収入ダミー

世帯全体の年間収入。
以下の年収区分に従うダミー変数。
　世帯年収200万円未満
　同200万円以上400万円未満
　同400万円以上600万円未満
　同600万円以上800万円未満
　同800万円以上1,000万円未満
　同1,000万円以上

共働きダミー 世帯主の配偶者が就業か非就業かのダミー変数。

都市ダミー

世帯が居住する都市。
以下の区分に従うダミー変数。
　大都市（政令指定都市及び東京都区部）
　中都市（大都市を除く人口15万人以上の市）
　小都市A（人口5万人以上、15万人未満の市）
　小都市B（人口5万人未満の市及び町村）

都道府県ダミー 世帯が居住する都道府県。
都道府県ごとのダミー変数。

調査年月ダミー 2018年1月を基準に2019年12月までのダミー変数を指定。
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4．推計結果
プロビットモデル プロビットモデルの限界効果

年齢
40歳以上60歳未満 -0.304*** （0.0192） -0.110*** （0.00668）
60歳以上 -0.917*** （0.0197） -0.327*** （0.00682）

世帯年収
200万円以上400万円未満 0.343*** （0.0454） 0.0961*** （0.0114）
400万円以上600万円未満 0.726*** （0.0444） 0.225*** （0.0112）
600万円以上800万円未満 0.946*** （0.0402） 0.305*** （0.00961）
800万以上1,000万円未満 1.070*** （0.0485） 0.351*** （0.0135）
1,000万円以上 1.091*** （0.0526） 0.359*** （0.0141）

共働き 0.0960*** （0.0181） 0.0312*** （0.00590）
居住都市規模

中都市（大都市を除く人口15人以上の市） -0.0417* （0.0252） -0.0137* （0.00830）
小都市A（人口5万～15万未満の市） -0.106*** （0.0193） -0.0348*** （0.00630）
小都市B（人口5万未満の市及び町村） -0.183*** （0.0140） -0.0597*** （0.00469）

居住都道府県
北海道 -0.246*** （0.0206） -0.0816*** （0.00694）
青森県 -0.272*** （0.0932） -0.0901*** （0.0305）
岩手県 -0.221*** （0.0746） -0.0736*** （0.0246）
宮城県 -0.351*** （0.0271） -0.116*** （0.00857）
秋田県 -0.287*** （0.0518） -0.0949*** （0.0169）
山形県 -0.269*** （0.0595） -0.0892*** （0.0195）
福島県 -0.376*** （0.0483） -0.123*** （0.0157）
茨城県 -0.285*** （0.0661） -0.0944*** （0.0214）
栃木県 -0.245*** （0.0376） -0.0813*** （0.0124）
群馬県 -0.296*** （0.0694） -0.0980*** （0.0226）
埼玉県 -0.115*** （0.0440） -0.0384*** （0.0147）
千葉県 -0.173*** （0.0289） -0.0579*** （0.00965）
神奈川県 -0.000199 （0.0240） -6.70e-05 （0.00808）
新潟県 -0.303*** （0.0530） -0.100*** （0.0174）
富山県 -0.352*** （0.0868） -0.116*** （0.0278）
石川県 -0.380*** （0.0636） -0.125*** （0.0203）
福井県 -0.200*** （0.0523） -0.0667*** （0.0173）
山梨県 -0.388*** （0.0986） -0.127*** （0.0310）
長野県 -0.334*** （0.0554） -0.110*** （0.0181）
岐阜県 -0.310*** （0.0773） -0.102*** （0.0252）
静岡県 -0.287*** （0.0368） -0.0949*** （0.0121）
愛知県 -0.199*** （0.0277） -0.0665*** （0.00929）
三重県 -0.241*** （0.0316） -0.0802*** （0.0106）
滋賀県 -0.0555 （0.0593） -0.0186 （0.0199）
京都府 -0.0600 （0.0494） -0.0201 （0.0166）
大阪府 -0.179*** （0.0250） -0.0599*** （0.00846）
兵庫県 -0.0794*** （0.0268） -0.0266*** （0.00894）
奈良県 -0.0101 （0.0472） -0.00338 （0.0159）
和歌山県 -0.264*** （0.0476） -0.0875*** （0.0154）
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プロビットモデル プロビットモデルの限界効果
鳥取県 -0.211*** （0.0623） -0.0701*** （0.0203）
島根県 -0.381*** （0.133） -0.125*** （0.0423）
岡山県 -0.271*** （0.0658） -0.0897*** （0.0217）
広島県 -0.249*** （0.0425） -0.0828*** （0.0140）
山口県 -0.298*** （0.0503） -0.0984*** （0.0164）
徳島県 -0.261*** （0.0859） -0.0867*** （0.0282）
香川県 -0.162** （0.0698） -0.0540** （0.0231）
愛媛県 -0.433*** （0.0703） -0.141*** （0.0214）
高知県 -0.302*** （0.110） -0.0999*** （0.0354）
福岡県 -0.143*** （0.0355） -0.0477*** （0.0117）
佐賀県 -0.123 （0.0838） -0.0413 （0.0279）
長崎県 -0.407*** （0.0619） -0.133*** （0.0200）
熊本県 -0.338*** （0.0666） -0.111*** （0.0216）
大分県 -0.364*** （0.0796） -0.120*** （0.0255）
宮崎県 -0.542*** （0.0543） -0.174*** （0.0168）
鹿児島県 -0.369*** （0.0502） -0.121*** （0.0160）
沖縄県 -0.396*** （0.0929） -0.130*** （0.0298）

調査年月ダミー 有
サンプルサイズ 40,486

（備考）1．括弧内の数値は、調査期間を通じた同一世帯内の相関を考慮した頑健な標準誤差を示す。
2．***、**、*はそれぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示す。
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年度統計
国民経済計算（1/5）

国内総生産（GDP） 国民総所得（GNI） 国　　　民　　　所　　　得
名　　　　　目 実　　質 名　　目 実　　質 名目国民所得 名目雇用者報酬 1人当たり 1人当たり

総　　額 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 総　　額 前年度比 総　　額 前年度比 GDP 雇用者報酬
年度 10億円 ％ ％ ％ ％ 10億円 ％ 10億円 ％ 千円 前年度比　％
1955 9,135.6 － － － － 6,973.3 － 3,548.9 － 97 －
1956 10,251.0 12.2 6.8 12.1 6.7 7,896.2 13.2 4,082.5 15.0 107 6.8
1957 11,756.0 14.7 8.1 14.5 8.0 8,868.1 12.3 4,573.0 12.0 122 5.8
1958 12,585.8 7.1 6.6 7.0 6.5 9,382.9 5.8 5,039.2 10.2 129 5.4
1959 14,766.0 17.3 11.2 17.2 11.1 11,042.1 17.7 5,761.2 14.3 150 8.9
1960 17,723.7 20.0 12.0 19.9 11.9 13,496.7 22.2 6,702.0 16.3 178 10.0
1961 21,432.2 20.9 11.7 20.9 11.7 16,081.9 19.2 7,988.7 19.2 214 14.4
1962 23,725.1 10.7 7.5 10.6 7.5 17,893.3 11.3 9,425.6 18.0 234 13.6
1963 27,868.8 17.5 10.4 17.4 10.4 21,099.3 17.9 11,027.3 17.0 272 12.9
1964 32,300.7 15.9 9.5 15.8 9.4 24,051.4 14.0 12,961.2 17.5 312 13.7
1965 35,876.8 11.1 6.2 11.1 6.2 26,827.0 11.5 14,980.6 15.6 343 10.6
1966 42,181.5 17.6 11.0 17.6 11.1 31,644.8 18.0 17,208.9 14.9 400 11.1
1967 49,349.9 17.0 11.0 17.0 11.0 37,547.7 18.7 19,964.5 16.0 463 13.1
1968 58,383.1 18.3 12.4 18.3 12.3 43,720.9 16.4 23,157.7 16.0 541 13.3
1969 69,130.0 18.4 12.0 18.4 12.0 52,117.8 19.2 27,488.7 18.7 633 16.4
1970 80,007.3 15.7 8.2 15.8 8.3 61,029.7 17.1 33,293.9 21.1 722 17.0
1971 88,083.4 10.1 5.0 10.2 5.1 65,910.5 8.0 38,896.6 16.8 781 14.0
1972 102,520.1 16.4 9.1 16.6 9.3 77,936.9 18.2 45,702.0 17.5 898 14.1
1973 124,013.8 21.0 5.1 20.9 5.0 95,839.6 23.0 57,402.8 25.6 1,070 22.2
1974 147,109.1 18.6 -0.5 18.4 -0.7 112,471.6 17.4 73,752.4 28.5 1,251 28.0
1975 161,889.5 10.0 4.0 10.2 4.1 123,990.7 10.2 83,851.8 13.7 1,361 12.7
1976 182,005.2 12.4 3.8 12.4 3.8 140,397.2 13.2 94,328.6 12.5 1,515 10.8
1977 201,982.0 11.0 4.5 11.0 4.6 155,703.2 10.9 104,997.8 11.3 1,666 9.9
1978 221,647.1 9.7 5.4 9.9 5.5 171,778.5 10.3 112,800.6 7.4 1,814 6.3
1979 239,322.4 8.0 5.1 8.0 5.1 182,206.6 6.1 122,126.2 8.3 1,942 5.9
1980 260,901.8 9.0 2.6 8.9 2.4 203,878.7 9.5 131,850.4 8.7 2,123 5.2
1981 277,609.8 6.4 4.0 6.3 4.1 211,615.1 3.8 142,097.7 7.8 2,246 6.4
1982 290,534.6 4.7 3.2 4.9 3.1 220,131.4 4.0 150,232.9 5.7 2,328 3.8
1983 304,560.5 4.8 3.8 4.9 4.1 231,290.0 5.1 157,301.3 4.7 2,417 2.3
1984 323,683.7 6.3 4.5 6.4 4.8 243,117.2 5.1 166,017.3 5.5 2,564 4.1
1985 345,283.9 6.7 5.5 6.8 5.7 260,559.9 7.2 173,977.0 4.8 2,731 3.7
1986 359,627.9 4.2 2.7 4.1 4.7 267,941.5 2.8 180,189.4 3.6 2,815 2.3
1987 381,358.3 6.0 6.1 6.3 6.1 281,099.8 4.9 187,098.9 3.8 2,965 2.2
1988 407,853.3 6.9 6.2 6.9 6.7 302,710.1 7.7 198,486.5 6.1 3,160 3.3
1989 435,192.7 6.7 4.0 7.0 4.2 320,802.0 6.0 213,309.1 7.5 3,378 4.3
1990 471,546.7 8.4 5.6 8.1 5.0 346,892.9 8.1 231,261.5 8.4 3,655 4.6
1991 496,377.7 5.3 2.4 5.2 2.8 368,931.6 6.4 248,310.9 7.4 3,818 4.1
1992 505,889.7 1.9 0.5 2.2 0.8 366,007.2 -0.8 254,844.4 2.6 3,883 0.5
1993 504,091.4 -0.4 -0.9 -0.4 -0.7 365,376.0 -0.2 260,704.4 2.3 3,865 0.9
1994 511,954.6 1.6 1.6 1.6 1.7 372,976.8 1.3 262,822.6 1.8 4,015 0.2
1995 525,304.5 2.6 3.2 2.7 3.6 380,158.1 1.9 267,095.2 1.6 4,113 0.9
1996 538,658.4 2.5 2.9 2.9 2.8 394,024.8 3.6 272,962.4 2.2 4,205 0.9
1997 542,500.5 0.7 -0.1 0.8 -0.1 390,943.1 -0.8 279,054.2 2.2 4,230 1.4
1998 534,567.3 -1.5 -1.0 -1.6 -0.9 379,393.9 -3.0 273,370.2 -2.0 4,161 -1.3
1999 530,297.5 -0.8 0.6 -0.7 0.6 378,088.5 -0.3 269,177.0 -1.5 4,121 -1.0
2000 537,616.2 1.4 2.6 1.6 2.7 390,163.8 3.2 270,736.4 0.6 4,165 -0.3
2001 527,408.4 -1.9 -0.7 -1.9 -0.8 376,138.7 -3.6 264,606.8 -2.3 4,081 -1.9
2002 523,466.0 -0.7 0.9 -0.9 0.8 374,247.9 -0.5 256,723.4 -3.0 4,040 -2.5
2003 526,222.6 0.5 1.9 0.8 2.1 381,555.6 2.0 253,616.6 -1.2 4,055 -1.4
2004 529,633.6 0.6 1.7 0.9 1.6 388,576.1 1.8 256,437.0 1.1 4,081 0.8
2005 534,109.7 0.8 2.2 1.3 1.6 388,116.4 -0.1 261,644.3 2.0 4,181 0.8
2006 537,261.0 0.6 1.3 1.0 1.0 394,989.7 1.8 265,771.5 1.6 4,201 0.2
2007 538,484.0 0.2 1.1 0.5 0.4 394,813.2 -0.0 267,280.1 0.6 4,207 -0.3
2008 516,174.0 -4.1 -3.6 -4.7 -4.9 364,368.0 -7.7 265,523.7 -0.7 4,031 -0.7
2009 497,366.8 -3.6 -2.4 -3.5 -1.3 352,701.1 -3.2 252,674.2 -4.8 3,885 -3.9
2010 504,872.1 1.5 3.3 1.7 2.6 364,688.2 3.4 251,154.8 -0.6 3,943 -1.0
2011 500,040.5 -1.0 0.5 -0.9 -0.6 357,473.5 -2.0 251,977.0 0.3 3,914 0.4
2012 499,423.9 -0.1 0.6 -0.1 0.6 358,156.2 0.2 251,431.0 -0.2 3,915 -0.5
2013 512,685.6 2.7 2.7 3.3 3.1 372,570.0 4.0 253,705.1 0.9 4,024 -0.2
2014 523,418.3 2.1 -0.4 2.4 0.1 376,677.6 1.1 258,435.2 1.9 4,114 1.0
2015 540,739.4 3.3 1.7 3.4 3.3 392,629.3 4.2 262,003.5 1.4 4,255 0.3
2016 544,827.2 0.8 0.8 0.4 0.8 392,293.9 -0.1 268,251.3 2.4 4,293 0.9
2017 555,721.9 2.0 1.8 2.1 1.3 400,516.4 2.1 273,710.4 2.0 4,386 0.5
2018 556,303.7 0.1 0.2 0.3 -0.3 402,268.7 0.4 282,424.0 3.2 4,400 1.2
2019 557,192.6 0.2 -0.7 0.2 -0.4 400,647.0 -0.4 287,994.5 2.0 4,418 0.8
2020 535,517.1 -3.9 -4.5 -4.2 -3.9 375,695.4 -6.2 283,663.7 -1.5 4,259 -0.7
2021 541,839.8 1.2 2.2 1.6 0.6 － － 288,702.6 1.8 － 1.5

2021年4-6月 133,879.3 6.1 7.3 6.5 6.3 － － 75,123.7 2.9 － 2.1
2021年7-9月 131,055.8 0.0 1.2 0.4 -0.3 － － 68,420.3 2.3 － 1.6
2021年10-12月 141,858.4 -0.9 0.4 -0.7 -2.0 － － 82,720.5 1.0 － 1.2
2022年1-3月 135,046.3 -0.1 0.4 0.7 -1.0 － － 62,438.0 1.0 － 1.2

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」により作成。
２．国内総生産は、総額については、1979年度（前年度比は1980年度）以前は「平成10年度国民経済計算（1990年基準・68SNA）」、1980年度から1993年度

まで（前年度比は1981年度から1994年度まで）は「支出側GDP系列簡易遡及（2011年基準・08SNA）」、1994年度（前年度比は1995年度）以降は「2022
年1-3月期四半期別GDP速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」による。 
なお、1993年度以前の総額の数値については、異なる基準間の数値を接続するための処理を行っている。

３．国民総所得の項目は、1980年度以前は国民総生産（GNP）。
４．名目国民所得は、1979年度（前年度比は1980年度）以前は「平成10年度国民経済計算（1990年基準・68SNA）」に、1980年度から1993年度まで（前年度

比は1981年度から1994年度まで）は「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」によるため、時系列として接続しない。それ以降は「2020年度
国民経済計算（2015年基準・08SNA）」による。

５．名目雇用者報酬は、総額は1979年度（前年度比は1980年度）以前は「平成2年基準改定国民経済計算（68SNA）」に、1980年度から1993年度まで（前年
度比は1981年度から1994年度まで）は「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」によるため、時系列として接続しない。それ以降は「2022年
1-3月期四半期別GDP速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」に基づく名目雇用者報酬を用いている。

６．1人当たりGDPは、1979年度以前は「長期遡及主要系列国民経済計算報告（昭和30年～平成10年）（1990年基準・68SNA）」に、1980年度から1993年度ま
では「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」に、それ以降は「2020年度国民経済計算（2015年基準・08SNA）」による。1人当たり雇用者報
酬は、名目雇用者報酬を総務省「労働力調査」の雇用者数で除したもの。
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国民経済計算（2/5）
民 間 最 終
消 費 支 出 民 間 住 宅 民 間 企 業 設 備 民間在庫

変動
政 府 最 終
消 費 支 出

公 的 固 定
資 本 形 成

財貨・サービスの
輸　　出

財貨・サービスの
輸　　入

（実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質）
年度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度
1955 － － － － － － － － － － － － － － －
1956 8.2 5.4 11.1 0.4 39.1 1.9 0.7 -0.4 -0.1 1.0 0.1 14.6 0.5 34.3 -1.3
1957 8.2 5.4 7.9 0.3 21.5 1.3 0.5 -0.2 -0.0 17.4 0.8 11.4 0.4 8.1 -0.4
1958 6.4 4.2 12.3 0.4 -0.4 -0.0 -0.7 6.3 1.2 17.3 0.9 3.0 0.1 -7.9 0.4
1959 9.6 6.3 19.7 0.7 32.6 2.1 0.6 7.7 1.4 10.8 0.6 15.3 0.5 28.0 -1.2
1960 10.3 6.7 22.3 0.8 39.6 3.1 0.5 3.3 0.6 15.0 0.9 11.8 0.4 20.3 -1.0
1961 10.2 6.6 10.6 0.4 23.5 2.3 1.1 6.5 1.1 27.4 1.6 6.5 0.2 24.4 -1.3
1962 7.1 4.5 14.1 0.6 3.5 0.4 -1.4 7.6 1.2 23.5 1.6 15.4 0.5 -3.1 0.2
1963 9.9 6.2 26.3 1.1 12.4 1.3 0.9 7.4 1.1 11.6 0.9 9.0 0.3 26.5 -1.4
1964 9.5 6.0 20.5 1.0 14.4 1.5 -0.5 2.0 0.3 5.7 0.4 26.1 0.9 7.2 -0.4
1965 6.5 4.1 18.9 1.0 -8.4 -0.9 0.1 3.3 0.5 13.9 1.0 19.6 0.8 6.6 -0.4
1966 10.3 6.5 7.5 0.5 24.7 2.3 0.2 4.5 0.6 13.3 1.1 15.0 0.7 15.5 -0.9
1967 9.8 6.1 21.5 1.3 27.3 2.9 0.2 3.6 0.5 9.6 0.8 8.4 0.4 21.9 -1.3
1968 9.4 5.8 15.9 1.0 21.0 2.6 0.7 4.9 0.6 13.2 1.1 26.1 1.2 10.5 -0.7
1969 9.8 5.9 19.8 1.3 30.0 3.9 -0.1 3.9 0.4 9.5 0.8 19.7 1.0 17.0 -1.1
1970 6.6 3.9 9.2 0.7 11.7 1.8 1.0 5.0 0.5 15.2 1.2 17.3 1.0 22.3 -1.5
1971 5.9 3.4 5.6 0.4 -4.2 -0.7 -0.8 4.8 0.5 22.2 1.9 12.5 0.8 2.3 -0.2
1972 9.8 5.7 20.3 1.5 5.8 0.8 -0.0 4.8 0.5 12.0 1.2 5.6 0.4 15.1 -1.1
1973 6.0 3.5 11.6 0.9 13.6 1.9 0.4 4.3 0.4 -7.3 -0.7 5.5 0.3 22.7 -1.8
1974 1.5 0.9 -17.3 -1.5 -8.6 -1.3 -0.6 2.6 0.3 0.1 0.0 22.8 1.5 -1.6 0.1
1975 3.5 2.1 12.3 0.9 -3.8 -0.5 -0.8 10.8 1.1 5.6 0.5 -0.1 -0.0 -7.4 0.7
1976 3.4 2.0 3.3 0.2 0.6 0.1 0.4 4.0 0.4 -0.4 -0.0 17.3 1.3 7.9 -0.7
1977 4.1 2.5 1.8 0.1 -0.8 -0.1 -0.2 4.2 0.4 13.5 1.2 9.6 0.8 3.3 -0.3
1978 5.9 3.5 2.3 0.2 8.5 1.0 0.1 5.4 0.6 13.0 1.2 -3.3 -0.3 10.8 -0.9
1979 5.4 3.2 0.4 0.0 10.7 1.3 0.2 3.6 0.4 -1.8 -0.2 10.6 0.9 6.1 -0.5
1980 0.7 0.4 -9.9 -0.7 7.5 1.0 0.0 3.3 0.3 -1.7 -0.2 14.4 1.2 -6.3 0.6
1981 3.1 1.6 -2.0 -0.1 3.1 0.5 -0.1 5.7 0.8 0.7 0.1 12.7 1.7 4.2 -0.6
1982 4.5 2.4 0.9 0.1 1.5 0.2 -0.5 3.9 0.6 -0.9 -0.1 -0.4 -0.1 -4.7 0.6
1983 3.2 1.7 -7.6 -0.4 3.9 0.7 0.2 4.3 0.6 0.1 0.0 8.7 1.2 1.9 -0.2
1984 3.2 1.7 0.4 0.0 9.7 1.6 0.0 2.4 0.4 -2.1 -0.2 13.6 1.8 8.1 -1.0
1985 4.3 2.3 4.2 0.2 7.7 1.3 0.3 1.7 0.2 3.3 0.3 2.5 0.4 -4.2 0.5
1986 3.6 1.9 10.1 0.5 6.4 1.1 -0.5 3.5 0.5 6.5 0.5 -4.1 -0.5 7.6 -0.7
1987 4.7 2.5 24.5 1.2 8.9 1.5 0.5 3.7 0.5 10.4 0.8 1.2 0.1 12.7 -0.9
1988 5.4 2.8 5.7 0.3 19.3 3.4 -0.1 3.4 0.5 -0.2 0.0 8.7 0.9 19.1 -1.4
1989 4.1 2.1 -2.2 -0.1 7.7 1.5 0.2 2.6 0.3 3.8 0.3 8.7 0.8 14.9 -1.2
1990 5.0 2.6 1.5 0.1 11.2 2.2 -0.2 4.0 0.5 2.8 0.2 6.9 0.7 5.4 -0.5
1991 2.4 1.2 -8.8 -0.5 0.4 0.1 0.3 3.5 0.5 4.0 0.3 5.4 0.5 -0.5 0.0
1992 1.4 0.7 -3.3 -0.2 -7.4 -1.5 -0.6 2.9 0.4 14.5 1.1 4.0 0.4 -1.8 0.1
1993 1.6 0.8 2.4 0.1 -14.3 -2.6 -0.0 3.2 0.4 5.8 0.5 -0.1 -0.0 0.6 -0.0
1994 2.1 1.1 5.9 0.3 -0.4 -0.1 -0.0 4.3 0.6 -3.6 -0.3 5.4 0.5 9.4 -0.7
1995 2.4 1.3 -4.6 -0.3 8.4 1.3 0.4 3.4 0.5 7.2 0.6 4.1 0.4 14.6 -1.0
1996 2.4 1.3 12.0 0.7 5.9 1.0 0.0 2.1 0.3 -1.6 -0.1 6.5 0.6 9.1 -0.7
1997 -1.1 -0.6 -16.0 -1.0 2.4 0.4 0.4 1.3 0.2 -6.6 -0.6 9.0 0.9 -2.0 0.2
1998 0.3 0.2 -10.1 -0.5 -3.5 -0.6 -0.7 2.0 0.3 2.2 0.2 -3.8 -0.4 -6.6 0.6
1999 1.4 0.7 2.8 0.1 -1.6 -0.3 -0.6 3.7 0.6 -0.6 -0.1 6.1 0.6 6.6 -0.6
2000 1.4 0.8 1.0 0.0 6.1 1.0 0.7 3.6 0.6 -7.3 -0.6 9.7 1.0 10.3 -0.9
2001 1.9 1.0 -5.4 -0.3 -3.9 -0.6 -0.3 2.3 0.4 -5.3 -0.4 -7.6 -0.8 -3.2 0.3
2002 1.2 0.7 -1.3 -0.1 -3.0 -0.5 0.0 1.7 0.3 -4.8 -0.3 12.2 1.2 4.8 -0.5
2003 0.7 0.4 0.5 0.0 3.1 0.5 0.3 2.0 0.4 -7.3 -0.5 10.0 1.1 2.4 -0.2
2004 1.2 0.6 2.6 0.1 4.0 0.6 0.1 0.8 0.1 -8.1 -0.5 11.8 1.4 9.0 -0.9
2005 1.8 1.0 0.0 0.0 7.6 1.2 -0.2 0.4 0.1 -7.9 -0.4 9.4 1.2 6.0 -0.7
2006 0.6 0.3 -0.3 -0.0 2.3 0.4 0.1 0.6 0.1 -6.3 -0.3 8.7 1.2 3.6 -0.5
2007 0.7 0.4 -13.3 -0.6 -0.7 -0.1 0.2 1.6 0.3 -4.2 -0.2 9.5 1.5 2.5 -0.4
2008 -2.1 -1.2 -2.5 -0.1 -5.8 -0.9 0.0 -0.6 -0.1 -4.2 -0.2 -10.2 -1.8 -4.3 0.7
2009 0.7 0.4 -20.3 -0.8 -11.4 -1.8 -1.4 2.6 0.5 9.3 0.5 -9.0 -1.4 -10.5 1.7
2010 1.3 0.7 4.8 0.2 2.0 0.3 1.2 2.3 0.4 -7.2 -0.4 17.9 2.4 12.1 -1.5
2011 0.6 0.4 4.4 0.2 4.0 0.6 0.1 1.9 0.4 -2.2 -0.1 -1.4 -0.2 5.2 -0.7
2012 1.7 1.0 4.5 0.2 1.5 0.2 -0.3 1.3 0.3 1.1 0.1 -1.4 -0.2 3.8 -0.6
2013 2.9 1.7 8.6 0.3 5.4 0.8 -0.4 1.8 0.4 8.5 0.4 4.4 0.6 7.0 -1.2
2014 -2.6 -1.5 -8.1 -0.3 2.7 0.4 0.3 0.9 0.2 -2.3 -0.1 8.9 1.4 3.9 -0.7
2015 0.7 0.4 3.1 0.1 3.4 0.6 0.2 2.2 0.4 -1.3 -0.1 1.1 0.2 0.4 -0.1
2016 -0.3 -0.2 4.3 0.2 0.8 0.1 -0.2 0.9 0.2 0.5 0.0 3.4 0.6 -0.5 0.1
2017 1.0 0.6 -1.8 -0.1 2.8 0.4 0.3 0.3 0.1 0.6 0.0 6.3 1.0 3.8 -0.6
2018 0.1 0.0 -4.9 -0.2 1.2 0.2 0.1 1.1 0.2 0.9 0.0 2.0 0.4 3.0 -0.5
2019 -1.0 -0.6 2.6 0.1 -0.6 -0.1 -0.2 2.1 0.4 1.6 0.1 -2.3 -0.4 0.2 -0.0
2020 -5.4 -3.0 -7.8 -0.3 -7.5 -1.2 -0.2 2.5 0.5 5.1 0.3 -10.2 -1.7 -6.5 1.1
2021 2.6 1.4 -1.6 -0.1 0.8 0.1 0.1 2.0 0.4 -9.4 -0.6 12.5 2.0 7.2 -1.2

2021年4-6月 6.7 3.7 -2.8 -0.1 3.4 0.5 -0.6 3.0 0.7 -1.9 -0.1 27.2 4.0 5.2 -0.9
2021年7-9月 0.3 0.2 0.1 0.0 1.2 0.2 0.2 2.0 0.4 -5.6 -0.3 15.8 2.4 11.4 -1.7
2021年10-12月 1.5 0.8 -0.9 -0.0 -0.2 -0.0 0.0 0.9 0.2 -11.6 -0.7 6.0 1.0 5.3 -0.8
2022年1-3月 2.0 1.0 -3.1 -0.1 -0.8 -0.2 0.9 2.1 0.4 -15.5 -1.0 4.4 0.8 7.2 -1.3

（備考）１．内閣府「国民経済計算」による。
２．各項目とも、1980年度以前は「平成10年度国民経済計算 （1990年基準・68SNA）」、1981年度から1994年度までは「支出側GDP系列簡易遡及（2011年基

準・08SNA）」、1995年度以降は「2022年1-3月期四半期別GDP速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」に基づく。
３．寄与度については、1980年度以前は次式により算出した。
　　　　寄与度＝（当年度の実数－前年度の実数）/（前年度の国内総支出（GDP）の実数）×100
　　1981年度以降は次式により算出した。

%⊿i,（t−1）→t＝100・ Pi,t−1qi,t−1

Σ
i    

Pi,t−1qi,t−1

・
qi,t

qi,t−1
−1

　　ただし、Pi,t：t年度の下位項目デフレーター，qi,t：t年度の下位項目数量指数
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暦年統計
国民経済計算（3/5）

国内総生産（GDP） 国民総所得（GNI） 国　　　民　　　所　　　得
名　　　　　目 実　　質 名　　目 実　　質 名目国民所得 名目雇用者報酬 １人当たり １人当たり

総　　額 前年比 前年比 前年比 前年比 総　　額 前年比 総　　額 前年比 GDP 雇用者報酬
暦　年 10億円 ％ ％ ％ ％ 10億円 ％ 10億円 ％ 千円 前年比　％
1955 8,897.3 － － － － 6,772.0 － 3,456.0 － 94 －
1956 10,016.4 12.6 7.5 12.5 7.4 7,587.4 12.0 3,973.5 15.0 105 6.9
1957 11,543.1 15.2 7.8 15.1 7.7 8,790.1 15.9 4,480.9 12.8 120 5.2
1958 12,266.0 6.3 6.2 6.2 6.1 9,188.0 4.5 4,952.1 10.5 126 5.9
1959 14,022.2 14.3 9.4 14.2 9.3 10,528.7 14.6 5,590.8 12.9 143 7.5
1960 17,019.4 21.4 13.1 21.3 13.0 12,912.0 22.6 6,483.1 16.0 172 10.1
1961 20,556.0 20.8 11.9 20.7 11.8 15,572.3 20.6 7,670.2 18.3 206 13.2
1962 23,326.5 13.5 8.6 13.4 8.6 17,499.2 12.4 9,151.7 19.3 231 14.0
1963 26,697.0 14.4 8.8 14.4 8.7 20,191.9 15.4 10,672.5 16.6 262 13.1
1964 31,404.3 17.6 11.2 17.5 11.1 23,377.0 15.8 12,475.8 16.9 305 13.0
1965 34,938.7 11.3 5.7 11.3 5.7 26,065.4 11.5 14,528.2 16.5 336 11.8
1966 40,577.2 16.1 10.2 16.2 10.3 30,396.1 16.6 16,811.9 15.7 386 11.1
1967 47,551.5 17.2 11.1 17.2 11.1 36,005.3 18.5 19,320.1 14.9 448 12.0
1968 56,315.8 18.4 11.9 18.4 11.9 42,479.3 18.0 22,514.0 16.5 525 13.7
1969 66,153.4 17.5 12.0 17.5 12.0 49,938.3 17.6 26,500.7 17.7 609 15.8
1970 77,970.5 17.9 10.3 17.9 10.3 59,152.7 18.5 31,942.2 20.5 708 16.6
1971 85,790.8 10.0 4.4 10.1 4.5 64,645.1 9.3 37,867.7 18.6 764 14.9
1972 98,221.3 14.5 8.4 14.7 8.6 74,601.0 15.4 44,069.3 16.4 862 13.3
1973 119,592.9 21.8 8.0 21.8 8.1 91,823.1 23.1 55,235.8 25.3 1,035 21.6
1974 142,710.0 19.3 -1.2 19.1 -1.4 109,060.8 18.8 70,087.7 26.9 1,219 26.1
1975 157,681.5 10.5 3.1 10.6 3.2 121,025.9 11.0 81,678.2 16.5 1,330 16.2
1976 177,078.4 12.3 4.0 12.3 4.0 137,119.6 13.3 92,120.9 12.8 1,478 10.8
1977 197,328.4 11.4 4.4 11.5 4.4 151,395.2 10.4 102,896.8 11.7 1,631 10.0
1978 217,295.0 10.1 5.3 10.2 5.4 167,571.7 10.7 111,163.6 8.0 1,780 7.2
1979 235,518.6 8.4 5.5 8.5 5.6 180,707.3 7.8 120,120.3 8.1 1,915 5.9
1980 255,322.8 8.4 2.8 8.2 2.7 196,750.2 8.0 129,497.8 8.5 2,079 5.2
1981 273,857.6 7.3 4.2 7.1 4.2 209,047.2 6.3 140,219.9 8.3 2,219 6.5
1982 287,866.1 5.1 3.3 5.3 3.3 219,327.2 4.9 148,172.1 5.7 2,314 4.1
1983 300,825.9 4.5 3.5 4.6 3.6 227,666.8 3.8 155,782.0 5.1 2,390 2.4
1984 319,000.9 6.0 4.5 6.1 4.9 240,786.9 5.8 164,342.6 5.5 2,524 4.1
1985 339,925.7 6.6 5.2 6.7 5.3 256,338.4 6.5 171,887.9 4.6 2,693 3.4
1986 356,896.0 5.0 3.3 5.0 5.0 267,217.4 4.2 179,163.3 4.2 2,805 2.6
1987 373,189.4 4.6 4.7 4.8 5.0 276,729.3 3.6 185,400.9 3.5 2,901 2.3
1988 401,002.2 7.5 6.8 7.5 7.2 296,228.2 7.0 196,182.1 5.8 3,107 3.3
1989 429,350.6 7.1 4.9 7.2 5.2 316,002.5 6.7 210,203.2 7.1 3,333 3.9
1990 462,090.7 7.6 4.9 7.6 4.5 339,441.1 7.4 227,342.6 8.2 3,587 4.7
1991 491,874.3 6.4 3.4 6.4 3.5 363,375.7 7.1 245,595.0 8.0 3,787 4.4
1992 504,313.0 2.5 0.8 2.7 1.2 366,179.6 0.8 253,578.4 3.3 3,866 0.9
1993 504,552.6 0.0 -0.5 0.1 -0.4 366,975.1 0.2 259,075.4 2.2 3,877 0.5
1994 510,916.1 1.3 1.0 1.2 1.2 369,217.5 0.1 261,624.5 2.0 4,009 0.3
1995 521,613.5 2.1 2.6 2.1 2.9 377,736.2 2.3 266,002.9 1.7 4,086 1.2
1996 535,562.1 2.7 3.1 3.0 3.2 390,199.0 3.3 270,690.3 1.8 4,183 0.6
1997 543,545.4 1.5 1.0 1.6 0.8 394,664.2 1.1 278,751.3 3.0 4,239 1.7
1998 536,497.4 -1.3 -1.3 -1.4 -1.1 383,849.9 -2.7 274,572.1 -1.5 4,178 -1.1
1999 528,069.9 -1.6 -0.3 -1.6 -0.3 377,739.1 -1.6 269,252.2 -1.9 4,105 -1.3
2000 535,417.7 1.4 2.8 1.6 2.7 385,745.1 2.1 269,889.6 0.2 4,153 -0.2
2001 531,653.9 -0.7 0.4 -0.6 0.4 379,833.5 -1.5 266,603.6 -1.2 4,114 -1.5
2002 524,478.7 -1.3 0.0 -1.4 0.0 375,854.9 -1.0 257,433.1 -3.4 4,050 -2.8
2003 523,968.6 -0.1 1.5 0.1 1.5 379,296.3 0.9 255,180.0 -0.9 4,038 -0.9
2004 529,400.9 1.0 2.2 1.3 2.3 385,931.1 1.7 255,963.4 0.3 4,079 -0.1
2005 532,515.6 0.6 1.8 0.9 1.3 390,658.9 1.2 260,594.3 1.8 4,103 1.1
2006 535,170.2 0.5 1.4 0.9 0.9 392,040.4 0.4 265,191.6 1.8 4,121 0.2
2007 539,281.7 0.8 1.5 1.2 1.3 396,233.9 1.1 266,616.2 0.5 4,154 -0.5
2008 527,823.8 -2.1 -1.2 -2.5 -3.1 379,416.9 -4.2 266,805.9 0.1 4,067 -0.1
2009 494,938.4 -6.2 -5.7 -6.4 -4.3 348,968.2 -8.0 253,797.8 -4.9 3,823 -3.9
2010 505,530.6 2.1 4.1 2.3 3.5 362,501.8 3.9 251,175.0 -1.0 3,908 -1.2
2011 497,448.9 -1.6 0.0 -1.4 -1.0 356,058.0 -1.8 251,584.0 0.2 3,844 -0.1
2012 500,474.7 0.6 1.4 0.5 1.0 359,170.1 0.9 251,650.1 0.0 3,878 0.0
2013 508,700.6 1.6 2.0 2.3 2.5 369,919.6 3.0 253,333.1 0.7 3,948 -0.3
2014 518,811.0 2.0 0.3 2.3 0.3 373,996.7 1.1 257,520.7 1.7 4,038 0.8
2015 538,032.3 3.7 1.6 3.9 3.2 389,444.5 4.1 260,613.9 1.2 4,180 0.3
2016 544,364.6 1.2 0.8 0.7 1.3 393,196.6 1.0 267,401.2 2.6 4,218 1.0
2017 553,073.0 1.6 1.7 1.8 1.2 401,073.7 2.0 272,101.5 1.8 4,307 0.4
2018 556,293.8 0.6 0.6 0.7 -0.1 402,144.7 0.3 281,350.2 3.4 4,325 1.3
2019 558,491.2 0.4 -0.2 0.5 -0.0 399,701.7 -0.6 286,892.4 2.0 － 0.7
2020 538,001.6 -3.7 -4.5 -3.9 -3.9 376,471.1 -5.8 283,352.2 -1.2 － -0.9
2021 541,940.4 0.7 1.7 0.9 0.5 － － 288,104.4 1.7 － 1.5

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」により作成。
２．国内総生産は、総額については、1979年（前年比は1980年）以前は「平成10年度国民経済計算（1990年基準・68SNA）」、1980年から1993年まで（前年

比は1981年から1994年まで）は「支出側GDP系列簡易遡及（2011年基準・08SNA）」、1994年（前年比は1995年）以降は「2022年1-3月期四半期別GDP
速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」による。

　　なお、1993年以前の総額の数値については、異なる基準間の数値を接続するための処理を行っている。
３．国民総所得の項目は、1980年以前は国民総生産（GNP）。
４．名目国民所得は、1979年（前年比は1980年）以前は「平成10年度国民経済計算 （1990年基準・68SNA）」に、1980年から1993年まで（前年比は1981年か

ら1994年まで）は「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」によるため、時系列として接続しない。それ以降は「2020年度国民経済計算（2015
年基準・08SNA）」による。

５．名目雇用者報酬は、総額は1979年（前年比は1980年）以前は「平成2年基準改定国民経済計算（68SNA）」に、1980年から1993年まで（前年比は1981年
から1994年まで）は「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」によるため、時系列として接続しない。それ以降は「2022年1-3月期四半期別
GDP速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」に基づく名目雇用者報酬を用いている。

６．1人当たりGDPは、1979年以前は「長期遡及主要系列国民経済計算報告（昭和30年～平成10年）（1990年基準・68SNA）」に、1980年から1993年までは
「平成21年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」に、それ以降は「平成30年度国民経済計算（2011年基準・08SNA）」による。1人当たり雇用者報酬
は、名目雇用者報酬を総務省「労働力調査」の雇用者数で除したもの。
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国民経済計算（4/5）
民 間 最 終
消 費 支 出 民 間 住 宅 民 間 企 業

設 備
民間在庫

変動
政 府 最 終
消 費 支 出

公 的 固 定
資 本 形 成

財貨・サービスの
輸　　出

財貨・サービスの
輸　　入

（実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質）
暦　年 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度
1955 － － － － － － － － － － － － － － －
1956 8.9 5.8 11.4 0.4 37.9 1.7 0.7 -0.2 0.0 -1.5 -0.1 17.4 0.5 26.9 -1.0
1957 8.1 5.4 6.8 0.2 27.5 1.6 1.2 -0.4 -0.1 10.3 0.5 11.4 0.4 22.8 -1.0
1958 6.3 4.2 14.0 0.5 -0.6 0.0 -1.3 4.6 0.9 17.7 0.9 5.2 0.2 -13.4 0.7
1959 8.4 5.5 9.9 0.4 23.1 1.5 0.5 7.5 1.4 11.8 0.7 13.0 0.5 22.8 -1.0
1960 11.0 7.3 27.9 1.0 44.4 3.2 0.5 4.4 0.8 15.0 0.8 12.8 0.5 23.1 -1.1
1961 10.4 6.7 12.8 0.5 27.8 2.6 1.2 5.4 0.9 22.8 1.3 5.3 0.2 26.4 -1.4
1962 7.5 4.8 15.6 0.6 6.2 0.7 -1.0 7.5 1.2 28.2 1.8 17.2 0.6 -1.2 0.1
1963 8.8 5.5 18.3 0.8 8.3 0.9 0.2 7.6 1.2 13.9 1.0 7.0 0.3 19.6 -1.0
1964 10.8 6.8 25.6 1.2 17.9 1.9 0.3 3.0 0.5 6.3 0.5 21.6 0.8 13.6 -0.8
1965 5.8 3.6 20.7 1.1 -5.7 -0.6 -0.4 3.1 0.4 10.0 0.7 23.8 0.9 5.6 -0.3
1966 10.0 6.3 6.0 0.4 14.5 1.4 -0.1 4.5 0.6 19.2 1.5 16.9 0.8 12.2 -0.7
1967 10.4 6.5 19.2 1.1 28.6 2.9 0.6 3.4 0.4 3.8 0.3 6.8 0.3 22.7 -1.4
1968 8.5 5.3 19.5 1.2 23.4 2.8 0.4 4.7 0.6 16.3 1.3 23.9 1.1 12.1 -0.8
1969 10.3 6.3 16.7 1.1 25.6 3.3 0.0 4.1 0.5 9.6 0.8 20.8 1.1 13.7 -0.9
1970 7.4 4.4 13.3 0.9 19.3 2.8 1.3 4.8 0.5 13.8 1.1 17.5 1.0 22.6 -1.5
1971 5.5 3.2 4.7 0.3 -2.5 -0.4 -0.8 4.9 0.5 18.6 1.5 16.0 1.0 7.0 -0.5
1972 9.0 5.3 18.0 1.3 2.3 0.3 -0.1 5.0 0.5 16.2 1.5 4.1 0.3 10.5 -0.8
1973 8.8 5.2 15.3 1.2 14.2 2.0 0.2 5.4 0.5 4.9 0.5 5.2 0.3 24.3 -1.9
1974 -0.1 0.0 -12.3 -1.0 -4.2 -0.6 0.5 -0.4 0.0 -11.8 -1.1 23.1 1.4 4.2 -0.4
1975 4.4 2.6 1.2 0.1 -6.0 -0.9 -1.6 12.6 1.2 6.4 0.6 -1.0 -0.1 -10.3 1.0
1976 2.9 1.8 8.7 0.6 -0.1 0.0 0.2 4.2 0.4 2.5 0.2 16.6 1.2 6.7 -0.6
1977 4.0 2.4 0.5 0.0 -0.5 -0.1 0.0 4.2 0.4 9.5 0.8 11.7 1.0 4.1 -0.3
1978 5.3 3.2 5.6 0.4 4.5 0.5 -0.1 5.2 0.5 14.2 1.3 -0.3 0.0 6.9 -0.6
1979 6.5 3.9 -0.9 -0.1 12.8 1.5 0.3 4.2 0.4 2.7 0.3 4.3 0.4 12.9 -1.1
1980 1.1 0.6 -9.2 -0.6 7.9 1.0 0.0 3.1 0.3 -4.8 -0.5 17.0 1.4 -7.8 0.7
1981 2.5 1.3 -2.7 -0.2 3.8 0.7 -0.1 5.4 0.8 2.8 0.3 13.4 1.8 2.4 -0.3
1982 4.7 2.4 -1.3 -0.1 1.2 0.2 0.1 4.2 0.6 -1.7 -0.2 1.5 0.2 -0.6 0.1
1983 3.4 1.8 -4.1 -0.2 2.6 0.4 -0.3 4.6 0.7 0.3 0.0 5.0 0.7 -3.2 0.4
1984 3.1 1.7 -2.0 -0.1 8.7 1.4 0.2 3.0 0.4 -1.2 -0.1 15.4 2.0 10.6 -1.2
1985 4.1 2.2 3.6 0.2 9.2 1.5 0.2 1.3 0.2 -1.1 -0.1 5.3 0.8 -2.6 0.3
1986 3.7 1.9 7.1 0.3 6.2 1.1 0.1 3.2 0.5 7.6 0.6 -5.0 -0.7 4.3 -0.5
1987 4.4 2.3 21.8 1.0 6.8 1.2 -0.2 3.6 0.5 9.0 0.7 0.1 0.0 9.4 -0.7
1988 5.2 2.7 12.2 0.7 17.4 3.0 0.4 3.8 0.5 3.3 0.3 6.8 0.7 19.0 -1.4
1989 4.9 2.5 -0.8 0.0 11.7 2.2 0.0 2.5 0.3 2.4 0.2 9.6 0.9 17.8 -1.4
1990 4.8 2.5 -0.7 0.0 9.2 1.8 -0.2 3.5 0.5 4.1 0.3 7.4 0.8 8.2 -0.7
1991 2.2 1.1 -5.0 -0.3 5.5 1.1 0.2 4.0 0.5 1.9 0.1 5.4 0.6 -1.1 0.1
1992 2.3 1.2 -5.8 -0.3 -7.5 -1.6 -0.4 2.7 0.4 13.3 1.0 4.6 0.5 -0.7 0.1
1993 1.1 0.6 0.5 0.0 -12.3 -2.3 -0.1 3.5 0.5 8.3 0.7 0.8 0.1 -1.2 0.1
1994 2.3 1.2 5.9 0.3 -5.4 -0.9 0.0 3.8 0.6 -1.1 -0.1 4.4 0.4 8.3 -0.6
1995 2.5 1.3 -4.2 -0.3 7.6 1.2 0.4 3.8 0.6 0.5 0.0 4.2 0.4 13.0 -0.9
1996 2.0 1.0 10.9 0.6 6.0 1.0 0.1 2.3 0.4 5.7 0.5 4.8 0.4 11.8 -0.9
1997 0.6 0.3 -9.7 -0.6 3.6 0.6 0.1 1.6 0.2 -6.8 -0.6 11.1 1.0 0.5 -0.0
1998 -0.6 -0.3 -13.5 -0.7 -1.3 -0.2 -0.2 1.3 0.2 -4.1 -0.3 -2.4 -0.3 -6.8 0.6
1999 1.1 0.6 0.0 0.0 -4.8 -0.8 -1.0 3.5 0.6 6.0 0.5 2.0 0.2 3.7 -0.3
2000 1.5 0.8 1.3 0.1 6.0 0.9 0.6 3.9 0.6 -9.7 -0.8 13.0 1.3 9.6 -0.8
2001 2.1 1.1 -3.2 -0.2 0.2 0.0 0.1 2.4 0.4 -3.6 -0.3 -6.6 -0.7 1.2 -0.1
2002 1.3 0.7 -2.5 -0.1 -5.6 -0.9 -0.4 1.9 0.3 -4.7 -0.3 7.9 0.8 0.8 -0.1
2003 0.6 0.3 -0.5 -0.0 2.2 0.3 0.3 1.9 0.3 -6.9 -0.5 9.6 1.0 3.4 -0.3
2004 1.3 0.7 2.9 0.1 3.5 0.5 0.4 1.1 0.2 -9.0 -0.6 14.4 1.6 8.5 -0.8
2005 1.5 0.8 -0.1 -0.0 8.1 1.2 -0.2 0.8 0.1 -8.2 -0.5 7.1 0.9 5.9 -0.6
2006 0.9 0.5 0.4 0.0 2.1 0.3 -0.1 0.2 0.0 -4.9 -0.3 10.3 1.4 4.7 -0.6
2007 0.8 0.4 -9.6 -0.4 0.8 0.1 0.3 1.5 0.3 -5.3 -0.3 8.7 1.4 2.3 -0.3
2008 -1.1 -0.6 -6.2 -0.3 -2.9 -0.5 0.2 -0.1 -0.0 -5.0 -0.2 1.6 0.3 0.7 -0.1
2009 -0.9 -0.5 -17.8 -0.7 -13.0 -2.1 -1.6 2.0 0.4 6.6 0.3 -23.4 -4.0 -15.6 2.6
2010 2.3 1.3 -1.3 -0.0 -1.0 -0.1 1.0 1.9 0.4 -2.2 -0.1 24.9 3.1 11.3 -1.4
2011 -0.5 -0.3 6.9 0.2 4.0 0.6 0.2 2.2 0.4 -5.7 -0.3 -0.1 -0.0 5.7 -0.8
2012 2.0 1.2 2.3 0.1 3.1 0.5 0.0 1.7 0.3 2.0 0.1 0.1 0.0 5.5 -0.8
2013 2.6 1.5 8.2 0.3 2.7 0.4 -0.4 1.5 0.3 5.6 0.3 0.8 0.1 3.2 -0.5
2014 -0.9 -0.5 -3.1 -0.1 3.9 0.6 0.1 1.0 0.2 1.4 0.1 9.3 1.5 8.1 -1.5
2015 -0.2 -0.1 -0.4 -0.0 5.0 0.8 0.3 1.9 0.4 -4.0 -0.2 3.2 0.6 0.4 -0.1
2016 -0.4 -0.2 3.9 0.1 0.1 0.0 -0.1 1.6 0.3 2.4 0.1 1.6 0.3 -1.2 0.2
2017 1.1 0.6 0.5 0.0 2.4 0.4 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 6.6 1.1 3.3 -0.5
2018 0.2 0.1 -6.4 -0.2 1.9 0.3 0.2 1.0 0.2 0.6 0.0 3.8 0.7 3.8 -0.6
2019 -0.5 -0.3 4.1 0.2 0.1 0.0 -0.1 1.9 0.4 1.7 0.1 -1.5 -0.3 1.0 -0.2
2020 -5.2 -2.9 -7.9 -0.3 -6.5 -1.1 -0.1 2.3 0.5 3.9 0.2 -11.7 -2.0 -6.9 1.2
2021 1.3 0.7 -1.9 -0.1 -0.7 -0.1 -0.1 2.1 0.4 -3.7 -0.2 11.8 1.8 5.1 -0.8

（備考）１．内閣府「国民経済計算」による。
２．各項目とも、1980年以前は「平成10年度国民経済計算 （1990年基準・68SNA）」、1981年から1994年までは「支出側GDP系列簡易遡及（2011年基準・

08SNA）」、1995年以降は「2022年1-3月期四半期別GDP速報（2次速報値）（2015年基準・08SNA）」に基づく。
３．寄与度については、1980年度以前は次式により算出した。
　　　　寄与度＝（当年度の実数－前年度の実数）/（前年度の国内総支出（GDP）の実数）×100
　　1981年以降は次式により算出した。

%⊿i,（t−1）→t＝100・ Pi,t−1qi,t−1

Σ
i    

Pi,t−1qi,t−1

・
qi,t

qi,t−1
−1

　　ただし、Pi,t：t年度の下位項目デフレーター，qi,t：t年度の下位項目数量指数
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国民経済計算（5/5）
国　　民　　総　　資　　産 国　　　富構成比　％

年　　末 10億円 名目GDP
比　率

実物資産
（除土地等） 土地等 金融資産 10億円 名目GDP

比　率
1955 51,422.0 5.78 32.6 30.6 36.8 32,704.7 3.68
1956 60,322.2 6.02 31.8 29.8 38.4 37,103.0 3.70
1957 68,244.2 5.91 29.8 29.9 40.3 40,481.3 3.51
1958 76,193.1 6.21 27.0 30.6 42.4 43,752.0 3.57
1959 89,131.9 6.36 25.5 30.2 44.4 49,584.9 3.54
1960 107,840.0 6.34 23.7 31.7 44.6 59,819.6 3.51
1961 133,283.4 6.48 23.5 31.0 45.6 72,297.0 3.52
1962 156,357.7 6.70 22.3 31.3 46.4 83,461.1 3.58
1963 183,270.6 6.86 21.8 29.3 48.9 92,923.6 3.48
1964 213,870.8 6.81 21.5 29.1 49.4 107,292.4 3.42
1965 241,570.7 6.91 21.2 27.9 50.9 118,028.4 3.38
1966 280,648.7 6.92 21.2 27.8 51.0 137,212.2 3.38
1967 333,694.7 7.02 21.0 28.2 50.8 163,842.2 3.45
1968 394,566.2 7.01 20.7 29.4 49.9 197,671.5 3.51
1969 476,211.0 7.20 20.6 30.0 49.4 241,579.4 3.65

499,408.6 7.55 19.6 28.6 51.7 241,682.8 3.65
1970 590,573.4 7.57 20.5 29.4 50.1 296,467.3 3.80
1971 702,445.3 8.19 20.0 29.8 50.2 352,859.8 4.11
1972 932,810.6 9.50 18.8 31.5 49.7 473,379.9 4.82
1973 1,178,254.6 9.85 20.6 32.0 47.4 624,072.1 5.22
1974 1,300,905.2 9.12 23.4 29.1 47.5 685,723.9 4.81
1975 1,438,800.4 9.12 23.1 28.1 48.7 739,585.8 4.69
1976 1,627,933.8 9.19 23.3 26.6 50.1 814,906.7 4.60
1977 1,781,916.0 9.03 23.2 26.0 50.8 883,505.2 4.48
1978 2,031,898.0 9.35 22.3 25.9 51.7 989,289.6 4.55
1979 2,335,455.9 9.92 22.7 27.0 50.3 1,166,035.8 4.95
1980 2,642,194.0 10.35 22.4 28.2 49.4 1,339,614.4 5.25

2,864,276.8 11.22 21.2 26.1 52.7 1,363,008.4 5.34
1981 3,160,372.8 11.54 20.0 26.7 53.3 1,484,720.7 5.42
1982 3,416,324.6 11.87 19.3 26.5 54.2 1,575,452.3 5.47
1983 3,699,899.5 12.30 18.2 25.5 56.3 1,629,378.0 5.42
1984 4,006,993.9 12.56 17.5 24.4 58.1 1,699,381.1 5.33
1985 4,377,491.7 12.88 16.5 24.3 59.2 1,811,019.5 5.33
1986 5,094,260.6 14.27 14.4 26.3 59.3 2,113,913.1 5.92
1987 5,962,689.6 15.98 13.0 29.4 57.6 2,579,662.1 6.91
1988 6,716,329.3 16.75 12.2 28.9 58.9 2,836,726.9 7.07
1989 7,710,418.9 17.96 11.9 29.4 58.7 3,231,062.4 7.53
1990 7,936,547.0 17.18 12.6 31.2 56.1 3,531,467.2 7.64
1991 7,987,085.8 16.24 13.4 28.7 57.8 3,422,746.4 6.96
1992 7,804,398.3 15.48 14.3 26.6 59.1 3,265,515.1 6.48
1993 7,903,074.8 15.66 14.3 25.1 60.6 3,192,859.5 6.33
1994 8,044,314.4 15.74 14.3 23.9 61.8 3,150,014.4 6.17

8,599,526.3 16.83 18.8 22.9 58.2 3,671,951.7 7.19
1995 8,738,157.0 16.75 18.8 21.6 59.6 3,617,050.6 6.93
1996 8,913,942.3 16.64 19.2 20.8 60.0 3,665,584.7 6.84
1997 9,046,789.9 16.64 19.3 20.1 60.6 3,688,583.5 6.79
1998 9,102,612.8 16.97 19.2 19.2 61.6 3,628,751.2 6.76
1999 9,321,407.0 17.65 18.8 17.9 63.3 3,507,170.9 6.64
2000 9,209,077.6 17.20 19.3 17.2 63.5 3,494,809.8 6.53
2001 9,022,142.3 16.97 19.6 16.6 63.9 3,440,413.9 6.47
2002 8,876,598.4 16.92 19.8 15.9 64.3 3,346,758.1 6.38
2003 8,963,281.9 17.11 19.8 14.9 65.3 3,285,006.8 6.27
2004 8,997,050.0 16.99 20.0 14.2 65.8 3,258,914.1 6.16
2005 9,383,038.3 17.62 19.5 13.4 67.1 3,269,476.1 6.14
2006 9,422,066.1 17.61 19.8 13.5 66.6 3,359,820.4 6.28
2007 9,288,605.7 17.22 20.6 14.1 65.4 3,469,616.5 6.43
2008 8,914,760.2 16.89 21.7 14.5 63.8 3,455,035.1 6.55
2009 8,810,874.2 17.80 21.2 14.1 64.8 3,373,238.4 6.82
2010 8,839,145.8 17.48 21.0 13.6 65.3 3,322,230.9 6.57
2011 8,809,884.0 17.71 21.0 13.3 65.6 3,293,039.1 6.62
2012 9,016,210.7 18.02 20.4 12.8 66.8 3,298,061.0 6.59
2013 9,572,789.9 18.82 19.7 11.9 68.4 3,354,625.3 6.59
2014 10,014,147.4 19.30 19.3 11.5 69.3 3,430,080.6 6.61
2015 10,292,858.7 19.13 18.9 11.2 69.9 3,426,254.9 6.37
2016 10,589,925.6 19.45 18.4 11.2 70.4 3,471,881.1 6.38
2017 11,038,075.8 19.96 18.0 10.9 71.1 3,520,415.1 6.37
2018 11,034,279.2 19.84 18.3 11.1 70.6 3,589,594.4 6.45
2019 11,361,665.6 20.34 18.2 11.0 70.8 3,679,188.5 6.59
2020 11,891,902.8 22.10 17.3 10.5 72.2 3,668,474.0 6.82

（備考）１．�1955年末から1969年末残高（上段）は「長期遡及推計国民経済計算報告（昭和30年～平成10年）（1990年基準・
68SNA）」による。1969年末（下段）から1980年末残高（上段）は「平成10年度国民経済計算（1990年基準・
68SNA）」による。推計方法が異なるため、1969年末の計数は異なる。1980年末（下段）から1994年末残高（上段）
は「平成21年度国民経済計算（1990年基準・93SNA）」及び「支出側GDP系列簡易遡及（2011年基準・08SNA）」
による。推計方法が異なるため、1980年末の計数は異なる。1994年末（下段）以降は、「2020年度国民経済計算

（2015年基準・08SNA）」による。推計方法が異なるため、1994年末の計数は異なる。
２．土地等には、土地、鉱物・エネルギー資源、非育成生物資源を含む。
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家計（1/1）
個人消費 賃金 住宅

家計貯蓄率
新車新規登録・

届出台数
（乗用車）

乗用車保有台数
（100世帯当たり）

（年度末値）
春季賃上げ率 現金給与総額

伸び率 新設着工戸数

暦年 ％ 台 台 ％ ％ 千戸 前年比
1957 12.6 － － － － 321 4.0
1958 12.3 49,236 － － － 338 5.3
1959 13.7 73,050 － － － 381 12.6
1960 14.5 145,227 － － － 424 11.5
1961 15.9 229,057 － － － 536 26.4
1962 15.6 259,269 － － － 586 9.4
1963 14.9 371,076 － － － 689 17.5
1964 15.4 493,536 － － － 751 9.1
1965 15.8 586,287 － 10.6 － 843 12.1
1966 15.0 740,259 9.8 10.6 － 857 1.7
1967 14.1 1,131,337 13.3 12.5 － 991 15.7
1968 16.9 1,569,404 17.6 13.6 － 1,202 21.2
1969 17.1 2,036,677 22.6 15.8 － 1,347 12.1
1970 17.7 2,379,137 26.8 18.5 － 1,485 10.2
1971 17.8 2,402,757 32.0 16.9 － 1,464 -1.4
1972 18.2 2,627,087 38.8 15.3 － 1,808 23.5
1973 20.4 2,953,026 42.3 20.1 － 1,905 5.4
1974 23.2 2,286,795 45.0 32.9 － 1,316 -30.9
1975 22.8 2,737,641 47.2 13.1 － 1,356 3.1
1976 23.2 2,449,429 55.0 8.8 － 1,524 12.4
1977 21.8 2,500,095 55.6 8.8 － 1,508 -1.0
1978 20.8 2,856,710 60.8 5.9 － 1,549 2.7
1979 18.2 3,036,873 64.1 6.0 － 1,493 -3.6
1980 17.7 2,854,175 64.9 6.74 － 1,269 -15.0
1981 18.6 2,866,695 71.7 7.68 － 1,152 -9.2
1982 17.3 3,038,272 76.4 7.01 － 1,146 -0.5
1983 16.8 3,135,611 79.2 4.40 － 1,137 -0.8
1984 16.7 3,095,554 83.6 4.46 － 1,187 4.4
1985 16.2 3,252,299 84.5 5.03 － 1,236 4.1
1986 15.4 3,322,888 91.3 4.55 － 1,365 10.4
1987 13.7 3,477,770 94.5 3.56 － 1,674 22.7
1988 14.2 3,980,958 104.1 4.43 － 1,685 0.6
1989 14.1 4,760,094 108.0 5.17 － 1,663 -1.3
1990 13.5 5,575,234 112.3 5.94 － 1,707 2.7
1991 15.1 5,416,437 114.2 5.65 － 1,370 -19.7
1992 14.7 5,097,467 116.1 4.95 4.4 1,403 2.4
1993 14.2 4,805,543 116.2 3.89 2.0 1,486 5.9
1994 12.3 4,860,586 118.6 3.13 0.3 1,570 5.7
1995 11.1 5,119,052 121.0 2.83 1.5 1,470 -6.4
1996 9.5 5,394,616 125.1 2.86 1.1 1,643 11.8
1997 9.7 5,182,296 127.8 2.90 1.1 1,387 -15.6
1998 11.1 4,647,978 126.7 2.66 1.6 1,198 -13.6
1999 9.6 4,656,901 130.7 2.21 -1.3 1,215 1.4
2000 8.0 4,803,573 132.7 2.06 -1.5 1,230 1.3
2001 4.2 4,790,044 137.3 2.01 0.1 1,174 -4.6
2002 2.7 4,790,493 143.8 1.66 -1.6 1,151 -1.9
2003 2.3 4,715,991 142.3 1.63 -2.9 1,160 0.8
2004 2.0 4,768,131 134.3 1.67 -0.7 1,189 2.5
2005 2.7 4,748,409 139.1 1.71 -0.5 1,236 4.0
2006 3.2 4,641,732 140.2 1.79 0.8 1,290 4.4
2007 3.3 4,400,299 140.3 1.87 0.2 1,061 -17.8
2008 3.4 4,227,643 137.0 1.99 -0.9 1,094 3.1
2009 4.5 3,923,741 139.4 1.83 -0.3 788 -27.9
2010 3.3 4,212,267 136.9 1.82 -3.8 813 3.1
2011 3.6 3,524,788 141.8 1.83 0.6 834 2.6
2012 2.2 4,572,332 138.4 1.78 -0.3 883 5.8
2013 -0.1 4,562,150 128.6 1.80 -0.8 980 11.0
2014 -1.3 4,699,462 129.2 2.19 -0.2 892 -9.0
2015 -0.4 4,215,799 131.1 2.38 0.5 909 1.9
2016 1.4 4,146,403 125.2 2.14 0.1 967 6.4
2017 1.0 4,386,315 128.4 2.11 0.6 965 -0.3
2018 1.1 4,391,089 126.3 2.26 0.4 942 -2.3
2019 2.8 4,301,012 125.7 2.18 1.4 905 -4.0
2020 11.8 3,809,896 126.9 2.00 -0.4 815 -9.9
2021 9.7 3,675,650 127.2 1.86 0.3 856 5.0

2019年1－3月 － 1,072,827 － － -0.9 949 5.2
2019年4－6月 － 1,147,804 － － -0.1 920 -4.7
2019年7－9月 － 1,171,103 － － -0.3 894 -5.4
2019年10－12月 － 910,362 － － -0.1 865 -9.4
2020年1－3月 － 961,780 － － 0.7 857 -9.9
2020年4－6月 － 769,022 － － -1.7 799 -12.4
2020年7－9月 － 1,011,058 － － -1.2 806 -10.1
2020年10－12月 － 1,038,352 － － -2.1 805 -7.0
2021年1－3月 － 996,935 － － -0.3 835 -1.6
2021年4－6月 － 981,398 － － 1.0 865 8.1
2021年7－9月 － 862,127 － － 0.5 867 7.2
2021年10－12月 － 836,947 － － 0.0 855 6.1
2022年1－3月 － 825,176 － － 1.2（P） 873 4.9
2022年4－6月 － P� 841,904 － － － － －

（備考）1．内閣府「国民経済計算」、「消費動向調査」、日本自動車販売協会連合会及び全国軽自動車協会連合会資料、厚生労働
省「毎月勤労統計調査」（事業所規模5人以上）による。四半期の数値は前年同期比。Pは速報値。

2．春闘賃上げ率は厚生労働省調べ（主要企業）。79年以前は単純平均、80年以降は加重平均。
3．現金給与総額は本系列、事業所規模5人以上。
4．新設着工戸数は国土交通省「建築着工統計」による。四半期別の戸数は年率季節調整値による。
5．家計貯蓄率は、1979年までは68SNA、1980年より93SNA、1994年より08SNAによる。乗用車保有台数は「消費動向調査」の一般世帯の値。
6．新車新規登録・届出台数は、1985～2002年まで登録ナンバーベース、2003年以降はナンバーべースの値。四半期はナ

ンバーべース、内閣府による季節調整値。
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企業（1/2）
設備投資 鉱工業指数

設備投資名目
GDP比率 生産指数 出荷指数 在庫指数

暦年 ％ 2015年＝100 前年比 2015年＝100 前年比 2015年＝100 前年比
1960 18.2 13.6 24.8 13.4 22.9 13.4 24.3
1961 20.2 16.4 19.4 15.8 18.0 17.5 31.7
1962 19.2 17.7 8.3 17.2 8.2 20.9 20.6
1963 18.1 19.7 10.1 19.0 10.5 21.7 5.5
1964 18.3 22.8 15.7 21.8 15.0 25.9 19.4
1965 15.7 23.7 3.7 22.8 4.1 27.8 6.9
1966 15.8 26.9 13.2 25.9 13.7 28.3 2.2
1967 17.8 32.1 19.4 30.5 17.5 33.4 18.1
1968 18.7 37.0 17.7 35.3 16.2 40.7 25.3
1969 20.2 42.9 16.0 41.1 16.4 47.5 16.8
1970 21.0 48.9 13.8 46.4 13.0 58.1 22.5
1971 19.0 50.1 2.6 47.8 3.1 63.6 9.1
1972 17.5 53.7 7.3 52.0 8.6 60.4 -4.9
1973 18.5 61.7 17.5 59.4 15.4 62.4 3.7
1974 18.4 59.2 -4.0 56.2 -5.3 89.4 43.2
1975 16.4 52.7 -11.0 52.0 -7.5 81.5 -8.9
1976 15.1 58.7 11.1 57.4 10.3 87.4 7.3
1977 14.1 61.1 4.1 59.6 3.9 90.2 3.0
1978 13.7 64.9 6.2 63.1 5.8 87.7 -2.9
1979 14.9 69.7 7.3 67.4 6.7 90.6 3.3
1980 16.0 73.0 4.7 69.3 2.9 98.2 8.3
1981 15.7 73.7 1.0 69.7 0.6 94.7 -3.6
1982 15.3 74.0 0.3 69.3 -0.7 93.1 -1.5
1983 14.6 76.1 3.6 71.6 3.5 87.8 -5.2
1984 15.0 83.4 9.4 77.4 8.2 94.6 7.6
1985 16.5 86.4 3.7 80.2 3.4 98.0 3.5
1986 16.5 86.2 -0.2 80.6 0.5 96.8 -1.2
1987 16.4 89.2 3.4 83.7 3.9 93.9 -3.0
1988 17.7 97.8 9.5 91.2 8.7 98.9 5.4
1989 19.3 103.5 5.8 96.5 5.9 107.1 8.3
1990 20.0 107.7 4.1 101.3 4.8 106.4 -0.7
1991 20.1 109.5 1.7 102.7 1.5 120.7 13.4
1992 18.3 102.8 -6.1 97.5 -5.1 119.6 -0.8
1993 16.3 98.8 -4.5 94.7 -3.7 117.3 -3.5
1994 15.7 99.9 0.9 95.6 0.9 111.8 -4.6
1995 16.2 103.0 3.2 98.0 2.6 118.0 5.5
1996 16.5 105.4 2.3 100.7 2.7 117.6 -0.3
1997 16.8 109.2 3.6 104.7 4.0 124.7 6.0
1998 16.6 101.7 -7.2 98.8 -6.6 114.7 -7.4
1999 15.7 101.9 0.2 99.9 1.1 106.8 -6.9
2000 16.3 107.8 5.7 105.8 5.8 109.0 2.1
2001 16.0 100.5 -6.8 99.0 -6.3 108.2 -0.7
2002 15.0 99.3 -1.3 98.8 -0.2 99.5 -8.0
2003 15.0 102.2 3.3 102.2 4.0 96.7 -2.4
2004 15.1 107.1 4.9 107.2 4.8 96.6 -0.1
2005 16.2 108.6 1.3 108.7 1.4 101.1 4.8
2006 16.5 113.4 4.5 113.7 4.6 104.7 3.5
2007 16.5 116.7 2.8 117.1 3.1 106.0 1.3
2008 16.4 112.7 -3.4 112.4 -3.2 113.2 4.8
2009 14.8 88.1 -21.9 88.0 -21.7 93.3 -17.6
2010 14.2 101.8 15.6 101.6 15.5 95.5 2.4
2011 14.9 98.9 -2.8 97.8 -3.7 97.5 2.0
2012 15.2 99.6 0.6 99.0 1.2 102.6 5.2
2013 15.4 99.2 -1.3 100.7 -0.5 94.7 -5.0
2014 15.9 101.2 2.0 101.4 0.7 100.3 5.9
2015 16.2 100.0 -1.2 100.0 -1.4 98.0 -2.3
2016 15.9 100.0 0.0 99.7 -0.3 94.9 -3.2
2017 16.1 103.1 3.1 102.2 2.5 98.8 4.1
2018 16.5 104.2 1.1 103.0 0.8 100.5 1.7
2019 16.5 101.1 -3.0 100.2 -2.7 101.7 1.2
2020 16.0 90.6 -10.4 89.6 -10.6 93.2 -8.4
2021 16.0 95.7 5.6 93.7 4.6 97.8 4.9

2016年1-3月 15.8 99.7 -1.0 99.4 -1.7 100.4 0.2
2016年4-6月 15.9 99.0 -1.0 98.8 -1.1 100.1 1.2
2016年7-9月 15.9 100.3 0.3 99.8 -0.4 100.0 0.5
2016年10-12月 16.0 101.7 1.6 101.5 1.8 97.0 -3.2
2017年1-3月 16.1 101.3 2.4 100.7 2.1 98.9 -1.4
2017年4-6月 16.1 103.2 4.4 102.3 3.8 99.0 -1.0
2017年7-9月 16.1 103.2 2.5 102.4 2.3 99.1 -1.0
2017年10-12月 16.2 104.4 3.1 103.1 2.1 101.1 4.1
2018年1-3月 16.4 103.5 1.7 102.2 0.8 103.6 5.1
2018年4-6月 16.6 104.3 1.3 103.6 1.6 101.6 2.5
2018年7-9月 16.3 103.6 0.1 102.4 -0.3 102.0 3.5
2018年10-12月 16.7 105.0 1.3 103.4 1.1 102.9 1.7
2019年1-3月 16.6 102.8 -1.7 101.6 -1.6 103.4 0.2
2019年4-6月 16.5 102.8 -2.2 101.4 -2.6 104.4 3.0
2019年7-9月 16.9 101.7 -1.1 101.3 -0.2 103.3 0.9
2019年10-12月 16.1 98.0 -6.8 97.3 -6.5 104.0 1.2
2020年1-3月 16.5 98.0 -4.7 96.8 -5.2 105.1 2.8
2020年4-6月 16.4 81.5 -20.3 80.4 -20.3 100.8 -3.3
2020年7-9月 15.5 88.8 -13.0 87.8 -13.5 97.6 -5.7
2020年10-12月 15.5 93.9 -3.5 93.0 -3.5 96.0 -8.4
2021年1-3月 15.7 96.3 -1.2 94.5 -1.5 94.5 -10.0
2021年4-6月 16.1 96.5 19.8 95.3 18.6 95.7 -5.1
2021年7-9月 16.0 94.7 5.4 92.2 3.9 97.9 0.4
2021年10-12月 16.1 94.9 0.9 92.4 0.0 99.9 4.9
2022年1-3月 16.1 95.7 -0.6 92.9 -1.8 100.9 6.8

（備考）1．設備投資名目GDP比率は内閣府「四半期別GDP速報」、鉱工業指数は経済産業省「鉱工業指数」による。
2．鉱工業指数の前年比は、原指数の前年同期比。
3．生産、出荷及び在庫の四半期の指数は、季節調整値。在庫指数は、期末値。

長
期
経
済
統
計

長期経済統計
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企業（2/2）
鉱工業指数 第3次産業

活動指数

企業収益 倒産

在庫率指数 製造工業
稼働率指数 経常利益 売上高経常

利益率
銀行取引停止
処分者件数

暦年 2015年＝100 2015年＝100 2010年＝100 前年比 ％ 件
1955 － － － 32.5 2.8 －
1956 － － － 59.3 3.4 －
1957 － － － 9.6 3.1 －
1958 － － － -22.7 2.4 －
1959 － － － 76.8 3.5 －
1960 － － － 40.7 3.8 －
1961 － － － 20.2 3.6 －
1962 － － － -1.9 3.2 －
1963 － － － 25.5 3.3 －
1964 － － － 10.6 2.9 －
1965 － － － -4.5 2.5 10,152
1966 － － － 42.2 3.0 11,058
1967 － － － 39.4 3.3 13,683
1968 67.6 - － 19.5 3.4 13,240
1969 68.5 － － 30.2 3.6 10,658
1970 72.2 － － 13.7 3.4 11,589
1971 83.2 － － -17.4 2.6 11,489
1972 76.8 － － 30.3 2.9 9,544
1973 64.8 － － 78.9 3.8 10,862
1974 89.6 － － -27.3 2.2 13,605
1975 101.2 － － -32.6 1.4 14,477
1976 90.0 － － 72.9 2.1 16,842
1977 91.3 － － 8.0 2.1 18,741
1978 84.0 113.4 － 34.3 2.6 15,526
1979 77.6 120.1 － 31.9 3.0 14,926
1980 84.4 120.3 － 10.0 2.8 16,635
1981 88.4 114.8 － -8.2 2.4 15,683
1982 88.8 111.4 － -4.4 2.2 14,824
1983 84.5 112.9 － 12.3 2.4 15,848
1984 82.2 119.4 － 17.9 2.6 16,976
1985 85.7 119.6 － 3.9 2.6 15,337
1986 87.3 114.2 － -1.6 2.5 13,578
1987 82.2 114.2 － 27.6 3.0 9,040
1988 77.8 120.8 － 25.6 3.4 7,819
1989 79.9 123.2 － 14.7 3.7 5,550
1990 78.9 124.5 － -6.9 3.1 5,292
1991 84.3 121.9 － -8.8 2.7 9,066
1992 92.5 111.9 － -26.2 2.0 10,728
1993 93.6 106.2 － -12.1 1.8 10,352
1994 89.9 105.8 － 11.9 1.9 10,246
1995 91.4 108.5 － 10.9 2.0 10,742
1996 92.3 109.6 － 21.9 2.4 10,722
1997 91.5 113.3 － 4.8 2.5 12,048
1998 100.9 104.8 － -26.4 1.9 13,356
1999 92.3 104.5 － 17.7 2.3 10,249
2000 89.5 109.1 － 33.7 3.0 12,160
2001 98.7 100.8 － -15.5 2.5 11,693
2002 91.2 101.9 － -0.7 2.7 10,730
2003 86.8 106.4 － 12.6 3.0 8,189
2004 83.0 111.3 － 27.7 3.6 6,374
2005 85.2 112.7 － 11.8 3.9 5,489
2006 85.3 115.8 － 9.1 4.0 5,227
2007 85.4 116.8 － 3.6 4.0 5,257
2008 93.6 111.5 － -26.3 3.0 5,687
2009 112.6 83.6 － -35.3 2.3 4,568
2010 88.5 100.0 － 68.1 3.5 3,134
2011 95.7 95.7 － -6.0 3.4 2,609
2012 100.2 97.8 － 8.8 3.8 2,390
2013 95.7 97.3 100.2 19.7 4.6 1,820
2014 97.2 102.8 99.6 10.9 5.0 1,465
2015 100.0 100.0 100.0 7.5 5.4 1,236
2016 101.0 98.5 100.6 1.5 5.5 1,062
2017 100.6 102.3 101.5 13.2 5.9 899
2018 104.6 103.1 102.8 3.7 5.9 762
2019 109.6 99.9 103.1 -3.5 5.7 751
2020 124.8 87.1 96.0 -27.3 4.7 432
2021 112.3 94.3 97.1 41.8 6.3 215

2016年4-6月 102.6 96.9 100.1 -10.0 5.1 276
2016年7-9月 101.6 98.6 100.6 11.5 5.9 272
2016年10-12月 98.0 100.4 100.7 16.9 6.1 239
2017年1-3月 100.2 100.7 100.8 26.6 6.0 237
2017年4-6月 100.3 102.8 101.6 22.6 5.9 242
2017年7-9月 99.6 102.5 101.6 5.5 5.9 219
2017年10-12月 102.6 103.8 102.0 0.9 5.9 201
2018年1-3月 104.3 102.2 102.2 0.2 5.8 195
2018年4-6月 104.0 103.3 102.9 17.9 6.6 195
2018年7-9月 105.0 101.9 102.5 2.2 5.7 199
2018年10-12月 105.6 104.7 103.4 -7.0 5.3 173
2019年1-3月 105.9 101.6 103.5 10.3 6.2 173
2019年4-6月 107.3 102.1 103.6 -12.0 5.6 217
2019年7-9月 109.3 100.2 104.4 -5.3 5.7 185
2019年10-12月 114.6 95.6 101.2 -4.6 5.4 176
2020年1-3月 117.1 94.6 100.1 -28.4 4.9 187
2020年4-6月 142.1 75.3 90.0 -46.6 3.2 127
2020年7-9月 124.0 85.1 95.8 -28.4 4.9 67
2020年10-12月 114.6 92.6 98.0 -0.7 5.7 51
2021年1-3月 109.7 95.4 97.0 26.0 6.3 46
2021年4-6月 109.1 95.3 97.3 93.9 6.4 45
2021年7-9月 114.2 90.5 96.8 35.1 6.0 71
2021年10-12月 115.6 94.7 98.3 24.7 6.7 53
2022年1-3月 118.2 93.2 97.4 13.7 6.6 63

（備考）1．鉱工業指数及び第3次産業活動指数は、経済産業省「鉱工業指数」「第3次産業活動指数」による。斜
字体は速報値。

2．在庫率指数は、季節調整済期末値。在庫率指数及び第3次産業活動指数の四半期の指数は季節調整値。
3．企業収益は財務省「法人企業統計季報」による。全規模・全産業（除く金融業、保険業）ベース。
4．四半期の売上高経常利益率は季節調整値。
5．銀行取引停止処分者件数は全国銀行協会「全国法人取引停止処分者の負債状況」による。
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人口・雇用（1/2）
人　　口 雇　　用

総人口 平均世帯人員 合計特殊出生率 労働力人口 労働力人口比率
暦年 万人 人 人 万人 ％
1960 9,342 4.13 2.00 4,511 69.2
1961 9,429 3.97 1.96 4,562 69.1
1962 9,518 3.95 1.98 4,614 68.3
1963 9,616 3.81 2.00 4,652 67.1
1964 9,718 3.83 2.05 4,710 66.1
1965 9,828 3.75 2.14 4,787 65.7
1966 9,904 3.68 1.58 4,891 65.8
1967 10,020 3.53 2.23 4,983 65.9
1968 10,133 3.50 2.13 5,061 65.9
1969 10,254 3.50 2.13 5,098 65.5
1970 10,372 3.45 2.13 5,153 65.4
1971 10,515 3.38 2.16 5,186 65.0
1972 10,760 3.32 2.14 5,199 64.4
1973 10,910 3.33 2.14 5,326 64.7
1974 11,057 3.33 2.05 5,310 63.7
1975 11,194 3.35 1.91 5,323 63.0
1976 11,309 3.27 1.85 5,378 63.0
1977 11,417 3.29 1.80 5,452 63.2
1978 11,519 3.31 1.79 5,532 63.4
1979 11,616 3.30 1.70 5,596 63.4
1980 11,706 3.28 1.75 5,650 63.3
1981 11,790 3.24 1.74 5,707 63.3
1982 11,873 3.25 1.77 5,774 63.3
1983 11,954 3.25 1.80 5,889 63.8
1984 12,031 3.19 1.81 5,927 63.4
1985 12,105 3.22 1.76 5,963 63.0
1986 12,166 3.22 1.72 6,020 62.8
1987 12,224 3.19 1.69 6,084 62.6
1988 12,275 3.12 1.66 6,166 62.6
1989 12,321 3.10 1.57 6,270 62.9
1990 12,361 3.05 1.54 6,384 63.3
1991 12,410 3.04 1.53 6,505 63.8
1992 12,457 2.99 1.50 6,578 64.0
1993 12,494 2.96 1.46 6,615 63.8
1994 12,527 2.95 1.50 6,645 63.6
1995 12,557 2.91 1.42 6,666 63.4
1996 12,586 2.85 1.43 6,711 63.5
1997 12,616 2.79 1.39 6,787 63.7
1998 12,647 2.81 1.38 6,793 63.3
1999 12,667 2.79 1.34 6,779 62.9
2000 12,693 2.76 1.36 6,766 62.4
2001 12,732 2.75 1.33 6,752 62.0
2002 12,749 2.74 1.32 6,689 61.2
2003 12,769 2.76 1.29 6,666 60.8
2004 12,779 2.72 1.29 6,642 60.4
2005 12,777 2.68 1.26 6,651 60.4
2006 12,790 2.65 1.32 6,664 60.4
2007 12,803 2.63 1.34 6,684 60.4
2008 12,808 2.63 1.37 6,674 60.2
2009 12,803 2.62 1.37 6,650 59.9
2010 12,806 2.59 1.39 6,632 59.6
2011 12,783 2.58 1.39 6,596 59.3
2012 12,759 2.57 1.41 6,565 59.1
2013 12,741 2.51 1.43 6,593 59.3
2014 12,724 2.49 1.42 6,609 59.4
2015 12,709 2.49 1.45 6,625 59.6
2016 12,704 2.47 1.44 6,678 60.0
2017 12,692 2.47 1.43 6,732 60.5
2018 12,675 2.44 1.42 6,849 61.5
2019 12,656 2.39 1.36 6,912 62.1
2020 12,615 － 1.33 6,902 62.0
2021 12,550 － P 1.30 6,907 62.1

2019年1-3月 12,664 － － 6,851 61.5
2019年4-6月 12,660 － － 6,928 62.2
2019年7-9月 12,663 － － 6,945 62.3
2019年10-12月 12,656 － － 6,915 62.3
2020年1-3月 12,639 － － 6,857 61.9
2020年4-6月 12,634 － － 6,845 61.8
2020年7-9月 12,626 － － 6,878 62.1
2020年10-12月 12,615 － － 6,934 62.2
2021年1-3月 12,607 － － 6,883 61.8
2021年4-6月 12,585 － － 6,928 62.3
2021年7-9月 12,568 － － 6,934 62.4
2021年10-12月 12,550 － － 6,883 62.0
2022年1-3月 12,531 － － 6,844 61.9
2022年4-6月 P 12,519 － － － －

（備考）1．総務省「人口推計」、「労働力調査（基本集計）」、厚生労働省「国民生活基礎調査」、
「人口動態統計」により作成。

2．総人口は各年10月1日現在。四半期の数値は各期首月1日現在。Pは概算値。
3．平均世帯人員については95年は兵庫県を除いたものである。
4．「労働力調査」については72年以前は沖縄を含まない。
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人口・雇用（2/2）
雇　　　　用 労働時間

就業者数 雇用者数 雇用者比率 完全失業者数 完全失業率 有効求人倍率 総実労働時間
暦年 万人 万人 ％ 万人 ％ 倍 時間
1959 4,335 2,250 51.9 98 2.2 － －
1960 4,436 2,370 53.4 75 1.7 － －
1961 4,498 2,478 55.1 66 1.4 － －
1962 4,556 2,593 56.9 59 1.3 － －
1963 4,595 2,672 58.2 59 1.3 0.70 －
1964 4,655 2,763 59.4 54 1.1 0.80 －
1965 4,730 2,876 60.8 57 1.2 0.64 －
1966 4,827 2,994 62.0 65 1.3 0.74 －
1967 4,920 3,071 62.4 63 1.3 1.00 －
1968 5,002 3,148 62.9 59 1.2 1.12 －
1969 5,040 3,199 63.5 57 1.1 1.30 －
1970 5,094 3,306 64.9 59 1.1 1.41 2,239.2
1971 5,121 3,412 66.6 64 1.2 1.12 2,217.6
1972 5,126 3,465 67.6 73 1.4 1.16 2,205.6
1973 5,259 3,615 68.7 68 1.3 1.76 2,184.0
1974 5,237 3,637 69.4 73 1.4 1.20 2,106.0
1975 5,223 3,646 69.8 100 1.9 0.61 2,064.0
1976 5,271 3,712 70.4 108 2.0 0.64 2,094.0
1977 5,342 3,769 70.6 110 2.0 0.56 2,096.4
1978 5,408 3,799 70.2 124 2.2 0.56 2,102.4
1979 5,479 3,876 70.7 117 2.1 0.71 2,114.4
1980 5,536 3,971 71.7 114 2.0 0.75 2,108.4
1981 5,581 4,037 72.3 126 2.2 0.68 2,101.2
1982 5,638 4,098 72.7 136 2.4 0.61 2,096.4
1983 5,733 4,208 73.4 156 2.6 0.60 2,097.6
1984 5,766 4,265 74.0 161 2.7 0.65 2,115.6
1985 5,807 4,313 74.3 156 2.6 0.68 2,109.6
1986 5,853 4,379 74.8 167 2.8 0.62 2,102.4
1987 5,911 4,428 74.9 173 2.8 0.70 2,110.8
1988 6,011 4,538 75.5 155 2.5 1.01 2,110.8
1989 6,128 4,679 76.4 142 2.3 1.25 2,088.0
1990 6,249 4,835 77.4 134 2.1 1.40 2,052.0
1991 6,369 5,002 78.5 136 2.1 1.40 2,016.0
1992 6,436 5,119 79.5 142 2.2 1.08 1,971.6
1993 6,450 5,202 80.7 166 2.5 0.76 1,912.8
1994 6,453 5,236 81.1 192 2.9 0.64 1,904.4
1995 6,457 5,263 81.5 210 3.2 0.63 1,909.2
1996 6,486 5,322 82.1 225 3.4 0.70 1,918.8
1997 6,557 5,391 82.2 230 3.4 0.72 1,899.6
1998 6,514 5,368 82.4 279 4.1 0.53 1,879.2
1999 6,462 5,331 82.5 317 4.7 0.48 1,842.0
2000 6,446 5,356 83.1 320 4.7 0.59 1,858.8
2001 6,412 5,369 83.7 340 5.0 0.59 1,848.0
2002 6,330 5,331 84.2 359 5.4 0.54 1,837.2
2003 6,316 5,335 84.5 350 5.3 0.64 1,845.6
2004 6,329 5,355 84.6 313 4.7 0.83 1,839.6
2005 6,356 5,393 84.8 294 4.4 0.95 1,830.0
2006 6,389 5,478 85.7 275 4.1 1.06 1,843.2
2007 6,427 5,537 86.2 257 3.9 1.04 1,851.6
2008 6,409 5,546 86.5 265 4.0 0.88 1,836.0
2009 6,314 5,489 86.9 336 5.1 0.47 1,767.6
2010 6,298 5,500 87.3 334 5.1 0.52 1,797.6
2011 6,293 5,512 87.6 302 4.6 0.65 1,789.2
2012 6,280 5,513 87.8 285 4.3 0.80 1,808.4
2013 6,326 5,567 88.0 265 4.0 0.93 1,791.6
2014 6,371 5,613 88.1 236 3.6 1.09 1,789.2
2015 6,402 5,663 88.5 222 3.4 1.20 1,784.4
2016 6,470 5,755 88.9 208 3.1 1.36 1,782.0
2017 6,542 5,830 89.1 190 2.8 1.50 1,780.8
2018 6,682 5,954 89.1 167 2.4 1.61 1,768.8
2019 6,750 6,028 89.3 162 2.4 1.60 1,732.8
2020 6,710 6,005 89.5 192 2.8 1.18 1,684.8
2021 6,713 6,016 89.6 195 2.8 1.13 1,708.8

2018年7-9月 6,683 5,968 89.3 167 2.4 1.63 －
2018年10-12月 6,712 5,982 89.1 169 2.5 1.63 －
2019年1-3月 6,722 5,993 89.2 170 2.5 1.63 －
2019年4-6月 6,738 6,023 89.4 162 2.3 1.62 －
2019年7-9月 6,755 6,044 89.5 159 2.3 1.59 －
2019年10-12月 6,783 6,053 89.2 160 2.3 1.58 －
2020年1-3月 6,761 6,060 89.6 169 2.4 1.44 －
2020年4-6月 6,671 5,964 89.4 186 2.7 1.20 －
2020年7-9月 6,686 5,975 89.4 203 3.0 1.05 －
2020年10-12月 6,723 6,021 89.6 210 3.0 1.05 －
2021年1-3月 6,726 6,029 89.6 199 2.9 1.09 －
2021年4-6月 6,710 6,014 89.6 200 2.9 1.11 －
2021年7-9月 6,720 6,018 89.6 192 2.8 1.15 －
2021年10-12月 6,693 6,004 89.7 188 2.7 1.17 －
2022年1-3月 6,699 6,013 89.8 186 2.7 1.21 －

（備考）1．総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」、「毎月勤労統計調査」（事業所規模30人以上）により作成。
2．「労働力調査」については72年以前は沖縄県を含まない。
3．労働力調査の四半期の値は、各月の季節調整値の単純平均である。
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物価（1/1）
物　　価　　等

国内企業物価指数 消費者物価指数

暦年 2020年＝100 前年比 2020年＝100 前年比
1955 － － 16.5 -1.1
1956 － － 16.6 0.3
1957 － － 17.1 3.1
1958 － － 17.0 -0.4
1959 － － 17.2 1.0
1960 48.0 － 17.9 3.6
1961 48.5 1.2 18.9 5.3
1962 47.7 -1.8 20.1 6.8
1963 48.4 1.7 21.6 7.6
1964 48.5 0.0 22.5 3.9
1965 49.0 1.2 23.9 6.6
1966 50.1 2.2 25.1 5.1
1967 51.5 2.8 26.1 4.0
1968 52.0 1.0 27.6 5.3
1969 52.9 1.7 29.0 5.2
1970 54.7 3.4 30.9 7.7
1971 54.2 -0.9 32.9 6.3
1972 55.1 1.7 34.5 4.9
1973 63.8 15.7 38.6 11.7
1974 81.4 27.5 47.5 23.2
1975 83.6 2.8 53.1 11.7
1976 88.3 5.6 58.1 9.4
1977 91.2 3.3 62.8 8.1
1978 90.7 -0.5 65.5 4.2
1979 95.3 5.1 67.9 3.7
1980 109.6 15.0 73.2 7.7
1981 111.1 1.4 76.7 4.9
1982 111.6 0.4 78.9 2.8
1983 110.9 -0.6 80.3 1.9
1984 111.0 0.1 82.2 2.3
1985 110.2 -0.7 83.8 2.0
1986 105.0 -4.7 84.3 0.6
1987 101.7 -3.1 84.4 0.1
1988 101.2 -0.5 85.0 0.7
1989 103.0 1.8 86.9 2.3
1990 104.6 1.5 89.6 3.1
1991 105.7 1.0 92.6 3.3
1992 104.7 -0.9 94.1 1.6
1993 103.1 -1.5 95.4 1.3
1994 101.4 -1.6 96.0 0.7
1995 100.5 -0.9 95.9 -0.1
1996 98.9 -1.6 96.0 0.1
1997 99.5 0.6 97.7 1.8
1998 98.0 -1.5 98.3 0.6
1999 96.6 -1.4 98.0 -0.3
2000 96.6 0.0 97.3 -0.7
2001 94.4 -2.3 96.7 -0.7
2002 92.5 -2.0 95.8 -0.9
2003 91.6 -1.0 95.5 -0.3
2004 92.8 1.3 95.5 0.0
2005 94.3 1.6 95.2 -0.3
2006 96.4 2.2 95.5 0.3
2007 98.1 1.8 95.5 0.0
2008 102.6 4.6 96.8 1.4
2009 97.2 -5.2 95.5 -1.4
2010 97.1 -0.1 94.8 -0.7
2011 98.5 1.4 94.5 -0.3
2012 97.7 -0.8 94.5 0.0
2013 98.9 1.2 94.9 0.4
2014 102.1 3.2 97.5 2.7
2015 99.7 -2.3 98.2 0.8
2016 96.2 -3.5 98.1 -0.1
2017 98.4 2.3 98.6 0.5
2018 101.0 2.6 99.5 1.0
2019 101.2 0.2 100.0 0.5
2020 100.0 -1.2 100.0 0.0
2021 104.5 4.8 99.8 -0.2
2022 － － － －

2021年4-6月 103.4 4.3 99.3 -0.8
7-9月 105.6 5.8 99.8 -0.2

10-12月 108.0 8.4 100.0 0.5
2022年1-3月 110.3 9.2 100.7 0.9

（備考）1．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」による。
2．1969年以前の消費者物価指数は「持家の帰属家賃を除く総合」で

あり、2020年基準の総合指数とは接続しない。また、1970年以前
の上昇率は「持家の帰属家賃を除く総合」である。
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国際経済（1/3）
通関輸出入

輸出数量指数 輸入数量指数 製品輸入比率
暦年 2015年＝100 前年比、％ 2015年＝100 前年比、％ ％
1955 － － － － 11.9
1956 － － － － 15.9
1957 － － － － 22.9
1958 － － － － 21.7
1959 － － － － 21.5
1960 3.9 － 4.7 － 22.1
1961 4.1 5.1 6.0 27.7 24.5
1962 4.9 19.5 5.9 -1.7 25.9
1963 5.5 12.2 7.0 18.6 24.5
1964 6.8 23.6 8.0 14.3 25.8
1965 8.7 27.9 8.1 1.3 22.7
1966 10.1 16.1 9.4 16.0 22.8
1967 10.4 3.0 11.5 22.3 26.8
1968 12.8 23.1 12.9 12.2 27.5
1969 15.2 18.8 15.0 16.3 29.5
1970 17.5 15.1 18.1 20.7 30.3
1971 20.9 19.4 18.1 0.0 28.6
1972 22.4 7.2 20.3 12.2 29.6
1973 23.5 4.9 26.1 28.6 30.6
1974 27.6 17.4 25.5 -2.3 23.7
1975 28.2 2.2 22.3 -12.5 20.3
1976 34.3 21.6 24.1 8.1 21.5
1977 37.3 8.7 24.8 2.9 21.5
1978 37.8 1.3 26.5 6.9 26.7
1979 37.3 -1.3 29.3 10.6 26.0
1980 43.7 17.2 27.7 -5.5 22.8
1981 48.2 10.3 27.0 -2.5 24.3
1982 47.1 -2.3 26.8 -0.7 24.9
1983 51.4 9.1 27.3 1.9 27.2
1984 59.5 15.8 30.1 10.3 29.8
1985 62.1 4.4 30.2 0.3 31.0
1986 61.7 -0.6 33.1 9.6 41.8
1987 61.8 0.2 36.2 9.4 44.1
1988 65.1 5.3 42.2 16.6 49.0
1989 67.5 3.7 45.6 8.1 50.3
1990 71.3 5.6 48.2 5.7 50.3
1991 73.1 2.5 50.0 3.7 50.8
1992 74.2 1.5 49.8 -0.4 50.2
1993 73.0 -1.6 52.0 4.4 52.0
1994 74.2 1.6 59.0 13.5 55.2
1995 77.0 3.8 66.3 12.4 59.1
1996 78.0 1.3 70.0 5.6 59.4
1997 87.1 11.7 71.2 1.7 59.3
1998 86.0 -1.3 67.4 -5.4 62.1
1999 87.8 2.1 73.9 9.6 62.5
2000 96.1 9.4 82.0 11.0 61.1
2001 87.0 -9.5 80.4 -2.0 61.4
2002 93.9 7.9 82.0 2.0 62.2
2003 98.5 4.9 87.8 7.1 61.4
2004 109.0 10.6 93.9 7.0 61.3
2005 109.9 0.8 96.6 2.9 58.5
2006 118.4 7.7 100.4 3.8 56.8
2007 124.1 4.8 100.2 -0.2 56.4
2008 122.2 -1.5 99.6 -0.6 50.1
2009 89.7 -26.6 85.3 -14.4 56.1
2010 111.4 24.2 97.1 13.9 55.0
2011 107.2 -3.8 99.6 2.6 51.6
2012 102.0 -4.8 102.0 2.4 50.9
2013 100.5 -1.5 102.3 0.3 51.7
2014 101.1 0.6 102.9 0.6 53.4
2015 100.0 -1.0 100.0 -2.8 61.6
2016 100.5 0.5 98.8 -1.2 66.0
2017 105.9 5.4 102.9 4.2 63.4
2018 107.7 1.7 105.8 2.8 61.9
2019 103.0 -4.3 104.6 -1.1 63.1
2020 90.9 -11.8 97.8 -6.4 66.7
2021 102.1 12.3 102.8 5.1 63.1

2020年1-3月 97.1 -4.4 96.5 -6.0 62.0
2020年4-6月 77.1 -20.7 99.6 3.2 68.7
2020年7-9月 88.4 14.8 95.1 -4.5 68.2
2020年10-12月 99.6 12.6 99.4 4.5 68.6
2021年1-3月 102.4 2.8 102.3 2.9 65.6
2021年4-6月 103.8 1.5 104.7 2.3 65.0
2021年7-9月 100.5 -3.2 102.8 -1.8 62.2
2021年10-12月 101.3 0.9 101.2 -1.6 60.4
2022年1-3月 101.5 0.2 103.8 2.6 59.8

（備考）1．財務省「貿易統計」による。
2．前年比、四半期の値については、内閣府試算値。
3．四半期の数値は季節調整値。伸び率は前期比。
4．Pは速報値を示す。
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国際経済（2/3）
通関輸出入 国際収支等

関税負担率 輸出円建て 
比率 貿易収支 輸出額 輸入額 円相場

暦年 ％ ％ 億円 億円 億円 円／ドル
1955 － － － － － 360.00
1956 － － － － － 360.00
1957 － － － － － 360.00
1958 － － － － － 360.00
1959 － － － － － 360.00
1960 － － － － － 360.00
1961 － － － － － 360.00
1962 － － － － － 360.00
1963 － － － － － 360.00
1964 － － － － － 360.00
1965 － － － － － 360.00
1966 － － 8,247 34,939 26,692 360.00
1967 － － 4,200 37,049 32,849 360.00
1968 － － 9,096 45,948 36,851 360.00
1969 － － 13,257 56,190 42,933 360.00
1970 － － 14,188 67,916 53,728 360.00
1971 6.6 － 26,857 81,717 54,860 347.83
1972 6.3 － 27,124 84,870 57,747 303.08
1973 5.0 － 10,018 98,258 88,240 272.18
1974 2.7 － 4,604 159,322 154,718 292.06
1975 2.9 － 14,933 162,503 147,570 296.84
1976 3.3 － 29,173 195,510 166,337 296.49
1977 3.8 － 45,647 211,833 166,187 268.32
1978 4.1 － 51,633 199,863 148,230 210.11
1979 3.1 － 3,598 222,958 219,360 219.47
1980 2.5 － 3,447 285,612 282,165 226.45
1981 2.5 － 44,983 330,329 285,346 220.83
1982 2.6 － 45,572 342,568 296,996 249.26
1983 2.5 － 74,890 345,553 270,663 237.61
1984 2.5 － 105,468 399,936 294,468 237.61
1985 2.6 － 129,517 415,719 286,202 238.05
1986 3.3 － 151,249 345,997 194,747 168.03
1987 3.4 － 132,319 325,233 192,915 144.52
1988 3.4 － 118,144 334,258 216,113 128.20
1989 2.9 － 110,412 373,977 263,567 138.11
1990 2.7 － 100,529 406,879 306,350 144.88
1991 3.3 － 129,231 414,651 285,423 134.59
1992 3.4 － 157,764 420,816 263,055 126.62
1993 3.6 － 154,816 391,640 236,823 111.06
1994 3.4 － 147,322 393,485 246,166 102.18
1995 3.1 － 123,445 402,596 279,153 93.97
1996 2.8 － 90,346 430,153 339,807 108.81
1997 2.5 － 123,709 488,801 365,091 120.92
1998 2.6 － 160,782 482,899 322,117 131.02
1999 2.4 － 141,370 452,547 311,176 113.94
2000 2.1 36.1 126,983 489,635 362,652 107.79
2001 2.2 34.9 88,469 460,367 371,898 121.58
2002 1.9 35.8 121,211 489,029 367,817 125.17
2003 1.9 38.9 124,631 513,292 388,660 115.94
2004 1.7 40.1 144,235 577,036 432,801 108.17
2005 1.5 38.9 117,712 630,094 512,382 110.21
2006 1.4 37.8 110,701 720,268 609,567 116.31
2007 1.3 38.3 141,873 800,236 658,364 117.77
2008 1.2 39.9 58,031 776,111 718,081 103.39
2009 1.4 39.9 53,876 511,216 457,340 93.61
2010 1.3 41.0 95,160 643,914 548,754 87.75
2011 1.3 41.3 -3,302 629,653 632,955 79.76
2012 1.2 39.4 -42,719 619,568 662,287 79.79
2013 － 35.6 -87,734 678,290 766,024 97.71
2014 － 36.1 -104,653 740,747 845,400 105.79
2015 － 35.5 -8,862 752,742 761,604 121.09
2016 － 37.1 55,176 690,927 635,751 108.77
2017 － 36.1 49,113 772,535 723,422 112.12
2018 － 37.0 11,265 812,263 800,998 110.40
2019 － 37.2 1,503 757,753 756,250 108.99
2020 － 38.3 27,779 672,629 644,851 106.73
2021 － 38.1 16,701 822,837 806,136 109.89

2020年4-6月 － － -14,927 143,140 158,067 107.61
2020年7-9月 － － 12,198 165,030 152,832 106.20
2020年10-12月 － － 23,186 181,540 158,354 104.49
2021年1-3月 － － 15,273 192,760 177,487 106.09
2021年4-6月 － － 10,047 206,860 196,813 109.50
2021年7-9月 － － -2,304 208,987 211,291 110.09
2021年10-12月 － － -7,155 213,883 221,038 113.70
P 2022年1-3月 － － -17,215 225,932 243,148 116.32

（備考）1．関税負担率は財務省調べによる年度の数値。
2．輸出円建て比率は、財務省「貿易取引通貨別比率」による年半期の数値の平均。
3．貿易収支、輸出額、輸入額は日本銀行「国際収支統計月報」による。
4．貿易収支、輸出額、輸入額の1984年以前の数値は、国際収支統計（IMF国際収支マニュアル第3版、

第4版ベース）のドル表示額を対米ドル円レート（インターバンク直物中心相場、月中平均）で換算
したものであり、85年以降の数値とは接続しない。

　　1985年～95年の数値は、国際収支統計（同第4版ベース）の計数を、同第5版の概念に組み換えた計数。
1996年～2013年の数値は、国際収支統計（同第5版ベース）の計数を、同第6版の概念に組み換えた計数。

5．貿易収支、輸出額、輸入額の四半期の数値は季節調整値。
6．円相場は、インターバンク直物中心レート（ただし、1970年までは固定レート 360円／ドルとした）。

2003年以降は、月次計数の単純平均、02年以前は営業日平均。
7．Pは速報値を示す。
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国際経済（3/3）
国際収支等

経常収支 経常収支 
対名目GDP

貿易サービス 
収支 金融収支 資本移転等 

収支 外貨準備高 対外純資産

暦年 億円 GDP比％ 億円 億円 億円 百万ドル 10億円
1955 － － － － － － －
1956 － － － － － 467 －
1957 － － － － － 524 －
1958 － － － － － 861 －
1959 － － － － － 1,322 －
1960 － － － － － 1,824 －
1961 － － － － － 1,486 －
1962 － － － － － 1,841 －
1963 － － － － － 1,878 －
1964 － － － － － 1,999 －
1965 － － － － － 2,107 －
1966 4,545 1.2 － － － 2,074 －
1967 -693 -0.2 － － － 2,005 －
1968 3,757 0.7 － － － 2,891 －
1969 7,595 1.2 － － － 3,496 －
1970 7,052 1.0 － － － 4,399 －
1971 19,935 2.5 － － － 15,235 －
1972 19,999 2.2 － － － 18,365 －
1973 -341 0.0 － － － 12,246 －
1974 -13,301 -1.0 － － － 13,518 －
1975 -2,001 -0.1 － － － 12,815 －
1976 10,776 0.6 － － － 16,604 －
1977 28,404 1.5 － － － 22,848 －
1978 34,793 1.7 － － － 33,019 －
1979 -19,722 -0.9 － － － 20,327 －
1980 -25,763 -1.1 － － － 25,232 －
1981 11,491 0.4 － － － 28,403 －
1982 17,759 0.6 － － － 23,262 －
1983 49,591 1.7 － － － 24,496 －
1984 83,489 2.7 － － － 26,313 －
1985 119,698 3.7 106,736 － － 26,510 －
1986 142,437 4.2 129,607 － － 42,239 28,865
1987 121,862 3.4 102,931 － － 81,479 30,199
1988 101,461 2.7 79,349 － － 97,662 36,745
1989 87,113 2.1 59,695 － － 84,895 42,543
1990 64,736 1.5 38,628 － － 77,053 44,016
1991 91,757 2.0 72,919 － － 68,980 47,498
1992 142,349 3.0 102,054 － － 68,685 64,153
1993 146,690 3.0 107,013 － － 95,589 68,823
1994 133,425 2.7 98,345 － － 122,845 66,813
1995 103,862 2.0 69,545 － － 182,820 84,072
1996 74,943 1.4 23,174 72,723 -3,537 217,867 103,359
1997 115,700 2.1 57,680 152,467 -4,879 220,792 124,587
1998 149,981 2.8 95,299 136,226 -19,313 215,949 133,273
1999 129,734 2.5 78,650 130,830 -19,088 288,080 84,735
2000 140,616 2.6 74,298 148,757 -9,947 361,638 133,047
2001 104,524 2.0 32,120 105,629 -3,462 401,959 179,257
2002 136,837 2.6 64,690 133,968 -4,217 469,728 175,308
2003 161,254 3.1 83,553 136,860 -4,672 673,529 172,818
2004 196,941 3.7 101,961 160,928 -5,134 844,543 185,797
2005 187,277 3.5 76,930 163,444 -5,490 846,897 180,699
2006 203,307 3.8 73,460 160,494 -5,533 895,320 215,081
2007 249,490 4.6 98,253 263,775 -4,731 973,365 250,221
2008 148,786 2.8 18,899 186,502 -5,583 1,030,647 225,908
2009 135,925 2.7 21,249 156,292 -4,653 1,049,397 268,246
2010 193,828 3.8 68,571 217,099 -4,341 1,096,185 255,906
2011 104,013 2.1 -31,101 126,294 282 1,295,841 265,741
2012 47,640 1.0 -80,829 41,925 -804 1,268,125 299,302
2013 44,566 0.9 -122,521 -4,087 -7,436 1,266,815 325,732
2014 39,215 0.8 -134,988 62,782 -2,089 1,260,548 351,114
2015 165,194 3.1 -28,169 218,764 -2,714 1,233,214 327,189
2016 213,910 3.9 43,888 286,059 -7,433 1,216,903 336,306
2017 227,779 4.1 42,206 188,113 -2,800 1,264,283 329,302
2018 195,047 3.5 1,052 201,361 -2,105 1,270,975 341,450
2019 192,513 3.4 -9,318 248,624 -4,131 1,323,750 357,015
2020 156,739 2.9 -8,773 138,073 -2,072 1,394,680 355,031
2021 154,877 2.9 -25,615 107,527 -4,197 1,405,750 411,184

2020年1-3月 46,901 3.4 -3,800 46,019 -942 1,366,177 －
2020年4-6月 14,570 2.9 -24,038 16,016 -216 1,383,164 －
2020年7-9月 36,849 3.5 2,209 43,222 -570 1,389,779 －
2020年10-12月 56,483 3.5 14,982 32,816 -345 1,394,680 －
2021年1-3月 51,187 3.2 6,538 46,222 -960 1,368,465 －
2021年4-6月 44,825 3.3 -1,083 11,694 -348 1,376,478 －
2021年7-9月 29,759 3.4 -13,543 54,359 -2,044 1,409,309 －
2021年10-12月 28,396 1.1 -18,270 -4,748 -845 1,405,750 －
2022年1-3月（P） 22,574 2.7 -32,152 37,837 -243 1,356,071 －

（備考）1．外貨準備高は、財務省「外貨準備等の状況」、対外純資産残高は財務省「対外資産負債残高統計」、それ以外は日本銀
行「国際収支統計月報」による。

2．経常収支の1984年以前の数値は、国際収支統計（IMF国際収支マニュアル第3版、第4版ベース）のドル表示額を、対
米ドル円レート（インターバンク直物中心相場、月中平均）で換算したものであり、85年以降の数値とは接続しない。

3．経常収支、貿易サービス収支の1985年～95年の数値は、国際収支統計（同第4版ベース）の計数を同第5版の概念に
組み換えた計数。

4．経常収支、貿易サービス収支、金融収支、資本移転等収支の1996年～2013年の数値は、国際収支統計（同第5版ベー
ス）の計数を、同第6版の概念に組み換えた計数。

5．経常収支、経常収支対名目GDP及び貿易サービス収支の四半期の数値は季節調整値。
6．金融収支について、＋はの純資産の増加（資産の増加及び負債の減少）を示す。
7．対外純資産残高は、暦年末値。ただし、国際収支統計改訂により1994年以前と95年、95年と96年以降は不連続。
8．経常収支対名目GDP比の1979年までの計数は68SNAベース、80年以降95年までは93SNAベース。96年以降は

2008SNAベース。
9．Pは速報値を示す。
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金融（1/1）
金　　　　　　　融

マネーストック（M2） 
平均残高

国内銀行貸出
約定平均金利

国債流通 
利回り 東証株価指数

東証株価 
時価総額 

（第一部）※

株価収益率 
（PER） 

（第一部）※
暦年 億円 ％ ％ ％ 億円
1960 － － 8.08 － 109.18 54,113 －
1961 － － 8.20 － 101.66 54,627 －
1962 － － 8.09 － 99.67 67,039 －
1963 － － 7.67 － 92.87 66,693 －
1964 － － 7.99 － 90.68 68,280 －
1965 － － 7.61 － 105.68 79,013 －
1966 － － 7.37 6.86 111.41 87,187 －
1967 297,970 － 7.35 6.96 100.89 85,901 －
1968 344,456 15.6 7.38 7.00 131.31 116,506 －
1969 403,883 17.3 7.61 7.01 179.30 167,167 －
1970 477,718 18.3 7.69 7.07 148.35 150,913 －
1971 575,437 20.5 7.46 7.09 199.45 214,998 －
1972 728,126 26.5 6.72 6.71 401.70 459,502 25.5
1973 893,370 22.7 7.93 8.19 306.44 365,071 13.3
1974 999,819 11.9 9.37 8.42 278.34 344,195 13.0
1975 1,130,832 13.1 8.51 8.53 323.43 414,682 27.0
1976 1,301,739 15.1 8.18 8.61 383.88 507,510 46.3
1977 1,449,873 11.4 6.81 6.40 364.08 493,502 24.2
1978 1,620,195 11.7 5.95 6.40 449.55 627,038 34.3
1979 1,812,232 11.9 7.06 9.15 459.61 659,093 23.3
1980 1,978,716 9.2 8.27 8.86 494.10 732,207 20.4
1981 2,155,266 8.9 7.56 8.12 570.31 879,775 21.1
1982 2,353,360 9.2 7.15 7.67 593.72 936,046 25.8
1983 2,526,400 7.4 6.81 7.36 731.82 1,195,052 34.7
1984 2,723,601 7.8 6.57 6.65 913.37 1,548,424 37.9
1985 2,951,827 8.4 6.47 5.87 1,049.40 1,826,967 35.2
1986 3,207,324 8.7 5.51 5.82 1,556.37 2,770,563 47.3
1987 3,540,364 10.4 4.94 5.61 1,725.83 3,254,779 58.3
1988 3,936,668 11.2 4.93 4.57 2,357.03 4,628,963 58.4
1989 4,326,710 9.9 5.78 5.75 2,881.37 5,909,087 70.6
1990 4,831,186 11.7 7.70 6.41 1,733.83 3,651,548 39.8
1991 5,006,817 3.6 6.99 5.51 1,714.68 3,659,387 37.8
1992 5,036,241 0.6 5.55 4.77 1,307.66 2,810,056 36.7
1993 5,089,787 1.1 4.41 3.32 1,439.31 3,135,633 64.9
1994 5,194,212 2.1 4.04 4.57 1,559.09 3,421,409 79.5
1995 5,351,367 3.0 2.78 3.19 1,577.70 3,502,375 86.5
1996 5,525,715 3.3 2.53 2.76 1,470.94 3,363,851 79.3
1997 5,694,907 3.1 2.36 1.91 1,175.03 2,739,079 37.6
1998 5,923,528 4.0 2.25 1.97 1,086.99 2,677,835 103.1
1999 6,162,653 3.2 2.10 1.64 1,722.20 4,424,433 －
2000 6,292,840 2.1 2.11 1.64 1,283.67 3,527,846 170.8
2001 6,468,026 2.8 1.88 1.36 1,032.14 2,906,685 240.9
2002 6,681,972 3.3 1.83 0.90 843.29 2,429,391 －
2003 6,782,578 1.7 1.79 1.36 1,043.69 3,092,900 614.1
2004 6,889,343 1.6 1.73 1.43 1,149.63 3,535,582 39.0
2005 7,013,739 1.8 1.62 1.47 1,649.76 5,220,681 45.8
2006 7,084,273 1.0 1.76 1.67 1,681.07 5,386,295 36.0
2007 7,195,822 1.6 1.94 1.50 1,475.68 4,756,290 26.7
2008 7,346,008 2.1 1.86 1.16 859.24 2,789,888 20.0
2009 7,544,922 2.7 1.65 1.28 907.59 3,027,121 －
2010 7,753,911 2.8 1.55 1.11 898.80 3,056,930 45.0
2011 7,966,101 2.7 1.45 0.98 728.61 2,513,957 21.0
2012 8,165,213 2.5 1.36 0.79 859.80 2,964,429 25.4
2013 8,458,837 3.6 1.25 0.73 1,302.29 4,584,842 31.8
2014 8,745,965 3.4 1.18 0.33 1,407.51 5,058,973 23.8
2015 9,064,060 3.6 1.11 0.27 1,547.30 5,718,328 23.8
2016 9,368,699 3.4 0.99 0.04 1,518.61 5,602,469 26.4
2017 9,739,925 4.0 0.94 0.04 1,817.56 6,741,992 29.3
2018 10,024,562 2.9 0.90 -0.01 1,494.09 5,621,213 19.5
2019 10,262,029 2.4 0.86 -0.02 1,721.36 6,482,245 23.0
2020 10,926,297 6.5 0.81 -0.02 1,804.68 6,668,621 27.8
2021 11,626,959 6.4 0.79 0.07 1,992.33 7,284,245 31.0

2021年1-3月 11,407,446 9.5 0.80 0.12 1,954.00 7,226,304 31.4
2021年4-6月 11,661,661 7.7 0.80 0.05 1,943.57 7,166,144 31.7
2021年7-9月 11,690,288 4.7 0.80 0.07 2,030.16 7,451,576 33.1
2021年10-12月 11,748,440 4.0 0.79 0.07 1,992.33 7,284,245 31.0
2022年1-3月 11,811,999 3.5 0.79 0.21 1,946.40 7,085,234 22.0

（備考）1．日本銀行「金融経済統計月報」、東京証券取引所「東証統計月報」等による。
2．マネーストックは、1998年以前はマネーサプライ統計におけるM2＋CD（外国銀行在日支店等を含まないベース）、

1999年以降2003年以前はマネーサプライ統計におけるM2＋CDの値。2003年以降はマネーストック統計における
M2の値。それぞれの期間における月平残の平均値。

3．国内銀行貸出約定平均金利はストック分の総合の末値。小数点第3位以下は切り捨て。
4．国債流通利回りは、1997年以前は東証上場国債10年物最長期利回りの末値、1998年以降は新発10年国債流通利回

りの末値。
　　利回りは、小数点3位以下は切り捨て。
5．東証株価指数は1968年1月4日の株価を100とした時の各末値。
6．東証時価総額は末値、億円未満は切り捨て。PERは末値、単体の単純平均。
※2022年4月以降はプライム市場

長
期
経
済
統
計

長期経済統計
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年度統計
財政（1/2）

財　　　　　政
一般政府 

財政バランス 
（対GDP比）

中央政府 
財政バランス 
（対GDP比）

地方政府 
財政バランス 
（対GDP比）

社会保障基金 
財政バランス 
（対GDP比）

租税負担率 国民負担率

年　度 ％ ％ ％ ％ ％ ％
1956 1.4 － － － 19.5 22.8
1957 1.3 － － － 19.5 23.0
1958 -0.1 － － － 18.5 22.1
1959 1.0 － － － 18.0 21.5
1960 2.2 － － － 18.9 22.4
1961 2.4 － － － 19.5 23.3
1962 1.3 － － － 19.3 23.3
1963 1.0 － － － 18.7 22.9
1964 1.0 － － － 19.0 23.4
1965 0.4 － － － 18.0 23.0
1966 -0.4 － － － 17.2 22.3
1967 0.8 － － － 17.4 22.5
1968 1.2 － － － 18.1 23.2
1969 1.8 － － － 18.3 23.5
1970 1.8 0.0 -0.4 2.2 18.9 24.3
1971 0.5 -1.0 -1.0 2.5 19.2 25.2
1972 0.2 -1.1 -1.1 2.4 19.8 25.6
1973 2.0 0.4 -1.0 2.6 21.4 27.4
1974 0.0 -1.4 -1.3 2.6 21.3 28.3
1975 -3.7 -4.0 -2.1 2.4 18.3 25.7
1976 -3.6 -4.3 -1.6 2.3 18.8 26.6
1977 -4.2 -5.0 -1.8 2.7 18.9 27.3
1978 -4.2 -4.8 -1.7 2.4 20.6 29.2
1979 -4.4 -5.7 -1.4 2.6 21.4 30.2
1980 -4.0 -5.4 -1.3 2.6 21.7 30.5
1981 -3.7 -5.2 -1.2 2.8 22.6 32.2
1982 -3.4 -5.2 -0.9 2.7 23.0 32.8
1983 -2.9 -4.9 -0.8 2.7 23.3 33.1
1984 -1.8 -4.0 -0.6 2.8 24.0 33.7
1985 -0.8 -3.6 -0.3 3.1 24.0 33.9
1986 -0.3 -3.0 -0.4 3.1 25.2 35.3
1987 0.7 -1.9 -0.2 2.8 26.7 36.8
1988 2.2 -1.1 0.1 3.2 27.2 37.1
1989 2.6 -1.2 0.6 3.2 27.7 37.9
1990 2.6 -0.5 0.5 2.6 27.7 38.4
1991 2.4 -0.4 0.1 2.7 26.6 37.4
1992 -0.8 -2.4 -0.9 2.4 25.1 36.3
1993 -2.8 -3.6 -1.4 2.2 24.8 36.3
1994 -4.1 -4.3 -1.8 1.9 23.5 35.4
1995 -4.9 -4.4 -2.4 1.9 23.4 35.8
1996 -4.8 -4.0 -2.5 1.7 23.1 35.5
1997 -4.0 -3.5 -2.3 1.8 23.6 36.5
1998 -11.9 -10.7 -2.4 1.2 23.0 36.3
1999 -7.9 -7.3 -1.6 1.0 22.3 35.5
2000 -6.8 -6.4 -0.9 0.5 22.9 36.0
2001 -6.5 -5.7 -0.9 0.2 22.8 36.7
2002 -8.1 -6.6 -1.3 -0.2 21.3 35.2
2003 -7.4 -6.4 -1.3 0.3 20.7 34.4
2004 -5.3 -5.1 -0.7 0.5 21.3 35.0
2005 -4.1 -4.0 -0.2 0.1 22.5 36.3
2006 -3.1 -3.1 0.1 -0.1 23.1 37.2
2007 -2.9 -2.6 0.0 -0.3 23.7 38.2
2008 -5.4 -5.1 0.3 -0.5 23.4 39.2
2009 -10.1 -8.7 -0.2 -1.3 21.4 37.2
2010 -8.8 -7.4 -0.4 -1.0 21.4 37.2
2011 -8.9 -8.2 0.1 -0.7 22.2 38.9
2012 -8.1 -7.4 -0.1 -0.7 22.8 39.8
2013 -7.3 -6.7 0.0 -0.5 23.2 40.1
2014 -5.1 -5.2 -0.3 0.3 25.1 42.4
2015 -3.6 -4.4 0.0 0.9 25.2 42.3
2016 -3.5 -4.4 -0.1 1.1 25.1 42.7
2017 -2.9 -3.5 -0.1 0.7 25.5 43.3
2018 -2.4 -3.2 0.0 0.8 26.1 44.3
2019 -3.1 -3.8 -0.1 0.7 25.8 44.4
2020 -10.0 -10.4 -0.1 0.4 28.2 47.9

（備考）1．内閣府「国民経済計算」、財務省資料により作成。
2．財政バランス（対GDP比）は、国民経済計算における「純貸出／純借入」（1995年度以前は「貯蓄投資差額」）を名目

GDPで割ったもの。
3．一般政府財政バランスについては、1955年度から1989年度までは68SNAベース、1990年度から1995年度までは93SNA

（平成7年基準）、1996年度から2000年度までは93SNA（平成12年基準）ベース、2001年度から2005年度までは93SNA
（平成17年基準）ベース、2006年度以降は08SNA（平成23年基準）ベース。

4．中央政府財政バランス、地方政府財政バランス、社会保障基金財政バランスについては、1970年度から1989年度までは
68SNAベース、1990年度から1995年度までは93SNA（平成7年基準）、1996年度から2000年度までは93SNA（平成12
年基準）ベース、2001年度から2005年度までは93SNA（平成17年基準）ベース、2006年度以降は08SNA（平成23年基
準）ベース。

5．租税負担率＝（国税＋地方税）／国民所得、国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率。
6．租税負担率、国民負担率の2019年度までの実績。
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財政（2/2）
財　　　　　政

国債発行額 国債発行額 
（うち赤字国債） 国債依存度 国債残高 国債残高 

（名目GDP比）
年　度 億円 億円 ％ 億円 ％
1958 0 0 0 0 0
1959 0 0 0 0 0
1960 0 0 0 0 0
1961 0 0 0 0 0
1962 0 0 0 0 0
1963 0 0 0 0 0
1964 0 0 0 0 0
1965 1,972 1,972 5.3 2,000 0.6
1966 6,656 0 14.9 8,750 0.6
1967 7,094 0 13.9 15,950 2.2
1968 4,621 0 7.8 20,544 3.4
1969 4,126 0 6.0 24,634 3.7
1970 3,472 0 4.2 28,112 3.8
1971 11,871 0 12.4 39,521 3.7
1972 19,500 0 16.3 58,186 4.8
1973 17,662 0 12.0 75,504 6.0
1974 21,600 0 11.3 96,584 6.5
1975 52,805 20,905 25.3 149,731 7.0
1976 71,982 34,732 29.4 220,767 9.8
1977 95,612 45,333 32.9 319,024 12.9
1978 106,740 43,440 31.3 426,158 16.8
1979 134,720 63,390 34.7 562,513 20.4
1980 141,702 72,152 32.6 705,098 25.0
1981 128,999 58,600 27.5 822,734 28.4
1982 140,447 70,087 29.7 964,822 31.1
1983 134,863 66,765 26.6 1,096,947 34.9
1984 127,813 63,714 24.8 1,216,936 38.0
1985 123,080 60,050 23.2 1,344,314 39.5
1986 112,549 50,060 21.0 1,451,267 40.7
1987 94,181 25,382 16.3 1,518,093 42.4
1988 71,525 9,565 11.6 1,567,803 41.9
1989 66,385 2,085 10.1 1,609,100 40.4
1990 73,120 9,689 10.6 1,663,379 38.7
1991 67,300 0 9.5 1,716,473 36.8
1992 95,360 0 13.5 1,783,681 36.2
1993 161,740 0 21.5 1,925,393 36.9
1994 164,900 41,443 22.4 2,066,046 39.9
1995 212,470 48,069 28.0 2,251,847 41.1
1996 217,483 110,413 27.6 2,446,581 45.4
1997 184,580 85,180 23.5 2,579,875 47.6
1998 340,000 169,500 40.3 2,952,491 55.2
1999 375,136 243,476 42.1 3,316,687 62.5
2000 330,040 218,660 36.9 3,675,547 68.4
2001 300,000 209,240 35.4 3,924,341 74.4
2002 349,680 258,200 41.8 4,210,991 80.4
2003 353,450 286,520 42.9 4,569,736 86.8
2004 354,900 267,860 41.8 4,990,137 94.2
2005 312,690 235,070 36.6 5,269,279 98.7
2006 274,700 210,550 33.7 5,317,015 99.0
2007 253,820 193,380 31.0 5,414,584 100.6
2008 331,680 261,930 39.2 5,459,356 105.8
2009 519,550 369,440 51.5 5,939,717 119.4
2010 423,030 347,000 44.4 6,363,117 126.0
2011 427,980 344,300 42.5 6,698,674 134.0
2012 474,650 360,360 48.9 7,050,072 141.2
2013 408,510 338,370 40.8 7,438,676 145.1
2014 384,929 319,159 39.0 7,740,831 147.9
2015 349,183 284,393 35.5 8,054,182 148.9
2016 380,346 291,332 39.0 8,305,733 152.4
2017 335,546 262,728 34.2 8,531,789 153.5
2018 343,954 262,982 34.8 8,740,434 157.1
2019 365,819 274,382 36.1 8,866,945 159.1
2020 1,085,539 859,579 73.5 9,466,468 176.8
2021 656,550 564,870 46.0 10,044,234 184.3

（備考）1．財務省資料による。
2．単位は億円。国債依存度、国債残高名目GDP比の単位は％。
3．国債発行額は、収入金ベース。2020年度までは実績、2021年度は補正後予算に基づく見込み。
4．国債依存度は、（4条債＋特例債）／一般会計歳出額。
　　特別税の創設等によって償還財源が別途確保されている、いわゆる「つなぎ公債」を除いて算出して

いる。
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四半期統計
実質GDP成長率とその寄与度

-7.0％
-6.0％
-5.0％
-4.0％
-3.0％
-2.0％
-1.0％
0.0％
1.0％
2.0％
3.0％
4.0％
5.0％

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
69年 70年 71年 72年 73年 74年 75年

（前期比）

ニクソン
ショック
（71/8）

山 谷 （第7循環）（第6循環） 山 谷
（第8循環）

第1次石油危機

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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（1）1955年第3四半期～1961年第4四半期
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（3）1969年第1四半期～1975年第4四半期
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消費税率引上げ LTCM危機
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（10）2018年第1四半期～2022年第1四半期
（前期比）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」により作成。季節調整値。
２．1955年第3四半期から1980年第1四半期は、68SNA、平成2年基準、固定方式。
　　1980年第1四半期から1993年第4四半期は、08SNA、平成23年基準、連鎖方式。
　　1994年第1四半期以降は、08SNA、平成27年基準、連鎖方式。
３．四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は必ずしもGDP成長率に一致しない。
４．「その他」の項目は、民間住宅、民間在庫品増加、輸入の合計。
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